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【本計画における用語の定義】 

用 語 定  義 

避

難

場

所 

等 

指 定 緊 急 

避 難 場 所 

（ 避 難 場 所 ） 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から

逃れるための避難場所として、洪水や津波など異常な現象の種

類ごとに安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を市町村

長が指定したもの。（災害対策基本法第 49 条の４から第 49 条

の６まで及び第 49 条の８関係） 

指 定 避 難 所 避難のための立退きを行つた居住者等を避難のために必要な間

滞在させ、又は自ら居住の場所を確保することが困難な被災し

た住民その他の被災者を一時的に滞在させるための施設をい

 

【本計画における用語の定義】 

用 語 定  義 

避

難

場

所 

等 

指 定 緊 急 

避 難 場 所 

（ 避 難 場 所 ） 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合にその危険から

逃れるための避難場所として、洪水や津波など異常な現象の種

類ごとに安全性等の一定の基準を満たす施設又は場所を市町村

長が指定したもの。（災害対策基本法第 49 条の４から第 49 条

の６まで及び第 49 条の８関係） 

指 定 避 難 所 避難のための立退きを行つた居住者等を避難のために必要な間

滞在させ、又は自ら居住の場所を確保することが困難な被災し

た住民その他の被災者を一時的に滞在させるための施設をい

 

■修正の表記方法について 

◯◯◯◯  災害対策基本法等の法律改正、防災基本計画、指針・ガイド

ライン、愛媛県地域防災計画等の修正に伴う修正 
◯◯◯◯  R6 愛媛県地域防災計画修正の新旧対照表（案）による修

正 
◯◯◯◯  主に今治市が行う追加の計画内容や時点修正等に伴う修正 
◯◯◯◯  令和６年能登半島地震等の新たな災害の教訓や知見による

修正 
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う。（災害対策基本法第 49 条の７関係） 

 指定一般避難所 指定避難所のうち、指定福祉避難所を除く施設を指定一般避難

所という。（災害対策基本法施行令第 20 条の６、同施行規則第

１条の７の２関係） 

 指定福祉避難所 高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障

がいを含む。）、難病患者、妊産婦及び乳幼児、病弱者等避難

生活に特別の配慮を要する人のための避難所をいう。この指定

福祉避難所は、指定避難所の一種となっている。（災害対策基

本法施行令第 20 条の６、同施行規則第１条の７の２関係） 

一 時 集 合 場 所 各地域において、避難場所及び指定避難所への避難を行う際に

一時的に集合する場所をいう。一時集合場所は、必要に応じて

自主防災組織等が地域内の空地等をあらかじめ指定し、地域住

民に周知する。 

避 難 路 避難場所へ通ずる道路又は緑道であって、避難圏内の住民を当

該避難場所に迅速かつ安全に避難させるための道路等をいう。 

避 難 経 路 避難場所や一時集合場所へ避難する際に利用するのに適した道

路等をいう。各地区において、自主防災組織等があらかじめ指

定し、地域住民に周知する。 

地 区 防 災 計 画 地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市

等が活動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心と

なる地区防災計画とが相まって地域における防災力の向上を図

ろうとするもの。（災害対策基本法第 42 条第３項及び第 42 条

の２関係） 

要 配 慮 者 高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障

がいを含む。）、難病疾患、妊産婦、乳幼児その他の特に配慮

を要する者をいう。（災害対策基本法第８条第２項第 15 号関

係） 

避 難 行 動 要 支 援 者 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者をいう。

（災害対策基本法第 49 条の 10 関係） 

罹 災 証 明 書 災害により被災した住家について、住家の被害認定調査等を行

い、その被害の程度を証明したもの。（災害対策基本法第 90 条

の２関係） 

罹 災 届 出 証 明 書 住家以外のものが罹災した場合において、証明の発行が必要な

場合に、被災者からの罹災の届出があったことを証明するもの

をいう。 

被 災 者 台 帳 被災者の援護を実施するための基礎とする台帳をいう。（災害

対策基本法第 90 条の３関係） 

Ｌ ア ラ ー ト 

（災害情報共有システム） 

災害時に、地方公共団体・ライフライン事業者等が、放送局・

アプリ事業者等の多様なメディアを通じて地域住民等に対して

必要な情報を迅速かつ効率的に伝達する共通基盤をいう。 

Ｊ ア ラ ー ト 

（全国瞬時警報システム） 

緊急地震速報、津波警報、弾道ミサイル情報など、対処に時間

的余裕のない事態に関する情報を緊急速報メール、市防災行政

無線等により、国から住民まで瞬時に伝達するシステムをい

う。 

Ｄ Ｍ Ａ Ｔ 

（災害派遣医療チーム） 

医師、看護師、業務調整員で構成され、大規模災害や多傷病者

が発生した事故などの現場に、急性期（おおむね 48 時間以内）

に活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チー

ムをいう。 

Ｄ Ｐ Ａ Ｔ 自然災害や航空機・列車事故、犯罪事件などの集団災害の後、

う。（災害対策基本法第 49 条の７関係） 

 指定一般避難所 指定避難所のうち、指定福祉避難所を除く施設を指定一般避難

所という。（災害対策基本法施行令第 20 条の６、同施行規則第

１条の７の２関係） 

 指定福祉避難所 高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障

がいを含む。）、難病患者、妊産婦及び乳幼児、病弱者等避難

生活に特別の配慮を要する人のための避難所をいう。この指定

福祉避難所は、指定避難所の一種となっている。（災害対策基

本法施行令第 20 条の６、同施行規則第１条の７の２関係） 

一 時 集 合 場 所 各地域において、避難場所及び指定避難所への避難を行う際に

一時的に集合する場所をいう。一時集合場所は、必要に応じて

自主防災組織等が地域内の空地等をあらかじめ指定し、地域住

民に周知する。 

避 難 路 避難場所へ通ずる道路又は緑道であって、避難圏内の住民を当

該避難場所に迅速かつ安全に避難させるための道路等をいう。 

避 難 経 路 避難場所や一時集合場所へ避難する際に利用するのに適した道

路等をいう。各地区において、自主防災組織等があらかじめ指

定し、地域住民に周知する。 

地 区 防 災 計 画 地区居住者等が共同して行う防災活動に関する計画であり、市

等が活動の中心となる市地域防災計画とコミュニティが中心と

なる地区防災計画とが相まって地域における防災力の向上を図

ろうとするもの。（災害対策基本法第 42 条第３項及び第 42 条

の２関係） 

要 配 慮 者 高齢者、身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者（発達障

がいを含む。）、難病疾患、妊産婦、乳幼児その他の特に配慮

を要する者をいう。（災害対策基本法第８条第２項第 15 号関

係） 

避 難 行 動 要 支 援 者 要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑か

つ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者をいう。

（災害対策基本法第 49 条の 10 関係） 

罹 災 証 明 書 災害により被災した住家について、住家の被害認定調査等を行

い、その被害の程度を証明したもの。（災害対策基本法第 90 条

の２関係） 

罹 災 届 出 証 明 書 住家以外のものが罹災した場合において、証明の発行が必要な

場合に、被災者からの罹災の届出があったことを証明するもの

をいう。 

被 災 者 台 帳 被災者の援護を実施するための基礎とする台帳をいう。（災害

対策基本法第 90 条の３関係） 

Ｌ ア ラ ー ト 

（災害情報共有システム） 

災害時に、地方公共団体・ライフライン事業者等が、放送局・

アプリ事業者等の多様なメディアを通じて地域住民等に対して

必要な情報を迅速かつ効率的に伝達する共通基盤をいう。 

Ｊ ア ラ ー ト 

（全国瞬時警報システム） 

緊急地震速報、津波警報、弾道ミサイル情報など、対処に時間

的余裕のない事態に関する情報を緊急速報メール、市防災行政

無線等により、国から住民まで瞬時に伝達するシステムをい

う。 

Ｄ Ｍ Ａ Ｔ 

（災害派遣医療チーム） 

医師、看護師、業務調整員で構成され、大規模災害や多傷病者

が発生した事故などの現場に、急性期（おおむね 48 時間以内）

に活動できる機動性を持った、専門的な訓練を受けた医療チー

ムをいう。 

Ｄ Ｐ Ａ Ｔ 自然災害や航空機・列車事故、犯罪事件などの集団災害の後、
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（災害派遣精神医療チー

ム） 

被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行う専

門チームをいう。 

Ｄ Ｈ Ｅ Ａ Ｔ 

（災害時健康危機管理 

        支援チーム） 

大規模災害時等に重大な健康危機が発生した場合に、被災地域

に入り、保健医療行政の指揮調整機能等の応援を行う専門チー

ムをいう。 

ト リ ア ー ジ 災害や事故発生現場等において多数の傷病者が同時に発生した

場合、傷病者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行

うために治療優先順位を決定することをいう。 

福 祉 人 材 

マ ッ チ ン グ リ ス ト 

現役の福祉専門職である「災害時福祉人材」とリストに登録さ

れた福祉専門職の離職者やＯＢの有志から構成される「災害時

福祉ボランティア人材」の有志が登録されたリスト。発災後、

指定避福祉避難所等において要配慮者に対する日常生活支援

（移動支援、食事介助など）や心のケア、相談支援等を実施す

る。 

 

 

（災害派遣精神医療チー

ム） 

被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行う専

門チームをいう。 

Ｄ Ｈ Ｅ Ａ Ｔ 

（災害時健康危機管理 

        支援チーム） 

大規模災害時等に重大な健康危機が発生した場合に、被災地域

に入り、保健医療行政の指揮調整機能等の応援を行う専門チー

ムをいう。 

ト リ ア ー ジ 災害や事故発生現場等において多数の傷病者が同時に発生した

場合、傷病者の緊急度や重症度に応じて適切な処置や搬送を行

うために治療優先順位を決定することをいう。 

福 祉 人 材 

マ ッ チ ン グ リ ス ト 

現役の福祉専門職である「災害時福祉人材」とリストに登録さ

れた福祉専門職の離職者やＯＢの有志から構成される「災害時

福祉ボランティア人材」の有志が登録されたリスト。発災後、

指定避福祉避難所等において要配慮者に対する日常生活支援

（移動支援、食事介助など）や心のケア、相談支援等を実施す

る。 
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（略） 

 

第６節  計画の習熟 

 

（略） 

 

第７節  防災基本方針（防災ビジョン） 

 

（略） 

 

第４節  計画の修正 

 

（略） 

 

第５節  他の計画との関係 

 

（略） 

 

第６節  計画の習熟 

 

（略） 

 

第７節  防災基本方針（防災ビジョン） 

 

（略） 

 

 

第２章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 
 

防災に関し、市及び防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、おおむね次のとおりであ

る。 

 

１～２ （略） 

 

３ 指定地方行政機関 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

四国総合通信局 

１ 災害に備えた電気通信施設（有線通信施設及び無線通信施

設）整備のための調整並びに電波の統制監理に関すること。 

２ 災害における電気通信及び放送の確保のための応急対策及び

非常無線通信の運用監理に関すること。 

３ 災害地域における電気通信、放送施設等の被害状況の把握に

関すること。 

４ 災害時における通信機器の供給の確保に関すること。 

５ 地方公共団体及び関係機関に対する各種非常通信訓練・運用

の指導及び協議に関すること。 

四国財務局（松

山財務事務所） 

１ 災害時における財政金融等の適切な措置並びに関係機関との

連絡調整に関すること。 

愛媛労働局 

１ 事業場における風水害等による労働災害防止対策の周知及び

指導に関すること。 

２ 事業場等の被災状況の把握に関すること。 

中国四国農政局

（愛媛県拠点） 

１ 災害時における食料の供給の実施準備について関係団体に協

力を求める措置に関すること。 

２ 自ら管理又は運営する施設・設備の保全に関すること。 

３ 農林漁業関係金融機関に対する金融業務の円滑な実施のため

の指導に関すること。 

 

第２章 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 
 

防災に関し、市及び防災関係機関が処理すべき事務又は業務の大綱は、おおむね次のとおりであ

る。 

 

１～２ （略） 

 

３ 指定地方行政機関 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

四国総合通信局 

１ 災害に備えた電気通信施設（有線通信施設及び無線通信施

設）整備のための調整並びに電波の統制監理に関すること。 

２ 災害における電気通信及び放送の確保のための応急対策及び

非常無線通信の運用監理に関すること。 

３ 災害地域における電気通信、放送施設等の被害状況の把握に

関すること。 

４ 災害時における通信機器の供給の確保に関すること。 

５ 地方公共団体及び関係機関に対する各種非常通信訓練・運用

の指導及び協議に関すること。 

四国財務局（松

山財務事務所） 

１ 災害時における財政金融等の適切な措置並びに関係機関との

連絡調整に関すること。 

愛媛労働局 

１ 事業場における風水害等による労働災害防止対策の周知及び

指導に関すること。 

２ 事業場等の被災状況の把握に関すること。 

中国四国農政局

（愛媛県拠点） 

１ 災害時における食料の供給の実施準備について関係団体に協

力を求める措置に関すること。 

２ 自ら管理又は運営する施設・設備の保全に関すること。 

３ 農林漁業関係金融機関に対する金融業務の円滑な実施のため

の指導に関すること。 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等総則－4 

４ 防災上整備すべき地すべり防止施設、農業用排水施設並びに

農地の保全に係る海岸保全施設等の整備に関すること。 

５ 防災に関する情報の収集及び報告に関すること。 

６ 災害時の食料の供給に関すること。 

７ 災害時の食料の緊急引渡措置に関すること。 

四国森林管理局 

愛媛森林管理署 

１ 災害復旧用材（国有林材）の供給に関すること。 

四国経済産業局 

１ 被災商工業、鉱業等の事業者の業務の正常な運営の確保に関

すること。 

２ 防災関係物資についての情報収集、円滑な供給の確保に関す

ること。 

３ 災害時における電気、ガス、石油製品事業に関する応急対策

等に関すること。 

中国四国産業保

安監督部 

１ 電気事業に関する災害予防、保安の確保及び復旧促進等の対

策に関すること。 

（ただし、今治市（平成 17 年１月 15 日における旧越智郡吉海

町、宮窪町、伯方町、上浦町、大三島町及び関前村の区域）、

越智郡上島町に限る。） 

中国四国産業保

安監督部（四国

支部） 

１ 電気、ガス事業に関する災害予防、保安の確保及び復旧促進

等の対策に関すること。 

２ 高圧ガス、火薬類、液化石油ガスに関する災害予防、保安の

確保、災害の応急対応に関すること。 

３ 鉱山等における災害予防、災害応急対策、災害復旧等の指導

に関すること。 

四国地方整備局 

（松山河川国道

事務所、松山港

湾・空港整備事

務所） 

管轄する河川、道路等についての計画、工事及び管理を行うほ

か、次の事項を行うよう務める。 

１ 災害予防 

(ｱ) 所管施設の耐震性の確保 

(ｲ) 応急復旧用資機材の備蓄の推進 

(ｳ) 機動力を生かした実践的な方法による防災訓練の実施 

(ｴ) 公共施設等の被災状況調査を行う防災エキスパート制度の

運用 

２ 応急・復旧 

(ｱ) 防災関係機関との連携による応急対策の実施 

(ｲ) 路上障害物の除去等による緊急輸送道路の確保 

(ｳ) 所管施設の緊急点検の実施 

(ｴ) 緊急を要すると認められ場合の緊急対応の実施 

(ｵ) 緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ）の被災地方公共

団体への派遣 

３ 所掌に係る災害復旧事業に関すること。 

４ 緊急輸送を確保するために必要な港湾、海岸保全施設等の整

備の計画的実施に関すること。 

５ 緊急輸送用岸壁、港湾、海岸保全施設等の整備の指導に関す

ること。 

６ 流出油防除等海上災害に対する応急措置に関すること。 

四国運輸局（愛

媛運輸支局） 

１ 陸上輸送に関すること。 

(ｱ) 輸送機関その他関係機関との連絡調整に関すること。 

(ｲ) 自動車運送事業者、鉄軌道事業者に対する輸送のあっせん

に関すること。 

４ 防災上整備すべき地すべり防止施設、農業用排水施設並びに

農地の保全に係る海岸保全施設等の整備に関すること。 

５ 防災に関する情報の収集及び報告に関すること。 

６ 災害時の食料の供給に関すること。 

７ 災害時の食料の緊急引渡措置に関すること。 

四国森林管理局 

愛媛森林管理署 

１ 災害復旧用材（国有林材）の供給に関すること。 

四国経済産業局 

１ 被災商工業、鉱業等の事業者の業務の正常な運営の確保に関

すること。 

２ 防災関係物資についての情報収集、円滑な供給の確保に関す

ること。 

３ 災害時における電気、ガス、石油製品事業に関する応急対策

等に関すること。 

中国四国産業保

安監督部 

１ 電気事業に関する災害予防、保安の確保及び復旧促進等の対

策に関すること。 

（ただし、今治市（平成 17 年１月 15 日における旧越智郡吉海

町、宮窪町、伯方町、上浦町、大三島町及び関前村の区域）、

越智郡上島町に限る。） 

中国四国産業保

安監督部（四国

支部） 

１ 電気、ガス事業に関する災害予防、保安の確保及び復旧促進

等の対策に関すること。 

２ 高圧ガス、火薬類、液化石油ガスに関する災害予防、保安の

確保、災害の応急対応に関すること。 

３ 鉱山等における災害予防、災害応急対策、災害復旧等の指導

に関すること。 

四国地方整備局 

（松山河川国道

事務所、松山港

湾・空港整備事

務所） 

管轄する河川、道路等についての計画、工事及び管理を行うほ

か、次の事項を行うよう務める。 

１ 災害予防 

(ｱ) 所管施設の耐震性の確保 

(ｲ) 応急復旧用資機材の備蓄の推進 

(ｳ) 機動力を生かした実践的な方法による防災訓練の実施 

(ｴ) 公共施設等の被災状況調査を行う防災エキスパート制度の

運用 

２ 応急・復旧 

(ｱ) 防災関係機関との連携による応急対策の実施 

(ｲ) 路上障害物の除去等による緊急輸送道路の確保 

(ｳ) 所管施設の緊急点検の実施 

(ｴ) 緊急を要すると認められ場合の緊急対応の実施 

(ｵ) 緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ-ＦＯＲＣＥ）の被災地方公共

団体への派遣 

３ 所掌に係る災害復旧事業に関すること。 

４ 緊急輸送を確保するために必要な港湾、海岸保全施設等の整

備の計画的実施に関すること。 

５ 緊急輸送用岸壁、港湾、海岸保全施設等の整備の指導に関す

ること。 

６ 流出油防除等海上災害に対する応急措置に関すること。 

７ 空港の整備の計画的実施に関すること。 

四国運輸局（愛

媛運輸支局） 

１ 陸上輸送に関すること。 

(ｱ) 輸送機関その他関係機関との連絡調整に関すること。 

(ｲ) 自動車運送事業者、鉄軌道事業者に対する輸送のあっせん



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等総則－5 

２ 海上輸送に関すること。 

(ｱ) 非常時に使用しうる船舶運航事業者の船舶数及び輸送能力

の把握並びに緊急海上輸送体制の確立に関すること。 

(ｲ) 旅客航路事業者の行う地震災害応急対策の実施指導に関す

ること。 

四国地方測量部 

１ 災害時における情報の収集及び伝達における地理空間情報活

用の支援・協力に関すること。 

２ 防災関連情報の提供及び利活用の支援・協力に関すること。 

３ 地理情報システム活用の支援・協力に関すること。 

４ 国家座標に基づく位置情報の情報基盤形成のため、必要に応

じて国家基準点の復旧測量、地図の修正測量の実施に関するこ

と。 

５ 公共基準点の復旧測量、地図の修正測量など公共測量の実施

における測量法に基づく実施計画書への技術的助言に関するこ

と。 

６ 地理空間情報の整備及び利活用促進に関する支援・助言に関

すること。 

大阪管区気象台

(松山地方気象

台) 

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び

発表 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震

動に限る。）及び水象の予報並びに警報等の防災気象情報の発

表、伝達及び解説  

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言  

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

第六管区海上保

安本部（今治海

上保安部） 

１ 防災訓練に関すること。 

２ 防災思想の普及及び高揚に関すること。 

３ 調査研究に関すること。 

４ 警報等の伝達に関すること。 

５ 情報の収集に関すること。 

６ 海難救助等に関すること。 

７ 緊急輸送に関すること。 

８ 関係機関等の災害応急対策の実施に対する支援に関するこ

と。 

９ 流出油等の防除に関すること。 

10 海上交通安全の確保に関すること。 

11 警戒区域の設定に関すること。 

12 治安の維持に関すること。 

13 危険物の保安措置に関すること。 

14 広報に関すること。 

15 海洋環境の汚染防止に関すること。 

 

 

４ 自衛隊 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

自衛隊（陸上自

衛隊松山駐屯

地） 

１ 被害状況の把握に関すること。 

２ 避難の救助及び遭難者等の捜索に関すること。 

３ 水防活動、消防活動、道路等の啓開に関すること。 

に関すること。 

２ 海上輸送に関すること。 

(ｱ) 非常時に使用しうる船舶運航事業者の船舶数及び輸送能力

の把握並びに緊急海上輸送体制の確立に関すること。 

(ｲ) 旅客航路事業者の行う地震災害応急対策の実施指導に関す

ること。 

国土地理院 

四国地方測量部 

１ 災害時における情報の収集及び伝達における地理空間情報活

用の支援・協力に関すること。 

２ 防災関連情報の提供及び利活用の支援・協力に関すること。 

３ 地理情報システム活用の支援・協力に関すること。 

４ 国家座標に基づく位置情報の情報基盤形成のため、必要に応

じて国家基準点の復旧測量、地図の修正測量の実施に関するこ

と。 

５ 公共基準点の復旧測量、地図の修正測量など公共測量の実施

における測量法に基づく実施計画書への技術的助言に関するこ

と。 

６ 地理空間情報の整備及び利活用促進に関する支援・助言に関

すること。 

大阪管区気象台

(松山地方気象

台) 

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び

発表 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震

動に限る。）及び水象の予報並びに警報等の防災気象情報の発

表、伝達及び解説  

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に努める。 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言  

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発に努める。 

第六管区海上保

安本部（今治海

上保安部） 

１ 防災訓練に関すること。 

２ 防災思想の普及及び高揚に関すること。 

３ 調査研究に関すること。 

４ 警報等の伝達に関すること。 

５ 情報の収集に関すること。 

６ 海難救助等に関すること。 

７ 緊急輸送に関すること。 

８ 関係機関等の災害応急対策の実施に対する支援に関するこ

と。 

９ 流出油等の防除に関すること。 

10 海上交通安全の確保に関すること。 

11 警戒区域の設定に関すること。 

12 治安の維持に関すること。 

13 危険物の保安措置に関すること。 

14 広報に関すること。 

15 海洋環境の汚染防止に関すること。 

 

４ 自衛隊 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

自衛隊（陸上自

衛隊松山駐屯

地） 

１ 被害状況の把握に関すること。 

２ 避難の救助及び遭難者等の捜索に関すること。 

３ 水防活動、消防活動、道路等の啓開に関すること。 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等総則－6 

４ 応急医療、救護及び防疫に関すること。 

５ 通信支援、人員物資の緊急輸送に関すること。 

６ 炊飯・給水及び宿泊支援等に関すること。 

７ 危険物の保安及び除去に関すること。 

 

５ 指定公共機関 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日本郵便株式会

社（四国支社） 

１ 郵政業務の運営の確保に関すること。 

２ 郵便局の窓口業務の維持に関すること。 

西日本電信電話

株式会社（四国

支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ

（四国支社）、

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社 

１ 電気通信施設の整備に関すること。 

２ 災害時における通信の確保に関すること。 

３ 災害時における通信疎通状況等の広報に関すること。 

４ 警報の伝達及び非常緊急電話に関すること。 

５ 復旧用資機材等の確保及び広域応援計画に基づく人員等の手

配に関すること。 

太陽石油株式会

社 （ 四 国 事 業

所） 

１ 災害時の石油製品の安定的な供給・確保に関すること。 

四国電力株式会

社、四国電力送

配電株式会社、

中国電力株式会

社、中国電力ネ

ットワーク株式

会社 

１ 電力施設等の保全に関すること。 

２ 電力供給の確保に関すること。 

３ 被害施設の応急対策及び復旧用資機材の確保に関すること。 

４ 電力施設の災害予防措置及び広報の実施に関すること。 

四国旅客鉄道株

式会社、日本貨

物鉄道株式会社

（松山営業所） 

１ 鉄道施設等の保全に関すること。 

２ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。 

３ 災害時における旅客の安全確保に関すること。 

４ 災害発生後に備えた資機材、人員等の配備手配に関するこ

と。 

日本通運株式会

社（四国支店今

治営業課）、福

山通運株式会社

（四国福山通運

今治支店）、佐

川急便株式会社

（今治店）、ヤ

マト運輸株式会

社（愛媛主管支

店）、西濃運輸

株式会社（四国

西濃運輸株式会

社今治支店） 

１ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。 

４ 応急医療、救護及び防疫に関すること。 

５ 通信支援、人員物資の緊急輸送に関すること。 

６ 給食及び給水、入浴炊飯・給水及び宿泊支援等に関するこ

と。 

７ 危険物の保安及び除去に関すること。 

 

５ 指定公共機関 

 

機関の名称 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日本郵便株式会

社（四国支社） 

１ 郵政業務の運営の確保に関すること。 

２ 郵便局の窓口業務の維持に関すること。 

西日本電信電話

株式会社（四国

支店）、株式会

社ＮＴＴドコモ

（四国支社）、

エヌ・ティ・テ

ィ・コミュニケ

ーションズ株式

会社 

１ 電気通信施設の整備に関すること。 

２ 災害時における通信の確保に関すること。 

３ 災害時における通信疎通状況等の広報に関すること。 

４ 警報の伝達及び非常緊急電話に関すること。 

５ 復旧用資機材等の確保及び広域応援計画に基づく人員等の手

配に関すること。 

太陽石油株式会

社 （ 四 国 事 業

所） 

１ 災害時の石油製品の安定的な供給・確保に関すること。 

四国電力株式会

社、四国電力送

配電株式会社、

中国電力株式会

社、中国電力ネ

ットワーク株式

会社 

１ 電力施設等の保全に関すること。 

２ 電力供給の確保に関すること。 

３ 被害施設の応急対策及び復旧用資機材の確保に関すること。 

４ 電力施設の災害予防措置及び広報の実施に関すること。 

四国旅客鉄道株

式会社、日本貨

物鉄道株式会社

（松山営業所） 

１ 鉄道施設等の保全に関すること。 

２ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。 

３ 災害時における旅客の安全確保に関すること。 

４ 災害発生後に備えた資機材、人員等の配備手配に関するこ

と。 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等総則－7 

日本放送協会 

（松山放送局） 

１ 防災知識の普及に関すること。 

２ 気象情報及びその他災害に関する情報の正確迅速な提供によ

る災害応急対策等の周知徹底に関すること。 

３ 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関するこ

と。 

４ 社会福祉事業団体義援金品の募集、配分に関すること。 

日本赤十字社 

（愛媛県支部） 

１ 応援救護班の派遣又は派遣準備に関すること。 

２ 被災者に対する救援物資の配布に関すること。 

３ 血液製剤の確保及び供給のための措置に関すること。 

４ 赤十字奉仕団等に対する救急法の講習等の指導に関するこ

と。 

西日本高速道路

株式会社（四国

支社） 

１ 西日本高速道路株式会社が管理する道路等の新設、改築、維

持、修繕、災害復旧その他の管理に関すること。 

本州四国連絡高

速道路株式会社

（しまなみ今治

管理センター） 

１ 本州四国連絡高速道路株式会社が管理する道路等の改築、維

持、修繕、災害復旧その他の管理に関すること。 

ＫＤＤＩ株式会

社、ソフトバン

ク株式会社 

１ 重要な通信を確保するために必要な措置に関すること。 

イ オ ン 株 式 会

社、株式会社セ

ブン-イレブン・

ジャパン、株式

会社ローソン、

株式会社ファミ

リーマート 

１ 防災関係機関の要請に基づく災害対策用物資の調達に関する

こと。 

２ 災害対策用物資の供給に関すること。 

一般社団法人全

国建設業協会、

一般社団法人日

本建設業連合会 

１ 各関係機関及び会員相互の連絡調整に関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本通運株式会

社（四国支店今

治営業課）、福

山通運株式会社

（四国福山通運

今治支店）、佐

川急便株式会社

（ 今 治 営 業 所

店）、ヤマト運

輸株式会社（愛

媛主管支店）、

西濃運輸株式会

社（四国西濃運

輸株式会社今治

支店） 

１ 災害対策用物資及び人員の輸送の協力に関すること。 

日本放送協会 

（松山放送局） 

１ 防災知識の普及に関すること。 

２ 気象情報及びその他災害に関する情報の正確迅速な提供によ

る災害応急対策等の周知徹底に関すること。 

３ 災害時における広報活動及び被害状況等の速報に関するこ

と。 

４ 社会福祉事業団体義援金品の募集、配分に関すること。 

日本赤十字社 

（愛媛県支部） 

１ 応援救護班の派遣又は派遣準備に関すること。 

２ 被災者に対する救援物資の配布に関すること。 

３ 血液製剤の確保及び供給のための措置に関すること。 

４ 赤十字奉仕団等に対する救急法の講習等の指導に関するこ

と。 

西日本高速道路

株式会社（四国

支社） 

１ 西日本高速道路株式会社が管理する道路等の新設、改築、維

持、修繕、災害復旧その他の管理に関すること。 

本州四国連絡高

速道路株式会社

（しまなみ今治

管理センター） 

１ 本州四国連絡高速道路株式会社が管理する道路等の改築、維

持、修繕、災害復旧その他の管理に関すること。 

ＫＤＤＩ株式会

社、ソフトバン

ク株式会社、楽

天モバイル株式

会社 

１ 重要な通信を確保するために必要な措置に関すること。 

イ オ ン 株 式 会

社、株式会社セ

ブン-イレブン・

ジャパン、株式

会社ローソン、

株式会社ファミ

リーマート 

１ 防災関係機関の要請に基づく災害対策用物資の調達に関する

こと。 

２ 災害対策用物資の供給に関すること。 

一般社団法人全

国建設業協会、

一般社団法人日

本建設業連合会 

１ 各関係機関及び会員相互の連絡調整に関すること。 
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風水害等総則－8 

 

６～７ （略） 

 

 

６～７ （略） 

 

 

第３章  市民及び事業所の基本的責務 
 

（略） 

 

 

第３章  市民及び事業所の基本的責務 
 

 （略） 

 

 

 

第４章  市域の災害環境 
 

 （略） 

 

第１節  自然的条件 

 

 （略） 

 

第２節  社会的条件 

 

１ 人口、世帯数 

本市の人口は、令和４年３月 31 日時点において、人口 152,532 人、75,611 世帯である。 

人口（国勢調査）の推移については、昭和 55 年までは一貫して増加傾向を示していたが、昭和 60

年以降は５年間約３％の減少、平成 17 年～平成 22 年の５年間は約 4.3％の減少、平成 22 年～平成

27 年の５年間は約 5.1％、平成 27 年～令和２年の５年間は約 4.1％の減少となっている。 

 

 

２～４ （略） 

 

 

第３節  災害履歴 

 

 （略） 

 

 

第４章  市域の災害環境 
 

 （略） 

 

第１節  自然的条件 

 

 （略） 

 

第２節  社会的条件 

 

１ 人口、世帯数 

本市の人口は、令和６４年３月 31 日時点において、人口 148,925152,532 人、76,49475,611 世帯

である。 

人口（国勢調査）の推移については、昭和 55 年までは一貫して増加傾向を示していたが、昭和 60

年以降は５年間約３％の減少、平成 17 年～平成 22 年の５年間は約 4.3％の減少、平成 22 年～平成

27 年の５年間は約 5.1％、平成 27 年～令和２年の５年間は約 4.1％の減少となっている。 

 

２～４ （略） 

 

 

第３節  災害履歴 

 

（略） 
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風水害等予防－1 

 
 

 

第２部 災害予防計画 
 

 

 

 

第２部 災害予防計画 
 

 

 

 

第１章  防災思想・知識の普及 
 

 

《基本的な考え方》 

災害による被害を最小限にとどめ、被害の拡大を防止するためには、市をはじめ防災関係機関の努

力はもちろん、市民もまた行政と一体となって自らの予防措置を講じ、災害時にも落ち着いて適切な

行動がとれるようにする必要がある。 

そのため、市及び防災関係機関は、今治市防災アセスメント調査の結果（以下、「防災アセスメン

ト結果」という。）等を踏まえ、職員に対して、防災アセスメント結果及び防災知識の周知とともに

相互の密接な連絡体制の確保に努める。また、市民に対しては、自主防災思想並びに防災アセスメン

ト結果に基づく災害危険性についてわかりやすく広報及び普及活動を行い、自主防災意識の高揚を図

るとともに、各地域の自主防災組織、各事業所の防災体制の充実を図る。 

なお、防災知識の普及にあたっては、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者への広報に十分配慮す

るとともに、わかりやすい広報資料の作成に努める。 

 

 

 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１節  市職員に対する教育 

 

（略） 

 

第２節  教職員及び児童生徒に対する教育 

 

（略） 

 

第３節  市民に対する防災知識の普及 

 

災害時に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底

や、地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動など防災に関する知識の普及・啓発を図

る。その際には、要配慮者への対応や、被災時の男女のニーズの違い等にも留意する。また、広報紙

等を通じ周知徹底を図る。 

 

第１章  防災思想・知識の普及 
 

 

《基本的な考え方》 

自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり、市民はその自覚を持ち、食料・飲料水等の備

蓄など、平常時より、災害に対する備えを心がけるとともに、発災時には自らの身の安全を守るよう

行動することが重要である。また、災害時には、近隣の負傷者、避難行動要支援者を助ける、避難場

所や避難所で自ら活動する、あるいは、国、公共機関、地方公共団体等が行っている防災活動に協力

するなど、防災への寄与に努めることが求められる。このため、市、県及び関係機関は、市民等に対

し、自主防災思想の普及、徹底を図る。市、県及び関係機関は、各所属職員のほか、市民等に対し、

気候変動の影響も踏まえつつ、災害予防又は災害応急措置等防災に関する知識の普及・啓発に努め

る。 

災害による被害を最小限にとどめ、被害の拡大を防止するためには、市をはじめ防災関係機関の努

力はもちろん、市民もまた行政と一体となって自らの予防措置を講じ、災害時にも落ち着いて適切な

行動がとれるようにする必要がある。 

そのため、市及び防災関係機関は、今治市防災アセスメント調査の結果（以下、「防災アセスメン

ト結果」という。）等を踏まえ、職員に対して、防災アセスメント結果及び防災知識の周知とともに

相互の密接な連絡体制の確保に努める。また、市民に対しては、自主防災思想並びに防災アセスメン

ト結果に基づく災害危険性についてわかりやすく広報及び普及活動を行い、自主防災意識の高揚を図

るとともに、各地域の自主防災組織、各事業所の防災体制の充実を図る。 

なお、防災知識の普及にあたっては、高齢者、障がい者、外国人等要配慮者への広報に十分配慮す

るとともに、わかりやすい広報資料の作成に努める。 

 

 （略） 

 

第１節  市職員に対する教育 

 

（略） 

 

第２節  教職員及び児童生徒に対する教育 

 

（略） 

 

第３節  市民に対する防災知識の普及 

 

災害時に市民が的確な判断に基づき行動できるよう、「自らの命は自らが守る」という意識の徹底

や、地域の水害・土砂災害リスクや災害時にとるべき行動など防災に関する知識の普及・啓発を図

る。防災知識の普及、訓練を実施する際は、高齢者、障がい者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮

者の多様なニーズに十分配慮し、地域において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとと
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風水害等予防－2 

なお、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、安全な親戚・知人

宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を

確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状

況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は「緊急安全確保」を行うべき

こと等について周知徹底に努める。 

 

 

 

 

 

１ 一般啓発 

(1) 啓発の内容 

ア 風水害等に関する基礎知識 

イ 災害が発生した場合に、具体的にとるべき行動に関する知識 

ウ 防災関係機関等が講ずる防災対策等に関する知識 

エ 地域及び事業所等における自主防災活動の基礎知識 

オ 防災アセスメント結果に基づく地域の危険性や、高潮危険予想地域、山・がけ崩れ危険予想地

域等に関する知識 

カ 避難場所・指定避難所・一時集合場所、避難路、その他避難対策に関する知識 

キ 住宅の補強、火災予防、非常持出品の準備、自動車へのこまめな満タン給油等、家庭における

防災対策に関する知識 

ク 応急手当等看護に関する知識 

ケ 避難生活に関する知識 

コ 要配慮者や男女のニーズの違い等に関する知識 

サ コミュニティ活動及び自主防災組織の活動に関する知識 

シ 早期自主避難の重要性に関する知識 

ス 防災士の活動等に関する知識 

セ 災害時の家族内の連絡体制の確保 

 

(2) 啓発の方法 

（略） 

 

２～３ （略） 

 

４ 普及の際の留意点 

(1) 防災マップ等の活用 

浸水想定区域、避難場所、避難路等水害に関する総合的な資料として、図面表示等を含む形でと

りまとめたハザードマップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等の作成を行い、住民等

に配布する。 

 防災マップ等については、住民の避難行動等に活用されることが重要であることから、配布する

だけにとどまらず、認知度を高めていく工夫が必要である。また、防災マップ等が安心材料とな

り、住民の避難行動の妨げにならないような工夫も併せて必要である。 

また、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避

難に対する住民等の理解の促進を図るよう努める。 

なお、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退避難が必要な区域」として明示す

るとともに、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努

める。 

防災マップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮した

うえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人

もに、被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点に十分配慮するよう努めることに加え、家庭動

物の飼養の有無による被災時のニーズの違いに配慮するよう努めるものとする。その際には、要配慮

者への対応や、被災時の男女のニーズの違い等にも留意する。また、広報紙等を通じ周知徹底を図

る。 

なお、避難指示等が発令された場合の避難行動としては、指定緊急避難場所、安全な親戚・知人

宅、ホテル・旅館等への避難を基本とするものの、ハザードマップ等を踏まえ、自宅等で身の安全を

確保することができる場合は、住民自らの判断で「屋内安全確保」を行うことや、避難時の周囲の状

況等により、指定緊急避難場所等への避難がかえって危険を伴う場合は「緊急安全確保」を行うべき

こと等について周知徹底に努める。 

 

１ 一般啓発 

(1) 啓発の内容 

ア 風水害等に関する基礎知識 

イ 災害が発生した場合に、具体的にとるべき行動に関する知識 

ウ 防災関係機関等が講ずる防災対策等に関する知識 

エ 地域及び事業所等における自主防災活動の基礎知識 

オ 防災アセスメント結果に基づく地域の危険性や、高潮浸水想定区域危険予想地域、山・がけ崩れ危

険予想地域等に関する知識 

カ 避難場所・指定避難所・一時集合場所、避難路、その他避難対策に関する知識 

キ 住宅の補強、火災予防、非常持出品の準備、自動車へのこまめな満タン給油等、家庭における

防災対策に関する知識 

ク 応急手当等看護に関する知識 

ケ 避難生活に関する知識 

コ 要配慮者や男女のニーズの違い等に関する知識 

サ コミュニティ活動及び自主防災組織の活動に関する知識 

シ 早期自主避難の重要性に関する知識 

ス 防災士の活動等に関する知識 

セ 災害時の家族内の連絡体制の確保 

ソ 家庭動物の飼養の有無による被災時のニーズの違いへの配慮 

(2) 啓発の方法 

（略） 

 

２～３ （略） 

 

４ 普及の際の留意点 

(1) 防災マップ等の活用 

浸水想定区域、避難場所、避難路等水害に関する総合的な資料として、図面表示等を含む形でと

りまとめたハザードマップ、防災マップ、風水害発生時の行動マニュアル等の作成を行い、住民等

に配布する。 

 防災マップ等については、住民の避難行動等に活用されることが重要であることから、配布する

だけにとどまらず、認知度を高めていく工夫が必要である。また、防災マップ等が安心材料とな

り、住民の避難行動の妨げにならないような工夫も併せて必要である。 

また、防災マップの作成にあたっては住民も参加する等の工夫をすることにより、災害からの避

難に対する住民等の理解の促進を図るよう努める。 

なお、河川近傍や浸水深の大きい区域については「早期の立退避難が必要な区域」として明示す

るとともに、避難時に活用する道路において冠水が想定されていないか住民等に確認を促すよう努

める。 

防災マップ等の配布又は回覧に際しては、居住する地域の災害リスクや住宅の条件等を考慮した

うえでとるべき行動や適切な避難先を判断できるよう周知に努めるとともに、安全な場所にいる人



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－3 

まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあるこ

と、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味、避難行

動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バイアス等を克

服し、避難行動をとるべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること等への理解の促進に

努める。 

広域避難が必要な地域においては、その実効性を確保するため、通常の避難との相違点を含めた

広域避難の考え方を周知する。 

(2) 災害教訓の伝承 

市は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害

に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広

く一般に閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する石碑やモニュメント等の持つ意味を正

しく後世に伝えていくよう努める。 

住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。市は、災害教訓の伝承の重要性について啓発

を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等によ

り、住民が災害教訓を伝承する取組みを支援する。 

(3)～(4) （略） 

 

第４節  関係機関の活動 
 

（略） 

 

第５節  企業防災の推進 

 

（略） 
 

まで避難場所に行く必要がないこと、避難先として安全な親戚・知人宅等も選択肢としてあるこ

と、警戒レベル４で「危険な場所から全員避難」すべきこと等の避難に関する情報の意味、避難行

動への負担感、過去の被災経験等を基準にした災害に対する危険性の認識、正常性バイアス等を克

服し、避難行動をとるべきタイミングを逸することなく適切な行動をとること等への理解の促進に

努める。 

広域避難が必要な地域においては、その実効性を確保するため、通常の避難との相違点を含めた

広域避難の考え方を周知する。 

(2) 災害教訓の伝承 

市は、過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくため、大規模災害

に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、広

く一般に閲覧できるよう公開に努める。また、災害に関する石碑やモニュメント等の自然災害伝承

碑が持つ意味を正しく後世に伝えていくよう努める。 

住民は、自ら災害教訓の伝承に努めるものとする。市は、災害教訓の伝承の重要性について啓発

を行うほか、大規模災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等によ

り、住民が災害教訓を伝承する取組みを支援する。 

(3)～(4) （略） 

 

第４節  関係機関の活動 
 

（略） 

 

第５節  企業防災の推進 

 

（略） 

 
 

第２章  自主防災組織活動 
 

 （略） 

 

第１節  市民の果たすべき役割 

 

市民は、災害から自らを守る「自助」とともに、お互いに助け合う「共助」という意識と行動のも

とに、平常時及び災害時において、おおむね次のような防災対策を実践する。 

 

１ 平常時の実施事項 

(1) 防災に関する知識の修得に努める。 

(2) 警戒レベル等の内容及び発令された場合にとるべき行動に関する知識の習得に努める。 

(3) 地域の危険箇所や避難場所、指定避難所、避難経路、避難方法及び、家族等との連絡方法を確認

する。 

(4) 分散避難の観点から、安全な親戚や友人の家など、様々な避難先の検討を事前に行っておく。 

(5) 土砂災害や洪水、高潮等地域の危険個所の把握に努める。 

(6) 家屋の補強を行う。 

(7) 家具の固定やブロック塀の転倒防止等落下転倒危険物の対策を講ずる。 

(8) 飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパー、日用品や医薬品等生活必需品を

備蓄するとともに、必要な物資を持ち出すことができるように準備をしておく。（飲料水、食料に

ついては最低７日分、うち３日分は非常用持出）また、自動車へのこまめな満タン給油を行い、動

 

第２章  自主防災組織活動 
 

 （略） 

 

第１節  市民の果たすべき役割 

 

市民は、災害から自らを守る「自助」とともに、お互いに助け合う「共助」という意識と行動のも

とに、平常時及び災害時において、おおむね次のような防災対策を実践する。 

 

１ 平常時の実施事項 

(1) 防災に関する知識の修得に努める。 

(2) 警戒レベル等の内容及び発令された場合にとるべき行動に関する知識の習得に努める。 

(3) 地域の危険箇所や避難場所、指定避難所、避難経路、避難方法及び、家族等との連絡方法を確認

する。 

(4) 分散避難の観点から、安全な親戚や友人の家など、様々な避難先の検討を事前に行っておく。 

(5) 土砂災害や洪水、高潮等地域の危険個所の把握に努める。 

(6) 家屋の補強を行う。 

(7) 家具の固定やブロック塀の転倒防止等落下転倒危険物の対策を講ずる。 

(8) 「最低３日間、推奨１週間」分の飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパ

ー、日用品や医薬品等生活必需品の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の

準備、を備蓄するとともに、必要な物資を持ち出すことができるように準備をしておく。（飲料

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－4 

物飼養者にあっては飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養について準備をして

おく。 

(9) ラジオ等の情報収集の手段を確保する。 

(10)地域の防災訓練に進んで参加する。 

(11)家族で災害時の役割分担及び安否確認方法を決めておく。 

(12)隣近所と災害時の協力について話し合う。 

(13)消火器その他の必要な資機材を備えるよう努める。 

(14)避難行動要支援者は、市、地域住民、自主防災組織、民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉

サービス事業者、ボランティア等の協力団体や個人に対し、あらかじめ避難の際に必要な自らの情

報を提供するよう努める。 

 

 

 

 

２ 災害時の実施事項 

（略） 

 

第２節  自主防災組織の育成強化 

 

市は、自主防災組織の結成を積極的に推進し、様々な支援策を提供することにより、防災意識の高

揚を図り、災害時における防災活動の実践組織としての育成強化を進める。 

特に、防災アセスメント結果より大きな被害が想定される地域においては、自主防災組織の結成と

育成強化を積極的に推進し、市民による自主的な防災活動を促進する。 

なお、市は、外部の専門家の活用を図るなど、自主防災組織が行う防災活動が効果的に実施される

よう、女性の参画促進にも配慮した防災リーダーの育成に努める。また、女性の参画促進に努め、要

配慮者への支援にも配慮しながら、その育成強化を図る。 

 

（略） 

 

第３節  地域における自主防災組織の果たすべき役割 

 

自主防災組織は、市と協力し、「自分たちの地域は自分たちで守る」という精神のもとに、災害発

生に備えて、平常時及び災害発生後において次の活動を行う。 

 

１ 平常時の活動 

(1) 防災知識の普及 

（略） 

(2) 防災訓練の実施 

災害が発生したとき、人々が適切な措置をとることができるようにするため、日頃から繰り返し

訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。この場合、他の地域の自主防災組織、

職域の防災組織、防災士、学校等と有機的な連携を図る。 

訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練があり、個別訓練としては、通常次のような

ものが考えられるが、地域の特性を加味した訓練とする。 

ア～オ （略） 

カ 指定避難所運営訓練 

災害時に円滑な指定避難所運営が行えるよう、市や施設管理者等と連携し、指定避難所運営訓

練を実施する。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備

水、食料については最低７日分、うち３日分は非常用持出）また、自動車へのこまめな満タン給

油、負傷の防止や避難路の確保の観点からの家具・ブロック塀等の転倒防止対策、を行い、動物飼

養者にあっては飼い主による家庭動物との同行避難や指定避難所での飼養について準備をしてお

く。 

(9) ラジオ等の情報収集の手段を確保する。 

(10)地域の防災訓練に進んで参加する。 

(11)家族で災害時の役割分担及び安否確認方法を決めておく。 

(12)隣近所と災害時の協力について話し合う。 

(13)消火器その他の必要な資機材を備えるよう努める。 

(14)避難行動要支援者は、市、地域住民、自主防災組織、民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉

サービス事業者、ボランティア等の協力団体や個人に対し、あらかじめ避難の際に必要な自らの情

報を提供するよう努める。 

(15)自然災害による損害を補償する保険・共済の加入など、被災後の生活再建に備えるよう努める。 

 

２ 災害時の実施事項 

（略） 

 

第２節  自主防災組織の育成強化 

 

市は、自主防災組織の結成を積極的に推進し、様々な支援策を提供することにより、防災意識の高

揚を図り、災害時における防災活動の実践組織としての育成強化を進める。 

特に、防災アセスメント結果より大きな被害が想定される地域においては、自主防災組織の結成と

育成強化を積極的に推進し、市民による自主的な防災活動を促進する。 

なお、市は、外部の専門家の活用を図るなど、自主防災組織が行う防災活動が効果的に実施される

よう、女性の参画促進にも配慮した防災リーダーの育成に努める。また、女性の参画促進に努め、要

配慮者への支援にも配慮しながら、その育成強化を図る。 

 

（略） 

 

第３節  地域における自主防災組織の果たすべき役割 

 

自主防災組織は、市と協力し、「自分たちの地域は自分たちで守る」という精神のもとに、災害発

生に備えて、平常時及び災害発生後において次の活動を行う。 

 

１ 平常時の活動 

(1) 防災知識の普及 

（略） 

(2) 防災訓練の実施 

災害が発生したとき、人々が適切な措置をとることができるようにするため、日頃から繰り返し

訓練を実施し、防災活動に必要な知識及び技術を習得する。この場合、他の地域の自主防災組織、

職域の防災組織、防災士、学校等と有機的な連携を図る。 

訓練には、個別訓練及びこれらをまとめた総合訓練があり、個別訓練としては、通常次のような

ものが考えられるが、地域の特性を加味した訓練とする。 

ア～オ （略） 

カ 指定避難所運営訓練 

災害時に円滑な指定避難所運営が行えるよう、市や施設管理者等と連携し、指定避難所運営訓

練を実施する。 

なお、新型コロナウイルス感染症を含む感染症の拡大のおそれがある状況下での災害対応に備



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
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風水害等予防－5 

え、感染症対策に配慮した指定避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

 

 

 

(3)～(10) （略） 

 

２ 災害時の活動 

（略） 

 

第４節  自主防災組織と消防団等との連携 
 

（略） 

 

第５節  事業所等における自主防災活動（自衛消防組織等の編成） 
 

（略） 

 

第６節  地区防災計画の策定 
 

（略） 
 
 

え、感染症対策に配慮した指定避難所開設・運営訓練を積極的に実施する。 

また、段ボールベッドを使用することは、健康の維持にも役立つものであることについて啓発

するとともに、段ボールベッドの設置や、実際に地域住民に段ボールベッドを使用してもらう等

の訓練を実施する。 

(3)～(10) （略） 

 

２ 災害時の活動 

（略） 

 

第４節  自主防災組織と消防団等との連携 
 

（略） 

 

第５節  事業所等における自主防災活動（自衛消防組織等の編成） 
 

（略） 

 

第６節  地区防災計画の策定 
 

（略） 

 

 

第３章  ボランティア活動の環境整備 
 

 （略） 

 

第１節  ボランティアの養成等 
 

１ 災害救援ボランティアの養成・登録 

市は、社会福祉協議会が行うボランティアセンター等事業を通じ、次のことを行う。 

(1)～(3) （略） 

(4) ボランティアが被災地において相互に連携し、迅速かつ機能的な活動が行えるよう、平常時か

ら研修や交流の機会を提供し、ボランティア団体、ＮＰＯ及び中間支援組織（ボランティア団

体、ＮＰＯ等の活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）相互間の連絡体制等ネッ

トワーク化を図る。 

 

(5)～(6) （略） 

 

２～４ （略） 

 

第２節  ボランティアの果たすべき役割 
 

（略） 
 

 

第３章  ボランティア活動の環境整備 
 

 （略） 

 

第１節  ボランティアの養成等 
 

１ 災害救援ボランティアの養成・登録 

市は、社会福祉協議会が行うボランティアセンター等事業を通じ、次のことを行う。 

(1)～(3) （略） 

(4) ボランティアが被災地において相互に連携し、迅速かつ機能的な活動が行えるよう、平常時か

らボランティア活動や地域における災害支援等に関する研修や訓練のほか、交流の機会等を提供

し、ボランティア団体、ＮＰＯ・ボランティア等及び災害中間支援組織（ボランティア団体、Ｎ

ＰＯの活動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）相互間の連絡体制の構築を図るな

ど、活動環境の整備等ネットワーク化を図る。 

(5)～(6) （略） 

 

２～４ （略） 

 

第２節  ボランティアの果たすべき役割 
 

（略） 

 
 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－6 

 

第４章  防災訓練の実施 
 

 

《基本的な考え方》 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、各防災機関が相互に緊密な連携を保ちな

がら、本計画に定める災害応急対策について、職員の安全確保を図りつつ、迅速かつ適切に実施でき

るよう職員の知識・技能の向上と市民に対する防災意識の啓発を図るため、図上又は実地で総合的か

つ計画的な訓練を実施する。 

  訓練の実施にあたっては、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身の判断も求めら

れる内容を盛り込むなど実践的なものとなるよう工夫する。 

  また、訓練後には事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行うものとす

る。 

 

 

 

（略） 

 

第１節  総合防災訓練 
 

防災関係機関、民間協力団体及び市民が一体となった総合的な防災訓練を実施することにより、市

民の防災意識の普及高揚、自主防災組織の育成を図り、安全・安心なまちづくりを進める。 

(1) 実施頻度及び場所 

原則として、年１回以上とし、訓練会場については、その都度選定する。 

(2) 実施方法 

訓練内容によりその都度作成する総合防災訓練実施要領等に基づき実施する。 

(3) 参加機関 

市、消防機関、陸上自衛隊、消防団、警察署、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、社会福祉協議

会、婦人防火クラブ連絡協議会、医師会、建設業協会、自主防災会、自治会等 

 

（略） 

 

第２節  市職員における防災訓練 
 

（略） 

 

第３節  地域及び各種施設等における防災訓練 
 

 （略） 

 

第４節  消防機関における防災訓練 
 

（略） 

 

(4) 消防広域相互応援協定に基づく合同訓練 

大規模特殊災害時の情報連絡や消防活動を迅速かつ円滑に実施するため、消防広域応援実施計画

に基づいた合同訓練を、随時実施する。 

 

第４章  防災訓練の実施 
 

 

《基本的な考え方》 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、各防災機関が相互に緊密な連携を保ちな

がら、本計画に定める災害応急対策について、職員の安全確保を図りつつ、迅速かつ適切に実施でき

るよう職員の知識・技能の向上と市民に対する防災意識の啓発を図るため、図上又は実地で総合的か

つ計画的な訓練を実施する。 

  訓練の実施にあたっては、実施時間を工夫する等様々な条件を設定し、参加者自身の判断も求めら

れる内容を盛り込むほか、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、関係機関と連携す

るなど実践的なものとなるよう工夫する。 

  また、訓練後には事後評価を行い、課題等を明らかにし、必要に応じ体制等の改善を行うものとす

る。 

 

 

（略） 

 

第１節  総合防災訓練 
 

防災関係機関、民間協力団体及び市民が一体となった総合的な防災訓練を実施することにより、市

民の防災意識の普及高揚、自主防災組織の育成を図り、安全・安心なまちづくりを進める。 

(1) 実施頻度及び場所 

原則として、年１回以上とし、訓練会場については、その都度選定する。 

(2) 実施方法 

訓練内容によりその都度作成する総合防災訓練実施要領等に基づき実施する。 

(3) 参加機関 

市、消防機関、陸上自衛隊、消防団、警察署、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、社会福祉協議

会、女性婦人防火クラブ連絡協議会、医師会、建設業協会、自主防災会、自治会等 

 

（略） 

 

第２節  市職員における防災訓練 
 

（略） 

 

第３節  地域及び各種施設等における防災訓練 
 

 （略） 

 

第４節  消防機関における防災訓練 
 

（略） 

 

(4) 消防広域相互応援協定に基づく合同訓練 

大規模特殊災害時の情報連絡や消防活動を迅速かつ円滑に実施するため、愛媛県消防広域相互応
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なお、訓練の実施については、総合訓練、部分訓練（情報連絡訓練等）、図上訓練等訓練種別を

使い分けて訓練の効果を高めるよう努める。 

 

 

第５節  他の防災訓練への参加協力 
 

（略） 

 

第６節  「防災・危機管理セルフチェック項目」の活用 
 

（略） 
 

援実施計画に基づいた合同訓練を、随時実施する。 

なお、訓練の実施については、総合訓練、部分訓練（情報連絡訓練等）、図上訓練等訓練種別を

使い分けて訓練の効果を高めるよう努める。 

 

第５節  他の防災訓練への参加協力 
 

（略） 

 

第６節  「防災・危機管理セルフチェック項目」の活用 
 

（略） 

 
 

第５章  業務継続計画の策定・見直し 
 

 （略） 

 

第１節  業務継続計画の概要 
 
 （略） 

 

第２節  市の業務継続計画 
 
 市は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一定のレベル

を確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時においても市の各部局の機能を

維持し、被害の影響を最小限にとどめる業務継続計画の持続的改善に努めるものとする。 

また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞り込

むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるもの

とする。 
 

 

第５章  業務継続計画の策定・見直し 
 

 （略） 

 

第１節  業務継続計画の概要 
 
 （略） 

 

第２節  市の業務継続計画 
 
 市は、災害応急活動及びそれ以外の行政サービスについて、継続すべき重要なものは一定のレベル

を確保するとともに、すべての業務が早期に再開できるよう、災害時においても市の各部局の機能を

維持し、被害の影響を最小限にとどめる業務継続計画の持続的改善に努めるものとする。 

また、躊躇なく避難指示等を発令できるよう、平常時から災害時における優先すべき業務を絞り込

むとともに、当該業務を遂行するための役割を分担するなど、全庁をあげた体制の構築に努めるもの

とする。 

なお、大規模地震等の場合、家族の被災や道路寸断などにより、発災当日等は少ない職員で対応し

なければならないことや応援職員の到着が遅れることも予想されるため、業務継続計画における非常時

優先業務のさらなる絞り込みを検討する。 
 

 

 

第６章  火災予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  出火防止、初期消火 
 

市及び消防機関は、市民をはじめ事業所等の関係者に理解と協力を求め、火災を未然に防止するた

めに、予防査察や火災予防運動等のあらゆる機会をとらえ、次の指導を徹底する。 

 

１ 出火防止 

（略） 

 

第６章  火災予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  出火防止、初期消火 
 

市及び消防機関は、市民をはじめ事業所等の関係者に理解と協力を求め、火災を未然に防止するた

めに、予防査察や火災予防運動等のあらゆる機会をとらえ、次の指導を徹底する。 

 

１ 出火防止 

（略） 
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２ 初期消火 

大規模火災が発生した場合は、消防力にも限界があることから、家庭や職場などで地域住民が行う

初期消火が極めて有効であり、住民による初期消火能力を高めるとともに、地域及び職場における自

主防災体制を充実し、消防機関と消防団等が一体となった火災予防対策を推進するため、市は次のと

おり活動体制を確立する。 

(1)  家庭、地域における初期消火体制の整備 

ア  地域単位で自主防災組織の育成を図り、平素から初期消火等について具体的な活動要領を定め

ておく。 

イ  家庭防火思想の普及徹底を図るため、婦人防火クラブ等の組織づくりの推進及び育成を図る。 

ウ  幼年期における防火教育を推進するため、幼稚園児、小学生及び中学生を対象とした組織の育

成・充実を図る。 

(2) （略） 

(3) 地域ぐるみの防災訓練等の実施 

ア  住民参加による地域ぐるみの防災訓練を実施し、初期消火に関する知識、技術の普及を図る。 

 

 

イ  計画的かつ効果的に防災教育、防災訓練を行い、住民の防災行動力を一層高めていくととも

に、家庭、自主防災組織、事業所等の協力・連携を推進し、地域における総合防災体制の充実強

化を図る。 

 

 

 

第２節  火災予防査察 
 

（略） 

 

第３節  防火対象物の防火対策 
 

（略） 

 

第４節  危険物施設等の防火対策 
 

 （略） 

 

第５節  船舶の防火対策 
 

（略） 

 

第６節  消防力（消火）の拡充強化 
 

１ 総合的な消防計画の策定 

（略） 

 

２ 消防力の強化拡充 

消防力の整備指針及び消防水利の基準に基づき、消防職員、消防団員の人員確保や消防施設の整備

に努め、併せて消防施設強化促進法等による施設補助により強化拡充を図り、消防の機動化、科学化

 

２ 初期消火 

大規模火災が発生した場合は、消防力にも限界があることから、家庭や職場などで地域住民が行う

初期消火が極めて有効であり、住民による初期消火能力を高めるとともに、地域及び職場における自

主防災体制を充実し、消防機関と消防団等が一体となった火災予防対策を推進するため、市は次のと

おり活動体制を確立する。 

(1)  家庭、地域における初期消火体制の整備 

ア  地域単位で自主防災組織の育成を図り、平素から初期消火等について具体的な活動要領を定め

ておく。 

イ  家庭防火思想の普及徹底を図るため、女性婦人防火クラブ等の組織づくりの推進及び育成を図

る。 

ウ  幼年期における防火教育を推進するため、幼稚園児、小学生及び中学生を対象とした組織の育

成・充実を図る。 

(2) （略） 

(3) 地域ぐるみの防災訓練等の実施 

ア  消火器等を用いた初期消火や飛び火警戒の訓練、シミュレーションや DIG（災害図上訓練）な

ど、住民参加による地域ぐるみの防災訓練を実施し、初期消火に関する知識、技術の普及を図

る。 

イ  計画的かつ効果的に防災教育、防災訓練を行い、住民の防災行動力を一層高めていくととも

に、家庭、自主防災組織、事業所等の協力・連携を推進し、地域における総合防災体制の充実強

化を図る。 

 

 

第２節  火災予防査察 
 

（略） 

 

第３節  防火対象物の防火対策 
 

（略） 

 

第４節  危険物施設等の防火対策 
 

 （略） 

 

第５節  船舶の防火対策 
 

（略） 

 

第６節  消防力（消火）の拡充強化 
 

１ 総合的な消防計画の策定 

（略） 

 

２ 消防力の強化拡充 

消防力の整備指針及び消防水利の基準に基づき、消防職員、消防団員の人員確保や消防施設の整備

に努め、併せて消防施設強化促進法等による施設補助により強化拡充を図り、消防の機動化、科学化
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を行い、有事即応体制の確立に努める。 

 

 

 

 

 

(1) 消防資機材等の整備 

ア  消防機関においては、消防ポンプ自動車、はしご付ポンプ自動車、化学消防自動車等日常火災

に対する資機材を整備するとともに、救助工作車、高規格救急自動車、照明車等の車両及び応急

措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備に努める。 

イ  消防団においては、小型動力ポンプ及び小型動力ポンプ付積載車を中心に整備する。 

ウ  建築物の密集地域には、移動が容易な可搬式消防ポンプを重点的に整備する。 

 

(2) 消防職員及び消防団員の育成 

（略） 

 

 

 

 

第７節  消防水利の整備 
 

（略） 
 

を行い、有事即応体制の確立に努める。 

なお、地域における消防防災の中核として重要な役割を果たす消防団の充実強化に向けて、大規模

災害等に備えた消防団の車両・資機材・拠点施設の充実、処遇の改善、必要な資格の取得など実践的

な教育訓練体制の充実、青年層・女性層を始めとした団員の入団促進等に取り組むものとし、地域住

民と消防団員の交流等を通じ、消防団員がやりがいを持って活動できる環境づくりを進めるよう努め

る。 

(1) 消防資機材等の整備 

ア  消防機関においては、消防ポンプ自動車、はしご付ポンプ自動車、化学消防自動車等日常火災

に対する資機材を整備するとともに、救助工作車、高規格救急自動車、照明車等の車両及び応急

措置の実施に必要な救急救助用資機材の整備に努める。また、多様な災害にも対応する消防ポン

プ自動車等の消防用機械・資機材の整備促進に努める。 

イ  消防団においては、小型動力ポンプ及び小型動力ポンプ付積載車を中心に整備する。 

ウ  建築物の密集地域には、移動が容易な可搬式消防ポンプを重点的に整備する。 

(2) 消防職員及び消防団員の育成 

（略） 

(3) 情報収集体制の整備 

火災の早期覚知および情報収集のための無人航空機や高所監視カメラ等の整備に努める。 

 

 

第７節  消防水利の整備 
 

（略） 

 
 

第７章  林野火災予防対策 
 

第１節  林野火災消防計画の確立 
 

 （略） 

 

第２節  林野火災予防思想の普及、啓発 
 

市民の林野に対する愛護精神の高揚、火災予防思想の普及啓発に努める。特に、林野火災の危険性

の高い地域には、注意心を喚起する標識等により市民の注意を喚起するとともに、喫煙所、吸殻入れ

等を設置する。 

また、林野火災の多発する時期には、横断幕、立看板、広報、ポスター等有効な手段を通じて市民

に強く防火思想の普及、啓発を図る。 

 
 

第３節  防止対策の推進 
 
 （略） 
 
７ 空中消火体制の整備 

県等関係機関と連携し、大規模林野火災に対処するため、消防防災ヘリコプターや自衛隊ヘリコプ

 

第７章  林野火災予防対策 
 

第１節  林野火災消防計画の確立 
 

 （略） 

 

第２節  林野火災予防思想の普及、啓発 
 

市民の林野に対する愛護精神の高揚、火災予防思想の普及啓発に努める。特に、林野火災の危険性

の高い地域には、注意心を喚起する山火事予防のポスター、立て看板、横断幕等各種広報等の実施等

により住民の注意を喚起するとともに、喫煙所、吸い殻入れ等を設置する。標識等により市民の注意

を喚起するとともに、喫煙所、吸殻入れ等を設置する。 

また、林野火災の多発する時期には、横断幕、立看板、広報、ポスター等有効な手段を通じて市民

に強く防火思想の普及、啓発を図る。 

 

第３節  防止対策の推進 
 
 （略） 
 
８ 空中消火体制の整備 

特に大規模林野火災には、県消防防災ヘリコプター又は自衛隊等のヘリコプターを要請し、空中消
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現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－10 

ターによる空中消火体制を確保する。 

また、他県や自衛隊ヘリコプターの派遣には時間を要することから、市は、火災状況を的確に把握

し、早期に派遣要請を行う。 
 

火を行う。 

その際、火災発生現場に応じたヘリポートを確保するため、ヘリポートとして使用可能な空地等を

把握し、補給等迅速な対応に向けた体制確保に努める。 

県等関係機関と連携し、大規模林野火災に対処するため、消防防災ヘリコプターや自衛隊ヘリコプ

ターによる空中消火体制を確保する。 

また、他県や自衛隊ヘリコプターの派遣には時間を要することから、市は、火災状況を的確に把握

し、早期に派遣要請を行う。 

 
 

第８章  水害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  重要水防箇所等の把握 
 

 （略） 

 

第２節  浸水想定区域内の避難体制の整備等 
 

（略） 

 

第３節  水防対策 
 

１～４ （略） 

 

５ 水防資器材の点検配備 

(1)～(3) （略） 

(4) 各水防（防災）倉庫管理者は、あらかじめ資器材の点検を行い、出水状況に応じて水防作業に便

利な位置に配置を行うものとする。 

 

 

６～７ （略） 

 

８ 大規模氾濫に関する減災対策協議会 

（略） 

(8) その他水防に関する事項 

また、大規模氾濫に関する減災対策協議会では、蒼社川に係る避難指示の発令等に着目した「水害

対応タイムライン」（事前防災行動計画）平成 31 年２月に作成しており、今後は同タイムラインも

活用し、水害対応等を行っていくものとする。 

 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

第８章  水害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  重要水防箇所等の把握 
 

 （略） 

 

第２節  浸水想定区域内の避難体制の整備等 
 

（略） 

 

第３節  水防対策 
 

１～４ （略） 

 

５ 水防資器材の点検配備 

(1)～(3) （略） 

(4) 各水防（防災）倉庫管理者は、あらかじめ資器材の点検を行い、出水状況に応じて水防作業に便

利な位置に配置を行うものとする。なお、水防倉庫の新設・更新にあたっては、所有者不明土地の

利用の円滑化等に関する特別措置法に基づく措置を活用した用地確保について検討する。 

 

６～７ （略） 

 

８ 大規模氾濫に関する減災対策協議会 

（略） 

(8) その他水防に関する事項 

また、大規模氾濫に関する減災対策協議会では、蒼社川に係る避難情報着目型の避難指示の発令等

に着目した「水害対応タイムライン」（事前防災行動計画）を作成し活用することで、災害発生時に

防災関係機関が連携して迅速かつ効果的な防災行動平成 31 年２月に作成しており、今後は同タイム

ラインも活用し、水害対応等を行っていくものとする。 

 

（略） 
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風水害等予防－11 

 

本市域の流域治水プロジェクト 

協議会名 委 員 
流域治水プロジェクト

策定河川 

策定日 

（協議会開催日） 

東予地方局

今治土木事

務所大規模

氾濫に関す

る減災対策

協議会 

【市町】今治市長他、上島町長

他 

【県】今治土木事務所長、玉川

ダム・台ダム管理事務所長 

【警察】今治・伯方警察署長 

【消防】今治市・上島町消防本

部消防長 

（二）蒼社川 

（二）浅川 

令和３年 11 月 30

日 

※その他、頓田川、中川においても、策定予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（流域治水プロジェクトイメージ） 

 

９～１１ （略） 

 

第４節  道路・橋りょう施設の維持管理及び道路災害の事故防止 
 

 （略） 
 

 

本市域の流域治水プロジェクト 

協議会名 委 員 
流域治水プロジェクト

策定河川 

策定日 

（協議会開催日） 

東予地方局

今治土木事

務所大規模

氾濫に関す

る減災対策

協議会 

【市町】今治市長他、上島町長

他 

【県】今治土木事務所長、玉川

ダム・台ダム管理事務所長 

【警察】今治・伯方警察署長 

【消防】今治市・上島町消防本

部消防長 

（二）蒼社川 

（二）浅川 

令和３年 11 月 30

日 

（二）頓田川 

（二）中川 

令和５年２月 27 日 

※その他、頓田川、中川においても、策定予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（流域治水プロジェクトイメージ） 

 

９～１１ （略） 

 

第４節  道路・橋りょう施設の維持管理及び道路災害の事故防止 
 

 （略） 

 
 

第９章  高潮災害予防対策 
 

 （略） 

 

１～２ （略） 

 

３ 警戒・避難体制の整備 

市は、高潮被害を軽減するため高潮ハザードマップを整備するとともに、警戒・避難を中心とする

防災体制の強化を図る。 
 

 

第９章  高潮災害予防対策 
 

 （略） 

 

１～２ （略） 

 

３ 警戒・避難体制の整備 

市は、当該浸水想定区域ごとに、洪水予報等の伝達方法、避難施設その他の避難場所等、避難訓練

の実施に関する事項、その他洪水時の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な事項を定めると
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風水害等予防－12 

 
 
 
 
 

ともに、水防法第 15 条の規定に基づき、浸水想定区域内に次に掲げる施設で、洪水時に利用者の円

滑かつ迅速な避難の確保及び洪水時に浸水の防止を図る必要があると認められるものがある場合は、

その施設の名称及び所在地を地域防災計画に明記するとともに、当該施設の所有者又は管理者及び自

衛水防組織の構成員に対する洪水予報等の伝達方法を定め、住民、滞在者その他の者に周知させるた

め、これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じる。 

(1) 地下街等（地下街その他地下に設けられた不特定かつ多数の者が利用する施設（地下に建設が予

定されている施設又は地下に建設中の施設であって、不特定多数かつ多数の者が利用すると見込ま

れるものを含む。）をいう。） 

(2) 要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、医療施設その他の主として防災上の配慮を要する者が

利用する施設をいう。） 

(3) 大規模工場等（大規模な工場その他の施設であって市町が条例で定める用途及び規模に該当する

もので、その所有者又は管理者から申出があった施設をいう。） 

市は、高潮被害を軽減するため高潮ハザードマップを整備するとともに、警戒・避難を中心とする

防災体制の強化を図る。 

 
 

第１０章  土砂災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  土砂災害危険箇所の把握 
 

 （略） 

 
第２節  土砂災害警戒区域内の避難体制の整備等 
  

 （略） 

 

第３節  土砂災害対策 
 

１ ハード対策 

県及び市は、土砂災害危険箇所のうち、次に掲げるものについて重点的に事業（ハード対策）を展

開する。 

(1) 保全人家 30 戸以上の土砂災害危険箇所 

(2) 高齢者福祉施設・幼稚園等の要配慮者利用施設が存在する土砂災害危険箇所 

(3) 広域的な幹線道路、鉄道等重要交通網集中地域の土砂災害危険箇所 

(4) 災害時に重要となる緊急輸送道路をはじめ、地域の避難道路や避難場所が存在する土砂災害危険

箇所 

(5) 土砂災害により甚大な被害を受けた場合、再度災害防止のための緊急防災対策を要する土砂災害

危険箇所 

以上のほか､その他の渓流であっても風水害等によって荒廃を生じ土砂災害を防止する必要がある

と認められるものは、適宜対応する。 

 

２ ソフト対策 

（略） 

 

第４節  土砂災害危険箇所の点検及び訓練等 

 

第１０章  土砂災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  土砂災害危険箇所の把握 
 

 （略） 

 

第２節  土砂災害警戒区域内の避難体制の整備等 
 

 （略） 

 

第３節  土砂災害対策 
 

１ ハード対策 

県及び市は、土砂災害警戒区域危険箇所のうち、次に掲げるものについて重点的に事業（ハード対

策）を展開する。 

(1) 保全人家 30 戸以上の土砂災害危険箇所 

(2) 高齢者福祉施設・幼稚園等の要配慮者利用施設が存在する土砂災害危険箇所 

(3) 広域的な幹線道路、鉄道等重要交通網集中地域の土砂災害危険箇所 

(4) 災害時に重要となる緊急輸送道路等をはじめ、地域の避難道路や避難場所が存在する土砂災害危

険箇所 

(5) 土砂災害により甚大な被害を受けた場合、再度災害防止のための緊急防災対策を要する土砂災害

危険箇所 

以上のほか､その他の渓流であっても風水害等によって荒廃を生じ土砂災害を防止する必要がある

と認められるものは、適宜対応する。 

 

２ ソフト対策 

（略） 

 

第４節  土砂災害危険箇所の点検及び訓練等 
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風水害等予防－13 

 

 （略） 
 

 

 （略） 

 
 

第１１章  孤立地区対策 
 

 （略） 

 

１ 孤立予想地区の事前把握 

（略） 

 

２ 孤立の危険性に関する住民への周知 

（略） 

 

３ 外部との通信手段等の確保 

（略） 

 

４ ヘリコプター離着陸場の把握 

（略） 

 

５ 孤立地域に対する集団避難の避難指示の検討 

（略） 

 

６ 孤立を想定した食料等の備蓄 

（略） 
 

 

第１１章  孤立地区対策 
 

 （略） 

 

１ 孤立予想地区の事前把握 

（略） 

 

２ 孤立の危険性に関する住民への周知 

（略） 

 

３ 外部との通信手段等の確保 

（略） 

 

４ ヘリコプター離着陸場の把握 

（略） 

 

５ 孤立地域に対する集団避難の避難指示の検討 

（略） 

 

６ 孤立を想定した食料等の備蓄 

（略） 

 

７ 無人航空機の活用の検討 

市は、孤立した地区の災害現場の状況把握、被災状況の把握、被害認定調査、物資輸送等の様々な

場面での無人航空機の活用を検討する。 

 

８ 訓練等の実施 

市は、孤立時の状況把握などの対応について、関係機関と連携して訓練を実施する。 

 
 

 

 

第１２章  避難応急体制の整備 
 

 （略） 

 

第１節  避難応急体制の整備 
 

市は、避難情報等の確実な伝達手段の確保のほか、あらかじめ避難場所、指定避難所、避難路を指定

するとともに、指定避難所に必要な設備、資機材の配備を図り、避難住民の健康状態の把握等のため、

保健師等による巡回健康相談等を実施する。また、避難指示のほか、避難行動要支援者等特に避難行

動に時間を要する者に対して、避難の開始を求めるとともに、高齢者等以外の者に対しても、必要に

応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼びかける高齢者等避難を発令し、関

係住民への伝達も含めた避難支援体制の充実・強化を図る。さらに、大規模広域災害時に円滑な広域

 

第１２章  避難応急体制の整備 
 

 （略） 

 

第１節  避難応急体制の整備 
 

市は、避難情報等の確実な伝達手段の確保のほか、あらかじめ避難場所、指定避難所、避難路を指定

するとともに、指定避難所に必要な設備、資機材の配備を図り、避難住民の健康状態の把握等のため、

保健師等による巡回健康相談等を実施する。また、避難指示のほか、避難行動要支援者等特に避難行

動に時間を要する者に対して、避難の開始を求めるとともに、高齢者等以外の者に対しても、必要に

応じて、普段の行動を見合わせ始めることや、自主的な避難を呼びかける高齢者等避難を発令し、関

係住民への伝達も含めた避難支援体制の充実・強化を図る。さらに、大規模広域災害時に円滑な広域
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風水害等予防－14 

避難及び広域一時滞在が可能となるよう、既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体

との協力体制の構築に努めるとともに、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難者の運送

が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含め

た手順等を定めるよう努める。 

また、県や保健所と連携し、自宅療養者等の情報共有、避難の確保に向けた具体的な検討・調整を

行い、必要に応じて、自宅療養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。 

学校、病院、社会福祉施設、工場等防災上重要な施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な

避難を行うことができるよう、避難場所、指定避難所、避難経路、避難方法、避難誘導責任者等を定め

た避難計画を作成し、関係者等に周知徹底を図るとともに、計画に基づいた訓練を行う。 

さらに、市は、指定緊急避難場所や指定一般避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等

に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あ

らかじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

 

 

 

第２節  避難場所及び指定避難所の指定 
 

市は、市民の生命、身体の安全を確保するため、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害等を

踏まえ、都市公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、地形、災害に

対する安全性等を配慮し、その管理者の同意を得たうえで、災害の危険が切迫した緊急時において安

全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るための指定避難所について、必要十分

な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、整備を図る。 

また、指定避難所施設の管理者や自主防災組織等と指定避難所の開設や運営方法、役割分担等につ

いて協議等を行うとともに、情報を共有する。 

さらに、市は、これらの避難場所、指定避難所及びその周辺道路に日本工業規格に基づく災害種別一

般図記号を使用して、案内標識、誘導標識等を設置し、速やかに避難できるよう平素から関係地域住

民に周知を図るよう努めるものとする。 

なお、要配慮者に配慮して、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を借り上げる等、多様な指定避難所の確

保に努めるとともに、プライバシーの確保、被災時も男女のニーズの違いにも配慮するほか、動物の

同行避難が可能な指定避難所の設置も検討する。 

 

 

１ 指定緊急避難場所 

（略） 

 

２ 指定避難所 

避難者等を必要な期間滞在させるための施設で、指定の基準は、おおむね次のとおりである。 

なお、市は、学校を指定一般避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配

慮するものとし、指定一般避難所としての機能は応急的なものであることを認識のうえ、指定一般避

難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整

を図る。 

また、市は、指定管理施設を指定一般避難所として指定する場合には、指定管理者との間で事前に

避難所運営について役割分担等を定めるよう努める。さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染

症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、県の「新型コロナウイルス感染症感染拡

大防止のための避難所運営の留意点～対策ガイドライン～」などを参考に、平常時から防災担当部局

と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館等の活用等を含めて検討するよう努

める。 

市は、指定一般避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者、医療的ケアを必

避難及び広域一時滞在が可能となるよう、既存の枠組みを活用することにより国や他の地方公共団体

との協力体制の構築に努めるとともに、他の地方公共団体との応援協定の締結や、広域避難者の運送

が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結など、災害時の具体的な避難・受入方法を含め

た手順等を定めるよう努める。 

また、県や保健所と連携し、新型インフルエンザ等感染症等（指定感染症及び新感染症を含む。）

の自宅療養者等の情報共有、避難の確保に向けた具体的な検討・調整を行い、必要に応じて、自宅療

養者等に対し、避難の確保に向けた情報を提供するよう努める。これらのことが円滑に行えるよう新

型インフルエンザ等感染症等発生前から関係機関との調整に努めるものとする。 

学校、病院、社会福祉施設、工場等防災上重要な施設の管理者は、災害時において安全かつ迅速な

避難を行うことができるよう、避難場所、指定避難所、避難経路、避難方法、避難誘導責任者等を定め

た避難計画を作成し、関係者等に周知徹底を図るとともに、計画に基づいた訓練を行う。 

さらに、市は、指定緊急避難場所や指定一般避難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等

に関わらず適切に受け入れられるよう、地域の実情や他の避難者の心情等について勘案しながら、あ

らかじめ受け入れる方策について定めるよう努める。 

 

第２節  避難場所及び指定避難所の指定 
 

市は、市民の生命、身体の安全を確保するため、地域的な特性や過去の教訓、想定される災害、感

染症対策等を踏まえ、都市公園、公民館、学校等の公共的施設等を対象に、地域の人口、誘致圏域、

地形、災害に対する安全性等を配慮し、その管理者の同意を得たうえで、災害の危険が切迫した緊急

時において安全が確保される指定緊急避難場所及び避難者が避難生活を送るための指定避難所につい

て、必要十分な数、規模の施設等をあらかじめ指定し、整備し、平常時から、場所や収容人数、家庭

動物の受入れ方法等について、住民への周知徹底を図る。 

また、指定避難所施設の管理者や自主防災組織等と指定避難所の開設や運営方法、役割分担等につ

いて協議等を行うとともに、情報を共有する。 

さらに、市は、これらの避難場所、指定避難所及びその周辺道路に日本工業規格に基づく災害種別一

般図記号を使用して、案内標識、誘導標識等を設置し、速やかに避難できるよう平素から関係地域住

民に周知を図るよう努めるものとする。 

なお、要配慮者に配慮して、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を借り上げる等、多様な指定避難所の確

保に努めるとともに、プライバシーの確保、被災時も男女のニーズの違いにも配慮するほか、動物の

同行避難が可能な指定避難所の設置も検討する。 

 

１ 指定緊急避難場所 

（略） 

 

２ 指定避難所 

避難者等を必要な期間滞在させるための施設で、指定の基準は、おおむね次のとおりである。 

なお、市は、学校を指定一般避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配

慮するものとし、指定一般避難所としての機能は応急的なものであることを認識のうえ、指定一般避

難所となる施設の利用方法等について、事前に教育委員会等の関係部局や地域住民等の関係者と調整

を図る。 

また、市は、指定管理施設を指定一般避難所として指定する場合には、指定管理者との間で事前に

避難所運営について役割分担等を定めるよう努める。さらに、新型コロナウイルス感染症を含む感染

症対策のため、平常時から、指定避難所のレイアウトや動線等を確認しておくとともに、感染症患者

が発生した場合の対応を含め、感染症対策について、感染症患者が発生した場合の対応を含め、県の

「新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のための避難所運営の留意点～対策ガイドライン～」など

を参考に、平常時から防災担当部局と保健福祉担当部局が連携して、必要な場合には、ホテルや旅館

等の活用等を含めて検討するよう努める。 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 
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要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて、指定福祉避難所として指定避難所を指定するよう努

める。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保

等の必要な配慮をするよう努める。 

また、市は、指定福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがない

よう、必要に応じて、あらかじめ指定福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入対象者を特

定して公示する。 

さらに、市は、前述の公示を活用しつつ、指定福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整

のうえ、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に指定福祉避難所へ直接避難

することができるよう努める。 

個別避難計画により、避難する要配慮者が想定されている指定福祉避難所においては、あらかじめ

必要な受入準備を検討しておくこととし、併せて、入院・入所が必要となった場合に備えた医療施

設・社会福祉施設等との連携体制を構築しておく。また、指定福祉避難所に直接の避難をさせること

ができない場合などには、まず指定一般避難所に要配慮者スペースを設置して一時的に避難し、その

後、指定福祉避難所に移送する方法も個別避難計画等の作成時に検討することとする。 

(1) 指定基準 

ア 避難者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。なお、避難者の必要面積は１

名につき２㎡以上を目安とし、感染予防や良好な避難所生活に必要な面積の確保に努めること。 

イ 速やかに避難者等を受け入れ、生活必需品を配布することが可能な構造又は施設を有するこ

と。 

ウ 想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にある

こと。 

エ 主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用の確

保、相談等の支援を受けることができる体制が整備されていること。 

オ なるべく被災地に近く、かつ避難者等を集団的に受入れできること。 

 

 

(2) 整備目標 

（略） 

 

３～４ （略） 

 

第３節  避難路の指定 
 

（略） 

 

第４節  安全な避難の確保対策 
 

（略） 

 

第５節  広域一時滞在 
 

市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時滞在

に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結など、

災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 
 

市は、指定一般避難所内の一般避難スペースでは生活することが困難な障がい者、医療的ケアを必

要とする者等の要配慮者のため、必要に応じて、指定福祉避難所として指定避難所を指定するよう努

める。特に、医療的ケアを必要とする者に対しては、人工呼吸器や吸引器等の医療機器の電源の確保

等の必要な配慮をするよう努める。 

また、市は、指定福祉避難所について、受入れを想定していない避難者が避難してくることがない

よう、必要に応じて、あらかじめ指定福祉避難所として指定避難所を指定する際に、受入対象者を特

定して公示する。 

さらに、市は、前述の公示を活用しつつ、指定福祉避難所で受け入れるべき要配慮者を事前に調整

のうえ、個別避難計画等を作成し、要配慮者が、避難が必要となった際に指定福祉避難所へ直接避難

することができるよう努める。 

個別避難計画により、避難する要配慮者が想定されている指定福祉避難所においては、あらかじめ

必要な受入準備を検討しておくこととし、併せて、入院・入所が必要となった場合に備えた医療施

設・社会福祉施設等との連携体制を構築しておく。また、指定福祉避難所に直接の避難をさせること

ができない場合などには、まず指定一般避難所に要配慮者スペースを設置して一時的に避難し、その

後、指定福祉避難所に移送する方法も個別避難計画等の作成時に検討することとする。 

(1) 指定基準 

ア 避難者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。なお、避難者の必要面積は１

名につき２㎡以上を目安とし、感染予防や良好な避難所生活に必要な面積の確保に努めること。 

イ 速やかに避難者等を受け入れ、生活必需品を配布することが可能な構造又は施設を有するこ

と。 

ウ 想定される災害による影響が比較的少なく、災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にある

こと。 

エ 主として要配慮者を滞在させることが想定される施設にあっては、要配慮者の円滑な利用の確

保、相談等の支援を受けることができる体制が整備されていること。特に、要配慮者に対して円

滑な情報伝達ができるよう、多様な情報伝達手段が整備されていること。 

オ なるべく被災地に近く、かつ避難者等を集団的に受入れできること。 

(2) 整備目標 

（略） 

 

３～４ （略） 

 

第３節  避難路の指定 
 

（略） 

 

第４節  安全な避難の確保対策 
 

（略） 

 

第５節  広域一時滞在 
 

市は、大規模広域災害時に円滑な広域避難が可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時滞在

に係る応援協定の締結や、被災者の運送が円滑に実施されるよう運送事業者等との協定の締結など、

災害時の具体的な避難・受入方法を含めた手順等を定めるよう努める。 

また、指定一般避難所だけでは施設が量的に不足する場合や指定一般避難所での生活が困難な要配

慮者のため、ホテル・旅館等との連携協定の締結を進める。 
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第１３章  市民生活の確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  指定一般避難所の開設・運営体制の整備 
 

自主防災組織等と連携した指定一般避難所の開設、運営体制を整備する。 

また、指定一般避難所に必要な設備、資機材等の配備や避難所生活長期化に対応するための環境整

備等を図る。 

 

 

 

１ 指定一般避難所の開設・運営 

市は、指定一般避難所の施設管理者や自主防災組織等と、「避難所運営マニュアル」に基づく指

定一般避難所の開設や運営方法、役割分担等について協議等を行うとともに、情報を共有する。ま

た、良好な生活環境の確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。 

 

 

 

２ 指定一般避難所の設備及び資機材の配備 

市は、要配慮者及び被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点や子供にも配慮のうえ、指定

一般避難所に必要な次の設備及び資機材をあらかじめ配備し、又は必要なとき直ちに配備できるよ

う準備しておく。また、必要に応じ指定一般避難所の電力容量の拡大に努める。 

(1) 衛星携帯電話・無線ＬＡＮ、ＮＴＴ西日本事前設置の特設公衆電話等の通信機材・設備 

(2) 放送設備 

(3) 照明設備（非常用発電機を含む。） 

(4) テレビ、ラジオ等の災害情報の入手機器 

(5) 炊出しに必要な機材及び燃料 

(6) 給水用機材 

(7) 救護施設及び医療資機材 

(8) 物資の集積所 

(9) 仮設の小屋又はテント 

(10)携帯トイレ、仮設トイレ又はマンホールトイレ 

(11)防疫用資機材 

(12)清掃用資機材 

(13)工具類 

(14)非常電源、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等 

(15)日用品 

(16)備蓄食料及び飲料水 

(17)その他粉ミルクや紙おむつ、生理用品、マスク、消毒液、簡易ベッド、パーティション等 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１３章  市民生活の確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  指定一般避難所の開設・運営体制の整備 
 

自主防災組織等と連携した指定一般避難所の開設、運営体制を整備する。 

また、指定一般避難所に必要な設備、資機材等の配備や避難所生活長期化に対応するための環境整

備等を図るともに、地域の実情に応じ、災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握

した上で、関係者が連携して、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）などの被

災者支援の仕組みの整備等に努める。 

 

１ 指定一般避難所の開設・運営 

市は、指定一般避難所の施設管理者や自主防災組織等と、「避難所運営マニュアル」に基づく指

定一般避難所の開設や運営方法、役割分担等について協議等を行うとともに、情報を共有する。ま

た、良好な生活環境の確保のために、専門家等との定期的な情報交換に努める。 

また、市は、指定一般避難所となる施設については、良好な生活環境を確保するために、あらか

じめ避難所内の空間配置図、レイアウト図などの施設の利用計画を作成するよう努める。 

 

２ 指定一般避難所の設備及び資機材の配備 

市は、要配慮者及び被災時の男女のニーズの違い等男女双方の視点や子供にも配慮のうえ、指定

一般避難所に必要な次の設備及び資機材をあらかじめ配備し、又は必要なとき直ちに配備できるよ

う準備しておく。また、必要に応じ指定一般避難所の電力容量の拡大に努めるとともに、停電時に

おいても、施設・設備の機能が確保されるよう、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設

備等に努める。 

なお、冷暖房設備については、指定避難所の規模や現状の設備状況に応じて適切な冷暖房設備の整

備や備蓄、または速やかに調達できるよう民間企業等との協定の締結等を進める。 

また、温かい食事の提供のため、大型ガス設備や燃料、調理設備等の備蓄についても検討を行う。 

(1) 衛星携帯電話・無線ＬＡＮ、ＮＴＴ西日本事前設置の特設公衆電話、衛星通信を活用したインタ

ーネット機器等の通信機材・設備 

(2) 放送設備 

(3) 照明設備（非常用発電機を含む。） 

(4) ガス設備 

(5) テレビ、ラジオ等の災害情報の入手機器  

(6) 炊き出しに必要な機材及び燃料  

(7) 給水用機材（貯水槽、給水タンク）、井戸 

(8) 救護及び医療資機材  

(9) 物資の集積所  

(10) 仮設の小屋又はテント  

(11) 携帯トイレ、簡易トイレ、仮設トイレ又はマンホールトイレ  

(12) 防疫用資機材、感染症対策に必要な物資等 

(13) 清掃用資機材  

(14) 工具類  

(15) 非常電源  

(16) 日用品  

(17) 備蓄食料（アレルギー対応食を含む。）及び飲料水  

(18) その他粉ミルク（アレルギー対応を含む。）、又は液体ミルク、哺乳瓶や紙おむつ、生理用

品、尿取りパッド（男性用・女性用）、マスク、消毒液、段ボールベッド、パーティション等 
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３ 避難所生活長期化に対応する環境整備 

避難所生活長期化に対応するため、指定一般避難所において、次のような環境整備を図る。 

(1) 施設としての機能維持のため非常用電源設備を整備・強化する。 

(2) し尿処理ができない場合、水道が復旧しない場合、下水道が復旧しない場合等の衛生対策を推進

する。 

(3) 避難して助かった被災者が、指定一般避難所で亡くなることのないよう、二次被害の防止対策を

推進する。 

(4) 指定一般避難所での集団生活や避難生活の長期化による持病の悪化やインフルエンザ等集団感染

などを防ぐため、被災者の健康管理、衛生管理体制を整備する。 

(5)「医療・保健・福祉の専門職」の視点を取り入れる。（例えば、障がい者、女性、高齢者、子ど

もたちなどの目線） 

(6) 女性や子育てに配慮した指定一般避難所設計の促進に努める。 

ア 乳幼児のいる家庭専用部屋の設置 

イ 女性用物干し場の設置 

ウ トイレ・更衣室以外にも女性専用スペースの設置 

(7) 指定一般避難所、不在住宅等の防犯対策を推進する。 

(8) 避難所運営訓練を実施し、訓練により明らかになった課題等について避難所運営マニュアルに反

映させる。 

 

 

 

 

４ 要配慮者に配慮した指定一般避難所・設備の整備・確保 

（略） 

 

５ 避難所運営マニュアルの周知等 

市は、指定一般避難所における必要な情報の入手や、暑さ寒さ対策、健康・衛生管理、心のケ

ア、要配慮者や男女のニーズの違いへの配慮など長期にわたる指定一般避難所運営を円滑に行うた

め、自主防災組織等に対し、避難所運営マニュアルの周知を図る。また、円滑な指定一般避難所運

営体制の構築を図るため、住民も参画して感染症対策等も踏まえた実行性の高い指定一般避難所ご

との運営マニュアルの策定に取り組むとともに、良好な生活環境の確保のために、専門家、ＮＰ

Ｏ・ボランティア等との定期的な情報交換に努めるとともに、適宜適切な見直しを図るよう努め

る。 

さらに、動物の同行避難が可能な指定一般避難所については、指定一般避難所における動物飼養

(4) テレビ、ラジオ等の災害情報の入手機器 

(5) 炊出しに必要な機材及び燃料 

(6) 給水用機材 

(7) 救護施設及び医療資機材 

(8) 物資の集積所 

(9) 仮設の小屋又はテント 

(10)携帯トイレ、仮設トイレ又はマンホールトイレ 

(11)防疫用資機材 

(12)清掃用資機材 

(13)工具類 

(14)非常電源、再生可能エネルギーの活用を含めた非常用発電設備等 

(15)日用品 

(16)備蓄食料及び飲料水 

(17)その他粉ミルクや紙おむつ、生理用品、マスク、消毒液、簡易ベッド、パーティション等 

 

３ 避難所生活長期化に対応する環境整備 

避難所生活長期化に対応するため、指定一般避難所において、次のような環境整備を図る。 

(1) 施設としての機能維持のため非常用電源設備を整備・強化する。 

(2) し尿処理ができない場合、水道が復旧しない場合、下水道が復旧しない場合等の衛生対策を推進

する。 

(3) 避難して助かった被災者が、指定一般避難所で亡くなることのないよう、二次被害の防止対策を

推進する。 

(4) 指定一般避難所での集団生活や避難生活の長期化による持病の悪化やインフルエンザ等集団感染

などを防ぐため、被災者の健康管理、衛生管理体制を整備する。 

(5)「医療・保健・福祉の専門職」の視点を取り入れる。（例えば、障がい者、女性、高齢者、子ど

もたちなどの目線） 

(6) 女性や子育てに配慮した指定一般避難所設計の促進に努める。 

ア 乳幼児のいる家庭専用部屋の設置 

イ 女性用物干し場の設置 

ウ トイレ・更衣室以外にも女性専用スペースの設置 

(7) 指定一般避難所、不在住宅等の防犯対策を推進する。 

(8) 避難所運営訓練を実施し、訓練により明らかになった課題等について避難所運営マニュアルに反

映させる。 

(9) 災害時に活用可能なランドリーカー等については、平時から登録・データベース化する等の仕組

みを検討する。 

(10)炊き出しや食品の供給を行うＮＰＯや関係事業者等との連携協定の締結を進める。 

 

４ 要配慮者に配慮した指定一般避難所・設備の整備・確保 

（略） 

 

５ 避難所運営マニュアルの周知等 

市は、指定一般避難所における必要な情報の入手や、暑さ寒さ対策、健康・衛生管理、心のケ

ア、要配慮者や男女のニーズの違いへの配慮など長期にわたる指定一般避難所運営を円滑に行うた

め、自主防災組織等に対し、避難所運営マニュアルの周知を図る。また、円滑な指定一般避難所運

営体制の構築を図るため、住民も参画して感染症対策等も踏まえた実行性の高い指定一般避難所ご

との運営マニュアルの策定に取り組むとともに、良好な生活環境の確保のために、専門家、ＮＰ

Ｏ・ボランティア等との定期的な情報交換や避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の

人材の確保・育成に努めるとともに、適宜適切な見直しを図るよう努める。 

さらに、動物の同行避難が可能な指定一般避難所については、指定一般避難所における動物飼養
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風水害等予防－18 

に関する事項についてもマニュアルに定めるよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  食料及び生活必需品等の確保 
 

災害時に、火災や倒壊、流失により住宅を失った市民のための緊急用食料や指定避難所等で一時的

に生活するための生活必需品等を速やかに確保し供給できるよう、あらかじめ食料及び生活必需品等

の供給体制を整備する。 

緊急援護備蓄物資に関しては、防災アセスメント結果等を参考に、整備に努める。 

ただし、災害時は平常時には予測のできない市場流通の混乱、物資の入手難が想定されるため、道

路の混乱がおさまり、流通機構がある程度回復し、また、他地域からの救援物資が到着するまでの間

の必要物資は、あらかじめ市民が自力で確保できる対策をとっておくよう周知、啓発する。 

また、食料及び生活必需品等の確保にあたっては、要配慮者や男女のニーズの違い等に配慮するよ

う努める。 

 

 

 

 

１～２ （略） 

 

３ 流通在庫等による緊急調達体制の整備 

流通在庫等による物資調達を行うため、関係業者等の協力により、物資の確保に努める。また、災

害時に積極的な協力が得られるよう災害時応援協定を締結するなど、平常時からのコミュニケーショ

ンの強化に努めるとともに、それらの物資を各指定避難所に確実に届けるための物資供給体制の整備

を図る。 

 

 

４ 市民の活動 

(1)７日間程度の最低生活を確保できる緊急物資の備蓄を行う。 

(2) (1)のうち、３日分程度の非常食料を含む非常持出品を準備する。 

(3) 自動車へのこまめな満タン給油 

(4) 自主防災組織等による助け合い活動を推進する。 

(5) 緊急物資の共同備蓄を推進する。 

に関する事項についてもマニュアルに定めるよう努める。 

 

６ 在宅避難者等への支援体制の整備 

市は、在宅避難者等が発生する場合や、避難所のみで避難者等を受け入れることが困難となる場合

に備えて、あらかじめ、地域の実情に応じ、在宅避難者等が利用しやすい場所に在宅避難者等の支援

のための拠点を設置すること等、在宅避難者等の支援方策を検討するよう努める。 

また、市は、やむを得ず車中泊により避難生活を送る避難者が発生する場合に備えて、あらかじ

め、地域の実情に応じ、車中泊避難を行うためのスペースを設置すること等、車中泊避難者の支援方

策を検討するよう努める。その際、車中泊を行うにあたっての健康上の留意点等の広報や車中泊避難

者の支援に必要な物資の備蓄に努めるものとする。 

 

７ 断水の長期化に対する備え 

入浴支援を行うＮＰＯや民間温浴施設等の関係事業者との協定の締結、指定避難所との送迎のため

のマイクロバス等の確保、洗濯キットの備蓄、クリーニングサービスの提供のためのクリーニング事

業者との協議、水循環型シャワー等の新技術の活用の検討など、断水の長期化に対する備えに努め

る。 

 

 

第２節  食料及び生活必需品等の確保 
 

災害時に、火災や倒壊、流失により住宅を失った市民のための緊急用食料や指定避難所等で一時的

に生活するための生活必需品等を速やかに確保し供給できるよう、あらかじめ食料及び生活必需品等

の供給体制を整備する。 

緊急援護備蓄物資に関しては、防災アセスメント結果等を参考に、整備に努める。 

ただし、災害時は平常時には予測のできない市場流通の混乱、物資の入手難が想定されるため、道

路の混乱がおさまり、流通機構がある程度回復し、また、他地域からの救援物資が到着するまでの間

の必要物資は、あらかじめ市民が自力で確保できる対策をとっておくよう周知、啓発する。 

また、食料及び生活必需品等の確保にあたっては、要配慮者や男女のニーズの違い等に配慮するよ

う努める。 

なお、備蓄にあたっては、指定避難所や物資拠点等にプッシュ型支援が届く発災後３日目まで最低

限必要な備蓄を確保するよう努めるととも、災害時に活用可能なキッチンカー等については、平時か

ら登録・データベース化する等の仕組みを検討する。 

 

１～２ （略） 

 

３ 流通在庫等による緊急調達体制の整備 

流通在庫等による物資調達を行うため、関係業者等の協力により、物資の確保に努める。また、災

害時に速やかに、かつ積極的な協力が得られるよう災害時応援協定を締結するなど、平常時からのコ

ミュニケーションの強化に努めるとともに、それらの物資を各指定避難所に確実に届けるための物資

供給体制の整備を図る。 

耐久財については、速やかな調達が可能となるようリースの活用を検討する。 

 

４ 市民の活動 

(1) 「最低３日間、推奨１週間」分の飲料水、食料、携帯トイレ・簡易トイレ、トイレットペーパ

ー、日用品や医薬品等生活必需品の備蓄、非常持出品（救急箱、懐中電灯、ラジオ、乾電池等）の

準備をする。７日間程度の最低生活を確保できる緊急物資の備蓄を行う。 

(2) (1)のうち、３日分程度の非常食料を含む非常持出品を準備する。 

(23) 自動車へのこまめな満タン給油 
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第３節  飲料水等の確保 
 

災害時における飲料水は、被災者の生命維持を図るうえで極めて重要であるため、迅速に飲料水を

確保し配給できる給水体制を整備する。 

 

 

 

（略） 

 

第４節  物資供給体制の整備 
 

輸送に関し、市は、災害時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港等の輸送施設及び

トラックターミナル、体育館等の輸送拠点について把握・点検するとともに、県が開設する広域物資

輸送拠点（物資拠点）、市が開設する地域内輸送拠点（物資集積拠点）を経て、各指定避難所に緊急

に必要な食料や生活必需品等を届ける緊急輸送ネットワークの形成を図るほか、輸送拠点として活用

可能な民間事業者の管理する施設を把握しておく。 

物資の調達・供給活動に関し、被災者の生活の維持のため必要な生活必需品等を効率的に調達・確

保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や調

達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、相互に協力するよう

に努める。 

市は、県への応援要求が迅速に行えるよう、あらかじめ県と要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方

法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくよう努め

る。 

また、災害が発生した場合に各指定避難所に確実に緊急物資を届けるため、平常時から緊急物資の

供給体制の整備について、次の措置を行う。 

特に、地域内輸送拠点（物資集積場所）から指定避難所等に至る輸送（ラストワンマイル）につい

て、県及び市は、物流事業者、自衛隊などの国の機関等様々な機関と連携して行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 市の活動 

(1) 地域内輸送拠点（物資集積場所）の選定、点検、運営管理方法等の検討を行う。 

(2) 指定避難所までの緊急物資の輸送手順を確保する。 

(3) 被災者に物資を確実かつ迅速に届けるための、物資に関する情報収集・要請・調達・輸送体制の

整備（物資調達・輸送調整等支援システム等の活用による物資供給体制の強化）を図る。 

(4) 緊急通行車両等への優先的な燃料供給体制の整備を図る。 

(5) 公用車及び輸送協定等を締結した民間事業者等の車両に対する「緊急通行車両の事前届出制度」

の積極的な活用を推進する。 

 

 

(34) 自主防災組織等による助け合い活動を推進する。 

(45) 緊急物資の共同備蓄を推進する。 

 

第３節  飲料水等の確保 
 

災害時における飲料水は、被災者の生命維持を図るうえで極めて重要であるため、迅速に飲料水を

確保し配給できる給水体制を整備する。 

また、防災井戸等の分散型の生活用水の確保を促進するとともに、防災マップ等へ記載し、公表す

るよう努める。 

 

（略） 

 

第４節  物資供給体制の整備 
 

輸送に関し、市は、災害時の緊急輸送活動のために確保すべき道路、港湾、漁港等の輸送施設及び

トラックターミナル、体育館等の輸送拠点について把握・点検するとともに、県が開設する広域物資

輸送拠点（物資拠点）、市が開設する地域内輸送拠点（物資集積拠点）を経て、各指定避難所に緊急

に必要な食料や生活必需品等を届ける緊急輸送ネットワークの形成を図るほか、輸送拠点として活用

可能な民間事業者の管理する施設を把握しておく。 

物資の調達・供給活動に関し、被災者の生活の維持のため必要な生活必需品等を効率的に調達・確

保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や調

達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し情報共有を図り、相互に協力するよう

に努める。 

市は、県への応援要求が迅速に行えるよう、あらかじめ県と要請の手順、連絡調整窓口、連絡の方

法を取り決めておくとともに、連絡先の共有を徹底しておくなど、必要な準備を整えておくよう努め

る。 

市は、大規模な災害が発生した場合の被害及び外部支援の時期を想定し、孤立が想定されるなど地

域の地理的条件や過去の災害等を踏まえ、必要とされる食料、飲料水、生活必需品、燃料、ブルーシ

ート、土のう袋その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し、それら必要な物資

の供給のための計画を定めておくとともに、物資調達・輸送調整等支援システムを活用し、あらかじ

め、備蓄物資や物資拠点の登録に努めるものとする。特に、交通の途絶等により地域が孤立した場合

でも食料・飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送が可能となるよう、無人航空機等の輸送手段の確

保に努めることとする。 

また、災害が発生した場合に各指定避難所に確実に緊急物資を届けるため、平常時から緊急物資の

供給体制の整備について、次の措置を行う。 

特に、地域内輸送拠点（物資集積場所）から指定避難所等に至る輸送（ラストワンマイル）につい

て、県及び市は、物流事業者、自衛隊などの国の機関等様々な機関と連携して行う必要がある。 

 

１ 市の活動 

(1) 地域内輸送拠点（物資集積場所）の選定、点検、運営管理方法等の検討を行う。また、フォーク

リフト、ハンドフォーク、パレット等の資機材やその操作及び運営に必要な人員の確保方策につい

ても検討を行う。 

(2) 指定避難所までの緊急物資の輸送手順を確保する。 

(3) 被災者に物資を確実かつ迅速に届けるための、物資に関する情報収集・要請・調達・輸送体制の

整備（物資調達・輸送調整等支援システム等の活用による物資供給体制の強化）を図る。特に、交

通の途絶等により地域が孤立した場合でも食料・飲料水・医薬品等の救援物資の緊急輸送が可能と

なるよう、無人航空機等の輸送手段の確保に努める。 

また、輸送管理についても、物資調達・輸送調整等支援システムを適切に活用することとし、防
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風水害等予防－20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節  医療救護体制の確保 
 

災害の規模、態様によっては、医療機関の機能低下や交通の混乱による搬送能力の低下等の事態が

予想されるため、関係機関の協力のもと早期に広域的医療活動を実施し、傷病者の救護を行う。 

 

１ 実施方針 

(1) 被災者に対する医療救護は、原則として市が行う。被災地の市だけでは対応が困難な場合は、隣

接市町、県、国その他の関係機関の応援を得て行う。 

(2) 県は、市から要請があった場合、又は医療救護の必要があると認めた場合に、救護班や災害派遣

医療チーム（ＤＭＡＴ）を派遣し、医療救護を実施する。 

(3) 災害の発生に伴い、市民の生命と健康の安全を脅かす事態が発生し、又は発生するおそれがある

ときは、県は、市の被害状況及び救急・救助活動状況等の情報を収集・把握し、健康被害の発生予

防、拡大防止、治療等の広域的救護活動を迅速に実施するため、健康危機管理体制を確保し、県内

外の関係機関との総合的な調整を行う。 

(4) 県及び市は、自然災害や大規模事故の発生に備え策定した医療救護活動要領等に基づき、救護所

の設置、救護班の編成、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の編成、救護病院等の患者受入れ、医薬

品・医療資機材等の確保等に係る諸体制の充実を図る。 

(5) 医療救護活動の実施にあたっては、被災者のメンタルヘルスに配慮する。 

(6) 市は、必要に応じて災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）や災害時健康危機管理支援チーム（Ｄ

ＨＥＡＴ）の派遣を県に要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害医療コーディネータの設置 

(1) （略） 

(2) 県及び災害医療コーディネータは、関係機関と緊密に連携し、平常時から、県単位、地域単位で

のネットワーク構築に努めるとともに、災害時の被災地内の医療ニーズの収集・把握方法や救護班

の受入れ・派遣方針等について、あらかじめ検討を行う。 

 （略） 

 

３～４ （略） 

 

災訓練等を活用した操作方法等の習熟に努める。 

(4) 緊急通行車両等への優先的な燃料供給体制の整備を図る。 

(5) 公用車及び輸送協定等を締結した民間事業者等の車両に対する災害発生前の緊急通行車両の事前

確認制度「緊急通行車両の事前届出制度」の積極的な活用を推進する。 

(6) 輸送協定を締結した民間事業者等の車両は、あらかじめ緊急通行車両確認標章等の交付を受ける

ことができることについて、周知及び普及を図る。 

(7) 陸路の早期啓開や、空路・海路を活用した物資輸送に必要な準備を行う。 

(8) 地域内輸送拠点での物資受入れ、搬送計画の策定、搬送等の業務について、民間委託等がスムー

ズにできるよう、物流事業者との災害連携協定の締結を進める。 

 

 

第５節  医療救護体制の確保 
 

災害の規模、態様によっては、医療機関の機能低下や交通の混乱による搬送能力の低下等の事態が

予想されるため、関係機関の協力のもと早期に広域的医療活動を実施し、傷病者の救護を行う。 

 

１ 実施方針 

(1) 被災者に対する医療救護は、原則として市が行う。被災地の市だけでは対応が困難な場合は、隣

接市町、県、国その他の関係機関の応援を得て行う。 

(2) 県は、市から要請があった場合、又は医療救護の必要があると認めた場合に、救護班や保健医療

活動チーム（災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）、日本赤

十字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療班、日本災害歯科支援チーム（ＪＤＡＴ）、薬

剤師チーム、看護師チーム（災害支援ナースを含む）、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、日

本災害リハビリテーション支援協会（ＪＲＡＴ）、その他の災害対策に係る保健医療活動を行うチ

ーム（被災都道府県以外の都道府県から派遣されたチームを含む。）をいう。以下、同様。）を派

遣し、医療救護を実施する。 

(3) 災害の発生に伴い、市民の生命と健康の安全を脅かす事態が発生し、又は発生するおそれがある

ときは、県は、市の被害状況及び救急・救助活動状況等の情報を収集・把握し、健康被害の発生予

防、拡大防止、治療等の広域的救護活動を迅速に実施するため、健康危機管理体制を確保し、県内

外の関係機関との総合的な調整を行う。 

(4) 県及び市は、自然災害や大規模事故の発生に備え策定した医療救護活動要領等に基づき、救護所

の設置、救護班の編成、保健医療活動チーム災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の編成、救護病院等

の患者受入れ、医薬品・医療資機材等の確保等に係る諸体制の充実を図る。 

(5) 医療救護活動の実施にあたっては、被災者のメンタルヘルスに配慮する。 

(6) 市は、必要に応じて災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）や災害時健康危機管理支援チーム（Ｄ

ＨＥＡＴ）の派遣を県に要請する。 

(7) 市は、県が開催する保健医療福祉調整本部会議に参加し、保健医療福祉活動における情報共有等

を行う。 

 

２ 災害医療コーディネータの設置 

(1) （略） 

(2) 県及び災害医療コーディネータは、関係機関と緊密に連携し、平常時から、県単位、地域単位で

のネットワーク構築に努めるとともに、災害時の被災地内の医療ニーズの収集・把握方法や保健医

療活動チーム救護班の受入れ・派遣方針等について、あらかじめ検討を行う。 

 （略） 

 

３～４ （略） 
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風水害等予防－21 

５ 後方医療機関 

救護所で手当を受けた傷病者のうち、重症者については、医療機関による医療が必要となる。そこ

で医師会等の協力のもとに、あらかじめ後方医療機関を指定し、また、重症者の搬送方法等について

も必要な整備を図る。 

(1) （略） 

(2) 災害（基幹）拠点病院 

県は、災害時における広域的な地域医療の拠点として、救護病院の中から災害拠点病院を二次医

療圏ごとに原則１か所指定する。災害拠点病院は、災害に耐えうる機能・構造を有し、救護所等か

ら搬送された入院治療を要する傷病者を受け入れるとともに、救護班の派遣や地域の医療機関へ応

急用資機材等の貸出しを行う機能を有するものとする。 

ア 災害拠点病院である県立今治病院は、災害医療コーディネータが行う圏域内の医療救護の調

整・実施に必要な機能や体制の充実に努める。 

イ 県立今治病院は、災害時における多数の患者の発生に対応するため、入院患者については通常

時の２倍、外来患者については通常時の５倍程度の受入れが可能なスペースの確保と簡易ベッド

等の整備に努める。 

ウ 県立今治病院は、災害発生直後に必要な救急用医薬品、衛生材料及び救護班が携行する医療機

材、トリアージ（緊急度判定に基づく治療順位の決定）・タッグ等の整備に努め、災害時におけ

る救護班の編成及び傷病者の受入れが速やかに行えるよう医療要員の非常参集体制を構築する。 

エ 県立今治病院は、平常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等の保有と、３日分程度の備

蓄燃料の確保に努める。また、平常時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備につ

いて、自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なことを検証す

る。 

オ 県立今治病院は、少なくとも３日分の容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な地下水利用

のための設備の整備（井戸設備を含む。）、優先的な給水協定の締結等により、災害時の診療に

必要な水の確保に努める。 

カ 県立今治病院は、衛星電話の保有等、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すると

ともに、複数の通信手段の保有に努める。 

キ 県立今治病院は、３日分程度の食料、飲料水、医薬品等の備蓄に努める。 

ク 県は、災害（基幹）拠点病院について、浸水防止対策など風水害に対する施設の耐性強化を図

るとともに、衛星電話、備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、ヘリポート等の施設や設備の整備を

推進する。 

 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

 

６ 医薬品、医療資機材等の確保体制の整備 

(1) 県は、緊急援護物資備蓄の一環として、医薬品等を保健所に分散備蓄するほか、救護班及び後方

医療機関が行う医療救護活動のために必要な医薬品等の必要物資の確保に関して、医療機関と連携

のうえ、流通在庫の調達に努める。 

(2) 市は、市の備蓄倉庫において避難生活に必要な災害用救急用品の備蓄を図るとともに、初動医療

活動に必要な医薬品及び医療資機材について、医師会、歯科医師会、薬剤師会及び病院等の連携、

協力を得て確保する体制を整備する。 

 

 

７～９ （略） 

５ 後方医療機関 

救護所で手当を受けた傷病者のうち、重症者については、医療機関による医療が必要となる。そこ

で医師会等の協力のもとに、あらかじめ後方医療機関を指定し、また、重症者の搬送方法等について

も必要な整備を図る。 

(1) （略） 

(2) 災害（基幹）拠点病院 

県は、災害時における広域的な地域医療の拠点として、救護病院の中から災害拠点病院を二次医

療圏ごとに原則１か所指定する。災害拠点病院は、災害に耐えうる機能・構造を有し、救護所等か

ら搬送された入院治療を要する傷病者を受け入れるとともに、救護班や災害派遣医療チーム（ＤＭＡ

Ｔ）の派遣や地域の医療機関へ応急用資機材等の貸出しを行う機能を有するものとする。 

ア 災害拠点病院である県立今治病院は、災害医療コーディネータが行う圏域内の医療救護の調

整・実施に必要な機能や体制の充実に努める。 

イ 県立今治病院は、災害時における多数の患者の発生に対応するため、入院患者については通常

時の２倍、外来患者については通常時の５倍程度の受入れが可能なスペースの確保と簡易ベッド

等の整備に努める。 

ウ 県立今治病院は、災害発生直後に必要な救急用医薬品、衛生材料及び救護班が携行する医療機

材、トリアージ（緊急度判定に基づく治療順位の決定）・タッグ等の整備に努め、災害時におけ

る救護班の編成及び傷病者の受入れが速やかに行えるよう医療要員の非常参集体制を構築する。 

エ 県立今治病院は、平常時の６割程度の発電容量のある自家発電機等の保有と、３日分程度の備

蓄燃料の確保に努める。また、平常時より病院の基本的な機能を維持するために必要な設備につ

いて、自家発電機等から電源の確保が行われていることや、非常時に使用可能なことを検証す

る。 

オ 県立今治病院は、少なくとも３日分の容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な地下水利用

のための設備の整備（井戸設備を含む。）、優先的な給水協定の締結等により、災害時の診療に

必要な水の確保に努める。 

カ 高潮浸水想定区域に所在する県立今治病院は、風水害が生じた際の被災を軽減するため、止水

版等の設置による止水対策や自家発電機等の高所移設、排水ポンプ設置等による浸水対策に努め

る。 

キ 県立今治病院は、少なくとも３日分の容量の受水槽の保有、停電時にも使用可能な地下水利用

のための設備の整備（井戸設備を含む。）、優先的な給水協定の締結等により、災害時の診療に

必要な水の確保に努める。 

クカ 県立今治病院は、衛星電話の保有等、衛星回線インターネットが利用できる環境を整備する

とともに、複数の通信手段の保有に努める。 

ケキ 県立今治病院は、３日分程度の食料、飲料水、医薬品等の備蓄に努める。 

コク 県は、県立今治病院災害（基幹）拠点病院について、浸水防止対策など風水害に対する施設

の耐性強化を図るとともに、衛星電話、備蓄倉庫、自家発電装置、受水槽、ヘリポート等の施設

や設備の整備を推進する。 

(3) （略） 

 

６ 医薬品、医療資機材等の確保体制の整備 

(1) 県は、緊急援護物資備蓄の一環として、医薬品等を保健所に分散備蓄するほか、救護班及び後方

医療機関が行う医療救護活動のために必要な医薬品等の必要物資の確保に関して、医療機関と連携

のうえ、流通在庫の調達に努める。 

(2) 市は、市の備蓄倉庫において避難生活に必要な災害用救急用品の備蓄を図るとともに、初動医療

活動に必要な医薬品及び医療資機材について、医師会、歯科医師会、薬剤師会及び病院等の連携、

協力を得て確保する体制を整備する。 

(3) 市は、医薬品の輸送手段や指定避難所での管理方法について、関係団体等と事前に調整を図る。 

 

７～９ （略） 
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第６節  救急救助体制の確保 
 

迅速に救急救助活動が実施できるよう、必要な体制を整備する。 

 また、市民自ら身近な救急救助が確実に行えるよう、自主救護能力の向上を推進する。 

 

１ 救急救助体制の整備 

救急車の消防無線を活用した救急情報システムの導入により、医療機関との連携を強化するととも

に、救急救助隊の整備充実を図る。 

特に、救急患者のプレホスピタルケア（病院等に搬送するまでの対応）に対応する救急救命士の増

員、高規格救急車両の配備、その他救急救助資機材の備蓄を推進する。 

また、より高度な知識、技術を持つ消防隊員の指導、育成に努めるとともに、消防団に対して、救

急救助活動を効果的に実施するための教育指導を推進し、その救護活動能力の向上に努める。 

 

 

 

２～３ （略） 

 

第７節  防疫・衛生活動の確保 
 

（略） 

 

第８節  保健衛生活動体制の整備 
 

災害の発生に伴う被災者の健康保持のために必要な保健衛生活動を行うための体制を迅速に整備す

る。 

 

１ 情報収集体制の整備 

市は、県と協働し、災害時の保健衛生活動に必要な情報の迅速かつ正確な収集・連絡等を行うため

の体制整備に努める。 

 

 

２ （略） 

 

第９節  し尿処理体制の整備 
 

災害時の初期段階には、断水等により下水道が使用不可能となることや指定避難所等に多くの避難

者が集まり使用可能なトイレが不足することが想定されるため、新たなし尿処理体制を整備する。 

 

１ 災害用仮設トイレ等の整備 

(1)～(2) （略） 

(3) 災害時のトイレの確保・管理体制の整備 

災害時のトイレを確保するため、市は、浄化槽・し尿処理及び下水道担当部局等を中心に、防災

担当部局、保健担当部局、指定避難所担当部局等の関係各課で、平時から協力してトイレ対策を検

討するとともに、発災時には、「被災者に清潔なトイレ環境を提供すること」を目的とした部局横

断的な情報の共有・対応が取れるような体制を整備する。 

 

 

第６節  救急救助体制の確保 
 

迅速に救急救助活動が実施できるよう、必要な体制を整備する。 

 また、市民自ら身近な救急救助が確実に行えるよう、自主救護能力の向上を推進する。 

 

１ 救急救助体制の整備 

救急車への消防無線を活用した救急情報システム等の導入により DX 化を推進し、医療機関との情

報連携を強化するとともに、救急救助隊の整備充実を図る。特に、救急患者のプレホスピタルケア

（病院等に搬送するまでの対応）に対応する救急救命士の増員、高規格救急車両の配備、高度救命資

器材の整備等、救急体制の充実を図る。その他救急救助資機材の備蓄を推進する。 

また、より高度な知識、技術を持つ消防隊員の指導、育成に努めるとともに、消防団に対して、救

急救助活動を効果的に実施するための教育指導を推進し、組織その救護活動能力の向上に努める。 

さらに、車両や資機材を小型・軽量化するなど、被災地の道路状況が悪い場合や海路・空路を活用

して被災地入りする場合も想定した救助用資機材の整備に留意する。 

 

２～３ （略） 

 

第７節  防疫・衛生活動の確保 
 

（略） 

 

第８節  保健衛生活動体制の整備 
 

災害の発生に伴う被災者の健康保持のために必要な保健衛生活動を行うための体制を迅速に整備す

る。 

 

１ 情報収集体制の整備 

市は、県と協働し、災害時の保健衛生活動に必要な情報の迅速かつ正確な収集・連絡等を行うため

の体制整備に努めるほか、県が開催する保健医療福祉調整本部会議に参加し、保健医療福祉活動にお

ける情報共有等を行う。 

 

２ （略） 

 

第９節  し尿処理体制の整備 
 

災害時の初期段階には、断水等により下水道が使用不可能となることや指定避難所等に多くの避難

者が集まり使用可能なトイレが不足することが想定されるため、新たなし尿処理体制を整備する。 

 

１ 災害用仮設トイレ等の整備 

(1)～(2) （略） 

(3) 災害時のトイレの確保・管理体制の整備 

災害時のトイレを確保するため、市は、浄化槽・し尿処理及び下水道担当部局等を中心に、防災

担当部局、保健担当部局、指定避難所担当部局等の関係各課で、平時から協力してトイレ対策を検

討するとともに、発災時には、「被災者に清潔なトイレ環境を提供すること」を目的とした部局横

断的な情報の共有・対応が取れるような体制を整備する。 

また、携帯トイレ・簡易トイレ備蓄、マンホールトイレ整備、仮設トイレ確保等のため、民間事
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(4)～(5) （略） 

 

２～３ （略） 

 

第１０節  ごみ処理体制の整備 
 

（略） 
 

業者等との協定締結等協力体制の整備を進める。 

(4)～(5) （略） 

 

２～３ （略） 

 

第１０節  ごみ処理体制の整備 
 

 （略） 
  

 

第１４章  要配慮者の支援対策 
 

《基本的な考え方》 

 大規模災害では、高齢者、障がい者等のいわゆる「要配慮者」は、災害の発生時において必要な情

報を得ることや迅速かつ適切な行動をとることが困難であり、犠牲になる場合が多い。 

  市及び社会福祉施設等管理者は、外国人（旅行者含む。）も含めた要配慮者の安全を確保するた

め、地域住民、自主防災組織、民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ＮＰＯ・

ボランティア、国際交流協会等の協力を得ながら、平常時から要配慮者に関する情報の把握及び関係

者との共有や情報伝達体制を整備するとともに、防災担当部局と福祉担当部局等が連携して、避難行

動要支援者の個別避難計画の作成、避難誘導体制の整備備、適切な避難行動に関する理解の促進、避

難訓練の実施に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

《計画の体系》 （略） 

 

第１節  要配慮者の安全確保体制の確立 
 

１ 要配慮者の実態把握 

要配慮者について、防災担当部局と福祉担当部局とが連携して、介護保険事業者、障害福祉サービ

ス事業者、民生児童委員等の協力を得て自主防災組織や自治会等の範囲ごとに実態を把握し、情報の

充実を図るとともに、消防緊急通信指令システムの情報整備との連携を進める。 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 避難行動要支援者名簿 

(1) 避難行動要支援者名簿の作成 

ア 市は、関係部局で保有する情報を集約し、また、民生児童委員、自主防災組織、自治会、消防

 

第１４章  要配慮者の支援対策 
 

《基本的な考え方》 

 大規模災害では、高齢者、障がい者等のいわゆる「要配慮者」は、災害の発生時において必要な情

報を得ることや迅速かつ適切な行動をとることが困難であり、犠牲になる場合が多い。 

  市及び社会福祉施設等管理者は、外国人（旅行者含む。）も含めた要配慮者の安全を確保するた

め、地域住民、自主防災組織、民生児童委員、介護保険事業者、障害福祉サービス事業者、ＮＰＯ・

ボランティア、国際交流協会等の協力を得ながら、平常時から要配慮者に関する情報の把握及び関係

者との共有や情報伝達体制を整備するとともに、防災担当部局と福祉担当部局等が連携して、避難行

動要支援者の個別避難計画の作成、避難誘導体制の整備、適切な避難行動に関する理解の促進、避難

訓練の実施に努める。特に、市は障がいの種類及び程度に応じて障がい者が防災及び防犯に関する情

報を迅速かつ確実に取得することができるよう、体制の整備に努めるとともに、障がい者が緊急の通

報を円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行うことができるよう、多様な手段による緊急の通報体制

の整備にも努めるほか、初動対応を行うチームの確保や、在宅避難者を含む被災者支援のあり方な

ど、福祉的支援の強化に向けた検討を行う。 

また、市は、計画等の策定にあたっては、民間賃貸住宅、旅館・ホテル等を借り上げる等、多様な

避難所の確保に努めるほか、プライバシーの確保や男女、国籍等のニーズの違い等に配慮する。 

 

 

《計画の体系》 （略） 

 

第１節  要配慮者の安全確保体制の確立 
 

１ 要配慮者の実態把握 

要配慮者について、防災担当部局と福祉担当部局とが連携して、介護保険事業者、障害福祉サービ

ス事業者、民生児童委員等の協力を得て自主防災組織や自治会等の範囲ごとに実態を把握し、情報の

充実を図るとともに、消防緊急通信指令システムの情報整備との連携を進める。 

また、市は、保健師、福祉関係者、ＮＰＯ等の様々な主体が地域の実情に応じて実施している状況

把握の取組を円滑に行うことができるよう事前に実施主体間の調整を行うとともに、状況把握が必要

な対象者や優先順位付け、個人情報の利用目的や共有範囲について、あらかじめ、検討するよう努め

る。 

（略） 

 

 

２ 避難行動要支援者名簿 

(1) 避難行動要支援者名簿の作成 

ア 市は、関係部局で保有する情報を集約し、また、民生児童委員、自主防災組織、自治会、消防
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団等の協力を得て、市に居住する要配慮者のうち、災害時に自ら避難することが困難な者であっ

て、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するものの把握に努めるとともに、

避難行動要支援者についての避難支援等を実施するための基礎となる名簿（以下「避難行動要支

援者名簿」という。）を作成する。 

イ～オ （略） 

(2)～(4) （略） 

 

３ 個別避難計画の作成 

市は、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携のもと、民生児童委員、介護保険事業者、

障害福祉サービス事業者、自主防災組織、自治会、消防団等の避難支援等に携わる関係者と連携し

て、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、個別避難計画を作成するよう努め

る。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況の変化、ハザードマップの見直しや更

新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなるよう、必要に応じて更新するととも

に、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に支障が生じないよう、個別避難計画

情報の適切な管理に努める。 

(1) 個別避難計画作成の優先度の高い避難行動要支援者の範囲、作成目標、作成の進め方 

（略） 

(2) 避難支援等関係者となる者 

（略） 

(3) 個別避難計画作成に必要な個人情報及びその入手方法 

（略） 

(4) 個別避難計画の更新に関する事項 

（略） 

(5) 個別避難計画情報の提供に際しての情報漏えいを防止するための措置 

（略） 

(6) 要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための通知又は警告の配慮 

（略） 

(7) 避難支援等関係者の安全確保 

（略） 

 

 

 

 

４ 避難体制の確立 

(1) （略） 

(2) 個別避難計画の提供 

市は、消防機関、警察機関、民生児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携

わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同意がある場合には、あらかじ

め個別避難計画を提供する。また、多様な主体の協力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報

伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、避難訓練の実施等を一層図る。その際、個別避

難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講ずる。 

(3)～(4) （略） 

(5) 避難のための情報伝達 

ア （略） 

イ 多様な手段の活用による情報伝達 

緊急かつ着実な避難指示が伝達されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線（緊

急告知ラジオ含む。）や広報車による情報伝達に加え、携帯端末等の緊急速報メールを活用する

など、複数の手段を有機的に組み合わせて行う。 

また、避難行動要支援者自身が情報を取得できるよう、日常的に生活を支援する機器等への災

団、ＮＰＯ等の協力を得て、市に居住する要配慮者のうち、災害時に自ら避難することが困難な

者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要するものの把握に努めると

ともに、避難行動要支援者についての避難支援等を実施するための基礎となる名簿（以下「避難

行動要支援者名簿」という。）を作成する。 

イ～オ （略）  

(2)～(4) （略） 

  

３ 個別避難計画の作成 

市は、防災担当部局や福祉担当部局など関係部局の連携のもと、民生児童委員、介護保険事業者、

障害福祉サービス事業者、自主防災組織、自治会、消防団、ＮＰＯ等の避難支援等に携わる関係者と

連携して、名簿情報に係る避難行動要支援者ごとに、作成の同意を得て、地域特有の課題に留意した

上で個別避難計画を作成するよう努める。また、個別避難計画については、避難行動要支援者の状況

の変化、ハザードマップの見直しや更新、災害時の避難方法等の変更等を適切に反映したものとなる

よう、必要に応じて更新するとともに、庁舎の被災等の事態が生じた場合においても、計画の活用に

支障が生じないよう、個別避難計画情報の適切な管理に努める。 

(1) 個別避難計画作成の優先度の高い避難行動要支援者の範囲、作成目標、作成の進め方 

（略） 

(2) 避難支援等関係者となる者 

（略） 

(3) 個別避難計画作成に必要な個人情報及びその入手方法 

（略） 

(4) 個別避難計画の更新に関する事項 

（略） 

(5) 個別避難計画情報の提供に際しての情報漏えいを防止するための措置 

（略） 

(6) 要配慮者が円滑に避難のための立退きを行うことができるための通知又は警告の配慮 

（略） 

(7) 避難支援等関係者の安全確保 

（略） 

(8) デジタル技術の活用 

市は、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成

等にデジタル技術を活用することを検討する。 

 

４ 避難体制の確立 

(1) （略） 

(2) 個別避難計画の提供 

市は、消防機関、警察機関、民生児童委員、社会福祉協議会、自主防災組織など避難支援等に携

わる関係者に対し、避難行動要支援者本人及び避難支援等実施者の同意がある場合には、あらかじ

め個別避難計画を提供する。また、個別避難計画の実効性を確保する観点等から、多様な主体の協

力を得ながら、避難行動要支援者に対する情報伝達体制の整備、避難支援・安否確認体制の整備、

避難訓練の実施等を一層図る。その際、個別避難計画情報の漏えいの防止等必要な措置を講ずる。 

(3)～(4) （略） 

(5) 避難のための情報伝達 

ア （略） 

イ 多様な手段の活用による情報伝達 

緊急かつ着実な避難指示が伝達されるよう、各種情報伝達の特徴を踏まえ、防災行政無線（緊

急告知ラジオ含む。）や広報車による情報伝達に加え、携帯端末等の緊急速報メールを活用する

など、複数の手段を有機的に組み合わせて行う。 

また、避難行動要支援者自身が情報を取得できるよう、日常的に生活を支援する機器等への災
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風水害等予防－25 

害情報の伝達も活用するなど、多様な手段を活用して情報伝達を検討する。 

 

 

 

 

 

(6) （略） 

 

５～７ （略） 

 

 

第２節  社会福祉施設等における対策 
 

 （略） 

 

第３節  外国人及び市外からの来訪者への対策 
 

 （略） 
 

害情報の伝達も活用するなど、多様な手段を活用して情報伝達を検討する。 

さらに、障がいの種類及び程度に応じて障がい者が防災及び防犯に関する情報を迅速かつ確実

に取得することができるようにするため、体制の整備充実、設備又は機器の設置の推進その他の

必要な施策を講ずるよう努めるとともに、緊急の通報を円滑な意思疎通により迅速かつ確実に行

うことができるようにするため、多様な手段による緊急の通報の仕組みの整備の推進その他の必

要な施策を講ずるよう努める。 

(6) （略） 

 

５～７ （略） 

 

 

第２節  社会福祉施設等における対策 
 

 （略） 

 

第３節  外国人及び市外からの来訪者への対策 
 

 （略） 

 
 

第１５章  広域応援及び受援体制の整備 
 

 

《基本的な考え方》 

  市及び防災関係機関は、大規模災害が発生した場合に、円滑な広域応援活動が行えるよう、各関係

機関等とあらかじめ相互応援協定を締結するなどして、実効性の確保に留意した広域的な応援体制を

確立しておく。また、円滑な受援活動が行えるよう実施体制を整備しておく。 

 

 

 

１ 全県的な消防相互応援体制の整備 

知事、県内の全市町長及び消防一部事務組合の長は、災害時における消防相互応援体制を確立し、

災害の鎮圧と被害の軽減を図るために、「愛媛県消防広域相互応援協定」を締結している。協定の具

体的な運用については、「愛媛県消防広域相互応援計画」及び「愛媛県水防計画」の定めるところに

よる。 

また、知事、県内の全市町長及び消防一部事務組合機関の長が締結している「愛媛県消防団広域相

互応援協定」の具体的な運用については、「愛媛県消防広域相互応援計画」の定めるところによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１５章  広域応援及び受援体制の整備 
 

 

《基本的な考え方》 

  市及び防災関係機関は、大規模災害が発生した場合に、円滑な広域応援活動が行えるよう、消防の

広域化を推進するなど、消防の対応力の強化を図るよう努めるとともに、各関係機関等とあらかじめ

相互応援協定を締結するなどして、実効性の確保に留意した広域的な応援体制を確立しておく。ま

た、円滑な受援活動が行えるよう実施体制を整備しておく。 

 

 

１ 全県的な消防相互応援体制の整備 
(1)  県内の消防応援 

知事、県内の全市町長及び消防機関の長が締結している「愛媛県消防広域相互応援協定」及び

「愛媛県消防団広域相互応援協定」の具体的な運用については、「愛媛県消防広域相互応援計画」

の定めるところによる。 

知事、県内の全市町長及び消防一部事務組合の長は、災害時における消防相互応援体制を確立

し、災害の鎮圧と被害の軽減を図るために、「愛媛県消防広域相互応援協定」を締結している。協

定の具体的な運用については、「愛媛県消防広域相互応援計画」及び「愛媛県水防計画」の定める

ところによる。 

また、知事、県内の全市町長及び消防一部事務組合機関の長が締結している「愛媛県消防団広域相

互応援協定」の具体的な運用については、「愛媛県消防広域相互応援計画」の定めるところによる。 

 (2) 緊急消防援助隊 

大規模な災害又は特殊な災害が発生し、市及び消防相互応援協定に基づく消防活動に不足が見込

まれるときは、「愛媛県緊急消防援助隊受援計画」に基づき、知事に対し緊急消防援助隊の派遣を

要請する。 

市は、これらの措置に十分に対応できるよう、平時から県との連絡体制の強化を図るとともに、

受援計画・体制の整備を図る。 
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２ 全県的な防災相互応援体制の整備 

消防以外の分野について、他の市町に対する応援を求める場合を想定し、あらかじめ全県的な防災

広域相互応援協定を締結するよう努めるとともに、具体的な運用を定めたマニュアルを整備する。 

県と市が締結している協定等は、次のとおりである。 

なお、平成 31 年２月に県・市町連携により構築された人的な総合応援体制（県内市町間のカウン

ターパート方式）について更なる関係性を構築することにより実効性の確保に努める。 

 （略） 

 

 

 

３ 消防防災ヘリコプターの活用 

市は、「愛媛県消防防災ヘリコプターの支援に関する協定」に基づき、次のような消防防災活動に

消防防災ヘリコプターを活用する｡ 

(1) 災害予防対策活動 

（略） 

(2) 災害応急対策活動 

ア 被災状況の把握 

イ 被災地への救援物資、消火資機材の輸送及び要員の搬送 

ウ 化学プラント、高速道路等の損壊状況の把握 

エ 原子力災害時における空気モニタリング 

オ 市民への災害情報の伝達 

(3) 救急救助活動 

（略） 

 

４ 応援体制の整備 

（略） 

 

５ 受援体制の整備 

大規模災害が発生した場合に、自衛隊・消防・警察などの救助機関等や食料・飲料水・生活必需品

等の物資を円滑に被災地や被災者へ届けるため、県（「愛媛県広域防災活動要領」（令和３年３月改

定））等と連携し、支援受入の基本的な体制や手順等について定めた「今治市災害時受援計画（令和

４年４月修正）」に基づき、受援体制の整備を図る。 

(1)～(2) （略） 

(3) 応援側の活動環境の整備 

応援側が単独で活動するのではなく、応援側と本市側がペアになって活動する体制を整備するほ

か、応援側の活動拠点の確保、地図や業務マニュアル等の資料提供の準備など、応援側が円滑に活

動できるよう必要な環境整備を行う。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のた

め、適切な空間の確保に配慮する。 

 

 

 

 

 

 

(4) （略） 

 

６ 民間団体等との協力体制の確立 

（略） 

 

２ 全県的な防災相互応援体制の整備 

消防以外の分野について、他の市町に対する応援を求める場合を想定し、あらかじめ全県的な防災

広域相互応援協定を締結するよう努めるとともに、具体的な運用を定めたマニュアルを整備する。 

県と市が締結している協定等は、次のとおりである。 

なお、平成 31 年２月に県・市町連携により構築された人的な総合応援体制（県内市町間のカウン

ターパート方式）について更なる関係性を構築することにより実効性の確保に努める。 

 （略） 

なお、多大な人的支援を必要とする指定避難所運営等については、他市町村等からの応援職員を積

極的に受け入れるよう受援体制の充実を図る。 

 

３ 消防防災ヘリコプターの活用 

市は、「愛媛県消防防災ヘリコプターの支援に関する協定」に基づき、次のような消防防災活動に

消防防災ヘリコプターを活用する｡ 

(1) 災害予防対策活動 

（略） 

(2) 災害応急対策活動 

ア 被災状況の把握 

イ 被災地への救援物資、消火資機材の輸送及び要員の搬送 

ウ 化学プラント、高速道路等の損壊状況の把握 

エ 原子力災害時における空気モニタリング 

エオ 市民への災害情報の伝達 

(3) 救急救助活動 

（略） 

 

４ 応援体制の整備 

（略） 

 

５ 受援体制の整備 

大規模災害が発生した場合に、自衛隊・消防・警察などの救助機関等の受入れや食料・飲料水・生

活必需品等の物資を円滑に被災地や被災者へ届けるため、県（「愛媛県広域防災活動要領」（令和３

年３月改定））等と連携し、支援受入れの基本的な体制や手順等について定めた「今治市災害時受援

計画（令和４年４月修正）」及び「今治市緊急消防援助隊等受援計画」に基づき、受援体制の整備を

図る。 

(1)～(2) （略） 

(3) 応援側の活動環境の整備 

応援側が単独で活動するのではなく、応援側と本市側がペアになって活動する体制を整備するほ

か、応援側の活動拠点の確保、地図や業務マニュアル等の資料提供の準備など、応援側が円滑に活

動できるよう必要な環境整備を行う。その際、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のた

め、適切な空間の確保に配慮する。 

また、応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、応援職員等に対して紹介でき

る、ホテル・旅館、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地など宿泊場所

として活用可能な施設等のリスト化に努めるとともに、災害時に活用可能なトレーラーハウス、ム

ービングハウス、コンテナハウス等については、平時から登録・データベース化する等の仕組みを

検討する。 

(4) （略） 

 

６ 民間団体等との協力体制の確立 

（略） 
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第１６章  情報通信システムの整備 
 

 

《基本的な考え方》 

 市及び防災関係機関は、災害時における情報通信の重要性に鑑み、平常時から大規模災害の発生に

備え、災害情報を迅速かつ的確に把握し、的確な防災対策を実施できるよう、情報通信システムの高

度化及び多重化を図るほか、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確

に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。 

また、大規模災害時において、通常の通信手段が確保できない場合を考慮し、平素から他機関等の

通信手段が利用できるよう代替ルートについて検討しておくとともに、市域の被害状況を的確に把握

するための災害情報の収集、伝達体制を確立する。 

 

 

 

 

１ 現有施設状況 

（略） 

 

２ 情報収集・連絡体制の整備 

市及び防災関係機関は、風水害等の災害時において迅速かつ的確な災害情報等の収集・連絡が行え

るよう、平素から情報伝達ルートの多重化及び情報収集・連絡体制の明確化等による体制の確立に努

める。その際、夜間休日等の執務時間外においても対応できるように配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 通信施設の整備 

通信施設管理者は、防災上重要な通信施設、設備等については、次により点検、整備等を行い、災

害応急対策の円滑な実施を確保する。 

また、被災者等への情報伝達手段として、特に市防災行政無線（緊急告知ラジオの普及も含む。）

の整備を図るとともに、携帯電話を含め、要配慮者にも配慮した多様な通信手段の整備に努める。 

なお、通信施設の設置の際には、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備等の保守点検の実

施や的確な操作の徹底を図るほか、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所へ設置す

る。 

(1)～(3) （略） 

(4) 機器の整備 

ア 市防災行政無線等、情報伝達手段の整備充実 

（略） 

イ 今治市イントラネットの活用 

（略） 

ウ 防災活動支援のための携帯電話の活用 

緊急情報伝達体制の確立のため、携帯電話の活用を推進する。 

 

 

第１６章  情報通信システムの整備 
 

 

《基本的な考え方》 

 市及び防災関係機関は、災害時における情報通信の重要性に鑑み、平常時から大規模災害の発生に

備え、災害情報を迅速かつ的確に把握し、的確な防災対策を実施できるよう、情報通信システムの高

度化及び多重化を図るほか、被害情報及び関係機関が実施する応急対策の活動情報等を迅速かつ正確

に分析・整理・要約・検索するため、最新の情報通信関連技術の導入に努めるものとする。 

特に、効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティング技術、

ＳＮＳの活用など、デジタル技術の活用に取り組むものとする。 

また、大規模災害時において、通常の通信手段が確保できない場合を考慮し、平素から他機関等の

通信手段が利用できるよう代替ルートについて検討しておくとともに、市域の被害状況を的確に把握

するための災害情報の収集、伝達体制を確立する。 

 

 

１ 現有施設状況 

（略） 

 

２ 情報収集・連絡体制の整備 

市及び防災関係機関は、風水害等の災害時において迅速かつ的確な災害情報等の収集・連絡が行え

るよう、平素から情報伝達ルートの多重化及び情報収集・連絡体制の明確化等による体制の確立に努

めるとともに、定期的な訓練等を通じた平常時からの連携体制の構築に努める。その際、夜間休日等

の執務時間外においても対応できるように配慮する。 

また、市は、情報の共有化を図るため、各機関が横断的に共有すべき防災情報を、総合防災情報シ

ステム（ＳＯＢＯ－ＷＥＢ）に集約できるよう努めるとともに、位置情報と結びついた避難所の情報

や通行可能な道路等の現場の情報等各種情報がリアルタイムで共有できる体制の構築に努める。 

さらに市は、機動的な情報収集活動を行うため、必要に応じ航空機、無人航空機、巡視船、車両、

ＳＡＲ衛星を含む人工衛星、固定カメラ等の多様な情報収集手段を活用できる体制の整備に努める。 

 

３ 通信施設の整備 

通信施設管理者は、防災上重要な通信施設、設備等については、次により点検、整備等を行い、災

害応急対策の円滑な実施を確保する。 

また、被災者等への情報伝達手段として、特に市防災行政無線（緊急告知ラジオの普及も含む。）

の整備を図るとともに、携帯電話を含め、要配慮者にも配慮した多様な通信手段の整備に努める。 

なお、通信施設の設置の際には、非常用電源設備を整備するとともに、無線設備等の保守点検の実

施や的確な操作の徹底を図るほか、専門的な知見・技術をもとに耐震性のある堅固な場所へ設置す

る。 

(1)～(3) （略） 

(4) 機器の整備 

ア 市防災行政無線等、情報伝達手段の整備充実 

（略） 

イ 今治市イントラネットの活用 

（略） 

ウ 防災活動支援のための携帯電話の活用 

緊急情報伝達体制の確立のため、携帯電話の活用を推進する。 

なお、公共安全モバイルシステムの活用に努める。 
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エ アマチュア無線の活用 

（略） 

 

 

 

 

(5) 消防緊急通信指令施設の整備拡充 

高度情報社会に対応した防災システムを構築するため、最先端装置を導入し、消防隊の出動指令

の自動化、受信機能向上を図っており、今後は総合的な管制システムの完成を図る。また、無線サ

イレン吹鳴装置を整備し、吹鳴スピーカーを利用した広報施設の整備を図る。 

 

 

(6)～(8) （略） 

 

４～７ （略） 
 

エ アマチュア無線の活用 

（略） 

オ 衛星インターネットの活用 

通信が途絶している地域で、派遣職員等が活動する場合を想定し、衛星通信を活用したインタ

ーネット機器の整備、活用に努めるとともに、通信輻輳時及び途絶時を想定した通信統制や重要

通信の確保及び非常通信を取り入れた実践的通信訓練を定期的に実施するよう努める。 

(5) 消防指令システム緊急通信指令施設の整備拡充 

高度情報社会に対応した防災システムを構築するため、AI、クラウド コンピューティングなど

のデジタル技術や映像等を多用した情報収集システム最先端装置を導入し、正確な情報聴取と迅速

な指令伝達が可能となる高機能な消防指令システム等の構築を図る。消防隊の出動指令の自動化、

受信機能向上を図っており、今後は総合的な管制システムの完成を図る。また、無線サイレン吹鳴

装置を整備し、吹鳴スピーカーを利用した広報施設の整備を図る。 

(6)～(8) （略） 

 

４～７ （略） 

 
 

第１７章  緊急輸送体制の整備 
 

 （略） 

 

第１節  緊急輸送ネットワークの整備 
 

県指定の緊急輸送道路、防災拠点となる港湾及び拠点ヘリコプター離着陸場等を基軸にして、市輸

送拠点及び市緊急輸送道路を定め、その他ヘリコプター離着陸場等も組み入れ、指定避難所等の被災

住民とを有機的に結ぶ「緊急輸送ネットワーク」の形成及び整備推進を図る。 

また、緊急時における輸送の重要性に鑑み、緊急輸送ネットワークとして指定された輸送施設及び

輸送拠点については、特に災害に対する安全性の確保に配慮する。 

なお、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておく。 

 

 

第２節  陸上輸送の環境整備 
 

１ 市の緊急輸送道路の指定 

災害時に迅速かつ円滑な緊急輸送が確保できるよう、前記「緊急輸送ネットワーク」を形成する県

指定緊急輸送道路以外の路線について、市の緊急輸送道路をあらかじめ指定する。 

 

 

２ 緊急輸送道路の整備 

県指定及び市指定の緊急輸送道路にあたる道路及び橋りょうについては、災害が発生しても緊急輸

送が確実に実施できるよう、定期的な点検とともに補強、整備を進める。 

 

 

３～５ （略） 

 

第３節  航空輸送の環境整備 
 

 

第１７章  緊急輸送体制の整備 
 

 （略） 

 

第１節  緊急輸送ネットワークの整備 
 

県指定の緊急輸送道路、防災拠点となる港湾及び拠点ヘリコプター離着陸場等を基軸にして、市輸

送拠点及び市緊急輸送道路を定め、その他ヘリコプター離着陸場等も組み入れ、指定避難所等の被災

住民とを有機的に結ぶ「緊急輸送ネットワーク」の形成及び整備推進を図る。 

また、緊急時における輸送の重要性に鑑み、緊急輸送ネットワークとして指定された輸送施設及び

輸送拠点については、特に災害に対する安全性の確保に配慮する。 

なお、輸送拠点として活用可能な民間事業者の管理する施設を把握しておく。 

 

 

第２節  陸上輸送の環境整備 
 

１ 市の（仮称）緊急活動道路緊急輸送道路の指定 

災害時に迅速かつ円滑な緊急輸送が確保できるよう、前記「緊急輸送ネットワーク」を形成する県

指定緊急輸送道路以外の路線について、市の（仮称）緊急活動道路緊急輸送道路をあらかじめ指定す

る。 

 

２ 緊急輸送道路等の整備 

県指定及び市指定の緊急輸送道路及び市指定の（仮称）緊急活動道路にあたる道路及び橋りょうに

ついては、災害が発生しても緊急輸送等が確実に実施できるよう、定期的な点検とともに補強、整備

を進める。 

 

３～５ （略） 

 

第３節  航空輸送の環境整備 
 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－29 

災害時に迅速確実な輸送を行うため、県や自衛隊等のヘリコプター運航に係る地上支援体制の整備

を図る。また、ヘリコプター離着陸場の整備拡充に努める。 

 

 

 

 

第４節  海上輸送の環境整備 
 

（略） 

 

第５節  運送事業者等との協力体制の整備 
 

（略） 

 

災害時に迅速確実な輸送を行うため、県や自衛隊等のヘリコプター運航に係る地上支援体制の整備

を図る。また、ヘリコプター離着陸場の整備拡充に努める。 

また、自衛隊航空機等での車両・資機材の輸送等が円滑に行えるよう、平時からの連携体制構築や

連携訓練を実施するよう努める。 

 

 

第４節  海上輸送の環境整備 
 

（略） 

 

第５節  運送事業者等との協力体制の整備 
 

（略） 

 
 

第１８章  防災都市づくりの推進 
 

 （略） 

 

第１節  安全・安心な都市づくりの推進 
 

防災対策の基本的な方策は、本市を災害に強い都市構造につくりかえることである。そのために

は、住宅密集地域の再開発、建築物の不燃化、道路の整備拡幅、公園、広場等のオープンスペースの

確保といった施策を強力に推進する必要がある。 

しかし、これらの施策を市全域で全面的に展開することは、巨額の費用を要し、市民の価値観の多

様化や財政力の限界等から極めて難しい。 

市としては、防災アセスメント結果等を踏まえて、都市計画事業等の積極的推進を図り、かつ修復

型、改良型の手法による整備を長期的、計画的に推進することにより、防災都市づくりを進める。 

災害に強い都市づくりの第一歩は都市を計画的に整備していくことであり、そのため都市計画法に

基づき各地区の見直しを随時行う。 

また、風水害に強いまちづくりを推進するため、以下の措置を講ずる。 

 

 

 

 

(1)～(3) （略） 

(4) 市は、治水・防災・まちづくりを担当する各部局の連携のもと、有識者の意見を踏まえ、豪雨、

洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討し、その評価を踏まえ、防災・減災目

標を設定するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１８章  防災都市づくりの推進 
 

 （略） 

 

第１節  安全・安心な都市づくりの推進 
 

防災対策の基本的な方策は、本市を災害に強い都市構造につくりかえることである。そのために

は、住宅密集地域の再開発、建築物の不燃化、道路の整備拡幅、公園、広場等のオープンスペースの

確保といった施策を強力に推進する必要がある。 

特に密集市街地においては、老朽木造家屋の除却や延焼防止性能の高い建築物への建替えの推進を

進めていく必要があるが、こうした取組は、地元住民等の理解を得ながら進めていく必要があり、防

災マップの作成、防災訓練や防災パトロールの実施、防災に関する人材育成など、地域防災力の向上

に資するソフト対策を推進することも必要である。 

しかし、これらの施策を市全域で全面的に展開することは、巨額の費用を要し、市民の価値観の多

様化や財政力の限界等から極めて難しい。 

市としては、防災アセスメント結果等を踏まえて、都市計画事業等の積極的推進を図り、かつ修復

型、改良型の手法による整備を長期的、計画的に推進することにより、防災都市づくりを進める。 

災害に強い都市づくりの第一歩は都市を計画的に整備していくことであり、そのため都市計画法に

基づき各地区の見直しを随時行う。 

また、風水害に強いまちづくりを推進するため、以下の措置を講ずる。 

(1)～(3) （略） 

(4) 市は、治水・防災・まちづくりを担当する各部局の連携のもと、有識者の意見を踏まえ、豪雨、

洪水、高潮、土砂災害等に対するリスクの評価について検討する。特に、豪雨や洪水のリスク評価

に際しては、浸水深や発生頻度等を踏まえて検討するよう努めるものとする。し、そのこれらの評

価を踏まえ、防災・減災目標を設定するよう努める。 

(5) 市は、所有者不明土地を活用した防災空地、備蓄倉庫等の整備、災害発生のおそれのある所有者

不明土地の管理不全状態の解消等、所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法に基づく

措置を活用した防災対策を推進に努める。 

(6) 盛土等による災害を防止するため、危険な盛土等が確認された場合は、宅地造成及び特定盛土等

規制法（昭和 36 年法律第 191 号）第 50 条に基づき、市長は、宅地造成等工事規制区域、特定盛土

等規制区域及び造成宅地防災区域内における宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に伴う災害の防

止に関し、県知事に意見を申し出るものとする。 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－30 

 

第２節  市街地の整備 
 

（略） 

 

第３節  公園等オープンスペースの確保 
 

（略） 

 

第４節  道路施設の整備 
 

道路及び橋りょうは、単に人、物の輸送を分担する交通機能のみならず、災害時には、避難、救

援、消防活動などに重要な役割を果たすほか、住宅密集地等においては火災の延焼を防止するなど、

多様な機能を有している。 

また、避難路、緊急輸送道路、国土交通大臣が指定した重要物流道路及びその代替の補完路など防

災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指

定して道路の占用の禁止又は制限を進めるともに、無電柱化の促進に努めるものとする。 

災害時におけるこれらの機能を確保するため、道路の整備、橋りょうの架替、補修を推進する。 

 

１ 道路の整備 

（略） 

 

２ 橋りょうの架替、補修 

老朽化した橋りょうについては、災害時における避難、緊急物資の輸送などに支障をきたすことに

なる。 

このため、国、県道橋については、架替、補修等を要請するとともに、市道橋についてはその架

替、補修等の整備を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節  建築物の不燃化 
 

（略） 

 

第６節  建築物、工作物等の崩壊、倒壊防止 
 

（略） 

 

第７節  地下空間の浸水防止 
 

（略） 

 

第２節  市街地の整備 
 

（略） 

 

第３節  公園等オープンスペースの確保 
 

（略） 

 

第４節  道路施設の整備 
 

道路及び橋りょうは、単に人、物の輸送を分担する交通機能のみならず、災害時には、避難、救

援、消防活動などに重要な役割を果たすほか、住宅密集地等においては火災の延焼を防止するなど、

多様な機能を有している。 

また、避難路、緊急輸送道路、国土交通大臣が指定した重要物流道路及びその代替の補完路など防

災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指

定して道路の占用の禁止又は制限を進めるともに、無電柱化の促進に努めるものとする。 

災害時におけるこれらの機能を確保するため、道路の整備、橋りょうの架替、補修を推進する。 

 

１ 道路の整備 

（略） 

 

２ 橋りょうの架替、補修 

老朽化した橋りょうについては、災害時における避難、緊急物資の輸送などに支障をきたすことに

なる。 

このため、国、県道橋については、架替、補修等を要請するとともに、市道橋についてはその架

替、補修等の整備を推進する。 

また、渡河部の道路橋や河川に隣接する道路の流失により、被災地の孤立が長期化しないよう、洗

掘防止や橋りょうの架け替え等の対策に努める。 

 

３ アンダーパス部の冠水防止 

市は、アンダーパス部等の道路の冠水を防止するため、必要に応じて、排水施設及び排水設備の補

修等を推進する。 

 

 

第５節  建築物の不燃化 
 

（略） 

 

第６節  建築物、工作物等の崩壊、倒壊防止 
 

（略） 

 

第７節  地下空間の浸水防止 
 

（略） 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－31 

 

第８節  コンピュータの安全対策 
 

（略） 
 

 

第８節  コンピュータの安全対策 
 

（略） 

 
 

第１９章  ライフラインの災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  水道施設 
 

（略） 

 

第２節  下水道施設 
 

（略） 

 

第３節  工業用水道施設 
 

（略） 

 

第４節  電力施設 
 

（略） 

 

第５節  ガス施設 
 

（略） 

 

第６節  電信電話施設 
 

西日本電信電話株式会社は、災害時においても、可能な限り電気通信サービスを維持し、重要通信

を疎通させるよう、平常時から設備自体を強固にし、信頼性の高い通信設備を構築するとともに、防

災対策の推進と防災体制の確立を図る。 

 

 

１～５ （略） 

 

第７節  廃棄物処理施設 
 

 （略） 
 

 

第１９章  ライフラインの災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  水道施設 
 

（略） 

 

第２節  下水道施設 
 

（略） 

 

第３節  工業用水道施設 
 

（略） 

 

第４節  電力施設 
 

（略） 

 

第５節  ガス施設 
 

（略） 

 

第６節  電信電話施設 
 

西日本電信電話株式会社は、災害時においても、可能な限り電気通信サービスを維持し、重要通信

を疎通させるよう、平常時から設備自体を強固にし、信頼性の高い通信設備を構築するとともに、防

災対策の推進と防災体制の確立を図る。 

なお、地方公共団体の庁舎等の重要拠点の通信確保に配慮する。 

 

１～５ （略） 

 

第７節  廃棄物処理施設 
 

 （略） 

 

 

   



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－32 

第２０章  公共土木施設等の災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  道路施設 
 

１ 緊急輸送道路、重要物流道路等の確保 

道路交通の確保は、災害時において、避難や救助をはじめ、物資の輸送や諸施設の復旧など応急対

策活動を実施するうえで必要不可欠である。 

また、避難路、緊急輸送道路、国土交通大臣が指定した重要物流道路及びその代替の補完路など防

災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指

定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

さらに、発災後の道路の障害物除去等による応急復旧等に必要な人員、資機材等の確保について、

一般社団法人愛媛県建設業協会等と協定を締結し、体制の整備を図る。また、応急復旧等を迅速に行

うため、道路管理者相互の連携のもと、あらかじめ応急復旧等の計画を立案するものとする。 

 

 

２ 防災点検等の実施 

（略） 

 

３ 施設の防災対策及び改良整備 

道路管理者は、防災点検等で対応が必要とされた箇所（区間）及び未改良区間について、緊急輸送

道路及び緊急性の高い路線及び箇所（区間）から順次、防災対策及び改良整備を実施する。 

（略） 

 

４～６ （略） 

 

第２節  河川管理施設 
 

 （略） 

 

第３節  海岸保全施設 
 

 （略） 

 

第４節  港湾施設 
 

１～３ （略） 

 

４ 施設の補強・整備 

近年の高波被害を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の補強を推進する。 

 

 

５ （略） 

 

６ 脆弱箇所の情報共有 

第２０章  公共土木施設等の災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  道路施設 
 

１ 緊急輸送道路、重要物流道路等の確保 

道路交通の確保は、災害時において、避難や救助をはじめ、物資の輸送や諸施設の復旧など応急対

策活動を実施するうえで必要不可欠である。 

また、避難路、緊急輸送道路、国土交通大臣が指定した重要物流道路及びその代替の補完路など防

災上重要な経路を構成する道路について、災害時の交通の確保を図るため、必要に応じて、区域を指

定して道路の占用の禁止又は制限を行うとともに、無電柱化の促進を図るものとする。 

さらに、発災後の道路の障害物除去等による応急復旧等に必要な人員、資機材等の確保について、

一般社団法人愛媛県建設業協会等と協定を締結し、体制の整備を図る。また、道路啓開や応急復旧等

を迅速に行うため、道路管理者相互の連携のもと、あらかじめ道路啓開や応急復旧等の計画を立案す

るものとする。 

 

２ 防災点検等の実施 

（略） 

 

３ 施設の防災対策及び改良整備 

道路管理者は、防災点検等で対応が必要とされた箇所（区間）及び未改良区間について、緊急輸送

道路等及び緊急性の高い路線及び箇所（区間）から順次、防災対策及び改良整備を実施する。 

（略） 

 

４～６ （略） 

 

第２節  河川管理施設 
 

 （略） 

 

第３節  海岸保全施設 
 

 （略） 

 

第４節  港湾施設 
 

１～３ （略） 

 

４ 施設の補強・整備 

近年の高波被害や気候変動を踏まえ、耐波性能の照査や既存施設の補強を推進する。また、関係者

で協働した気候変動適応策の計画的な実施を推進する。 

 

５ （略） 

 

６ 脆弱箇所の情報共有 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－33 

港湾管理者は、過去に被災した箇所など港湾内の脆弱箇所を把握し、関係事業者に情報共有するこ

とにより連携を強化する。 

 

 

 

 

 

第５節  漁港施設 
 

 （略） 

 

第６節  農業用施設 
 

農地・農業用施設の適切な維持保全は、土壌の浸食防止や、水田・ため池等における雨水の一次貯

留効果による洪水被害の防止・軽減等、下流域の災害防止に役立っている。このため、その機能が十

分発揮できるよう、農地・農業用施設における災害を未然に防止し、また、被害を最小限にとどめる

ため、次の事業を実施する。 

 

１～２ （略） 

 

３ 老朽ため池 

農業用施設及び公共施設の災害を未然に防止するため、漏水量や堤体の変化など緊急性に応じて改

修や利用されていないため池の廃止を進める。中でも、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等

が存在し、人的被害を与えるおそれのある「防災重点農業用ため池」を優先して、農村地域防災減災

事業等により防災減災対策を講ずる。 

緊急連絡体制の整備や被害想定区域及び避難場所等を表示した「ため池ハザードマップ」の作成・

周知などのソフト対策を組み合わせた防災減災対策を講ずる。 

ため池ハザードマップは、防災訓練等に活用して地域住民の自主防災意識の向上、ため池の防災対

策等災害時の被害軽減に役立てるものとする。 

また、ため池の所有者及び管理者は、ため池の機能が十分に発揮されるよう、必要に応じて「愛媛

県ため池保全サポートセンター」を活用し、ため池の適正な管理に努める。 

 

４ （略） 
 

港湾管理者は、過去に被災した箇所など港湾内の脆弱箇所を把握し、関係事業者に情報共有するこ

とにより連携を強化する。 

港湾管理者は、走錨等に起因する事故の可能性がある海上施設周辺海域に面する臨港道路におい

て、船舶の走錨等による臨港道路の損壊を未然に防止するため、必要に応じて、防衝工の設置を検討

する。 

 

 

第５節  漁港施設 
 

 （略） 

 

第６節  農業用施設 
 

農地・農業用施設の適切な維持保全は、土壌の浸食防止や、水田・ため池等における雨水の一次貯

留効果による洪水被害の防止・軽減等、下流域の災害防止に役立っている。このため、その機能が十

分発揮できるよう、農地・農業用施設における災害を未然に防止し、また、被害を最小限にとどめる

ため、次の事業を実施する。 

 

１～２ （略） 

 

３ 老朽ため池 

農業用施設及び公共施設の災害を未然に防止するため、漏水量や堤体の変化など緊急性に応じて改

修や利用されていないため池の廃止を進める。中でも、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設等

が存在し、人的被害を与えるおそれのある「防災重点農業用ため池」を優先して、ため池ハザードマ

ップや水位計・カメラ等の遠隔監視システムを活用した緊急時の迅速な避難体制整備を支援する農村

地域防災減災事業等により防災減災対策を講ずる。緊急連絡体制の整備や被害想定区域及び避難場所

等を表示した「ため池ハザードマップ」の作成・周知などのソフト対策を組み合わせた防災減災対策

を講ずる。 

ため池ハザードマップは、防災訓練等に活用して地域住民の自主防災意識の向上、ため池の防災対

策等災害時の被害軽減に役立てるものとする。 

また、ため池の所有者及び管理者は、ため池の機能が十分に発揮されるよう、必要に応じて「愛媛

県ため池保全サポートセンター」を活用し、ため池の適正な管理に努める。 

 

４ （略） 

 
 

第２１章  危険物施設等の災害予防対策 
 

 （略） 
 

 

第２１章  危険物施設等の災害予防対策 
 

 （略） 

 

 

 

第２２章  資機材等の点検整備 
 

 （略） 
 
 

 

第２２章  資機材等の点検整備 
 

 （略） 

 

 

   



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－34 

第２３章  海上災害予防対策 
 

 （略） 
 

第２３章  海上災害予防対策 
 

 （略） 

 
 

第２４章  原子力災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  情報の収集・連絡体制等の整備 
 

（略） 

 

第２節  住民等への的確な情報伝達体制の整備 
 

（略） 

 

第３節  原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発 
 

（略） 

 

第４節  防災訓練等の実施 
 

市は、県及び関係機関と連携し、以下の防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練を県と

共同で行う。 

ア 災害対策本部等の設置運営訓練 

イ 対策拠点施設への参集、立上げ、運営訓練 

ウ 緊急時通信連絡訓練 

エ 緊急時モニタリング訓練 

オ 住民に対する情報伝達訓練 

カ 住民避難訓練 

キ 消防活動訓練・人命救助活動訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節  原子力災害時等における避難者受入支援体制の整備 
 

 

第２４章  原子力災害予防対策 
 

 （略） 

 

第１節  情報の収集・連絡体制等の整備 
 

（略） 

 

第２節  住民等への的確な情報伝達体制の整備 
 

（略） 

 

第３節  原子力防災等に関する住民等に対する知識の普及と啓発 
 

（略） 

 

第４節  防災訓練等の実施 
 

市は、県及び関係機関と連携し、以下の防災活動の要素ごと又は各要素を組み合わせた訓練を県と

共同で行う。 

ア 緊急時通信連絡訓練 

イ 緊急時モニタリング訓練 

ウ 災害広報訓練 

エ 災害対策本部訓練 

オ オフサイトセンター運営訓練 

カ 原子力災害医療活動訓練 

キ 自衛隊等災害派遣要請訓練 

ク 住民避難・誘導訓練 

ケ その他緊急事態応急対策に必要な訓練 

ア 災害対策本部等の設置運営訓練 

イ 対策拠点施設への参集、立上げ、運営訓練 

ウ 緊急時通信連絡訓練 

エ 緊急時モニタリング訓練 

オ 住民に対する情報伝達訓練 

カ 住民避難訓練 

キ 消防活動訓練・人命救助活動訓練 

 

 

第５節  原子力災害時等における避難者受入支援体制の整備 
 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－35 

市は、四国電力株式会社伊方原子力発電所において原子力災害が発生又は発生するおそれがある場

合、国、県及び関係市町（伊方町、伊予市、八幡浜市）の要請により、避難者の受入れを行う。 

市は、「原子力災害発生時等における避難者受入計画（伊方町編）（伊予市、八幡浜市編）」に基

づき、連絡体制や受入支援体制の整備を図る。 
 

市は、四国電力株式会社伊方原子力発電所において原子力災害が発生又は発生するおそれがある場

合、国、県及び関係市町（伊方町、伊予市、八幡浜市）の要請により、避難者の受入れを行う。 

市は、「原子力災害発生時等における避難者受入計画（伊方町編）（伊予市、八幡浜市編）」に基

づき、連絡体制や受入支援体制の整備を図る。 

 
 

第２５章  災害復旧・復興への備え 
 

 （略） 

 
《計画の体系》 

第 25 章 災害復旧・復興への備え 
第１節 平常時からの備え 

第２節 複合災害への備え 

第３節 災害廃棄物の発生への対応 
第４節 各種データの整備保全 
第５節 保険・共済の活用 

第６節 罹災証明書交付体制の整備 

第７節 復興事前準備の実施 
 

 

第１節  平常時からの備え 
 

市は、平常時から国、地方公共団体等関係機関間や、企業等との間で協定を締結し、訓練等を通じ

て災害時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保も留意しながら連携強化を進めるこ

とにより、災害時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努める。 

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）につい

ては、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウ

ハウや能力等を活用する。 

市は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄量、

公的機関・供給事業者等の保有量を把握したうえで、不足が懸念される場合には、関係機関や民間事

業者との連携に努める。なお、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給につ

いて協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努める。 

市は、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害協定の締

結を推進する。 

市は、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等とともに、担い手の確保・育成に取り組む

よう努める。 

市は、男女共同参画の視点からの災害対応について、防災担当部局と男女共同参画部局、男女共同

参画センターの連携体制を構築するとともに、平常時及び災害時における役割を明確化しておくよう

努める。 

市の防災会議、災害対策本部等への女性の参画を拡大し、男女共同参画の視点からの取組みに関す

る理解促進が得られるよう努めるとともに、国の「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画

の視点からの防災・復興ガイドライン～」の周知徹底を図る。 

市及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経験者をリ

スト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努める。また、市は、

退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活用や、民間の人材の任期付き雇用等の人材確保

 

第２５章  災害復旧・復興への備え 
 

 （略） 

 
《計画の体系》 

第 25 章 災害復旧・復興への備え 
第１節 平常時からの備え 

第２節 複合災害への備え 

第３節 災害廃棄物の発生への対応 
第４節 各種データの整備保全 
第５節 公費解体に関する体制の整備 

第５６節 保険・共済の活用 

第６７節 罹災証明書交付体制の整備 

第７８節 復興事前準備の実施 
 

第１節  平常時からの備え 
 

市は、平常時から国、地方公共団体等関係機関間や、企業等との間で協定を締結し、訓練等を通じ

て災害時の連絡先、要請手続等の確認を行うなど、実効性の確保も留意しながら連携強化を進めるこ

とにより、災害時に各主体が迅速かつ効果的な災害応急対策等が行えるように努める。 

民間事業者に委託可能な災害対策に係る業務（被災情報の整理、支援物資の管理・輸送等）につい

ては、あらかじめ民間事業者との間で協定を締結しておくなど協力体制を構築し、民間事業者のノウ

ハウや能力等を活用する。 

市は、燃料、発電機、建設機械等の応急・復旧活動時に有用な資機材について、地域内の備蓄量、

公的機関・供給事業者等の保有量を把握したうえで、不足が懸念される場合には、関係機関や民間事

業者との連携に努める。なお、燃料については、あらかじめ、石油販売業者と、燃料の優先供給につ

いて協定の締結を推進するとともに、平時から受注機会の増大などに配慮するよう努める。 

市は、随意契約の活用による速やかな災害応急対策ができるよう、建設業団体等との災害協定の締

結を推進する。 

市は、災害応急対策への協力が期待される建設業団体等とともに、担い手の確保・育成に取り組む

よう努める。 

市は、男女共同参画の視点からの災害対応について、防災担当部局と男女共同参画部局、男女共同

参画センターの連携体制を構築するとともに、平常時及び災害時における役割を明確化しておくよう

努める。 

市の防災会議、災害対策本部等への女性の参画を拡大し、男女共同参画の視点からの取組みに関す

る理解促進が得られるよう努めるとともに、国の「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画

の視点からの防災・復興ガイドライン～」の周知徹底を図る。また、指導的立場にある者や防災部局

の職員等を対象にした研修を実施する。 

市及びライフライン事業者は、発災後の円滑な応急対応、復旧・復興のため、災害対応経験者をリ

スト化するなど、災害時に活用できる人材を確保し、即応できる体制の整備に努める。また、市は、

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等予防－36 

方策をあらかじめ整えるように努める。 

 

 

 

 

 

 

第２節  複合災害への備え 
 

（略） 

 

第３節  災害廃棄物の発生への対応 
 

市は、県と協力し、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立及び関係機関・民間事業

者等との協力体制並びに十分な大きさの仮置き場・処分場の確保に努める。 

市は、県と協力し、県内で一定程度の余裕を持った処理施設の能力を維持し、災害廃棄物処理機能

の多重化や代替性の確保に努める。 

また、市は、災害廃棄物に関する情報のほか、災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）、

災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）、地方公共団体等の関係者によって組織する地域ブロック

協議会の取組み等に関して、ホームページ等において公開する等、周知に努める。 

 

 

 

第４節  各種データの整備保全 
 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節  保険・共済の活用 
 

（略） 

 

第６節  罹災証明書交付体制の整備 
 

市は、災害時に、罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査担当者の育成、他の

地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入態勢の構築等を計画的に進めるなど、罹災

証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備に努める。 

また、災害時に速やかに被災者への罹災証明書の発行ができるよう、罹災証明書発行事務担当者へ

の「罹災証明発行事務マニュアル」の習熟を図る。 

さらに市は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について推進

退職者（自衛隊等の国の機関の退職者も含む。）の活用や、民間の人材の任期付き雇用等の人材確保

方策をあらかじめ整えるように努める。 

市及び防災関係機関は、他の関係機関と連携の上、災害時に発生する状況を予め想定し、各機関が

実施する災害対応を時系列で整理した防災行動計画（タイムライン）を作成するよう努めるととも

に、作成後は必要に応じて同計画の見直しを行うほか、平時から訓練や研修等を実施し、同計画の効

果的な運用に努める。 

 

第２節  複合災害への備え 
 

（略） 

 

第３節  災害廃棄物の発生への対応 
 

市は、県と協力し、大量の災害廃棄物の発生に備え、広域処理体制の確立及び関係機関・民間事業

者等との協力体制並びに十分な大きさの仮置き場・処分場の確保に努める。 

市は、県と協力し、県内で一定程度の余裕を持った処理施設の能力を維持し、災害廃棄物処理機能

の多重化や代替性の確保に努める。 

また、市は、災害廃棄物に関する情報のほか、災害廃棄物処理支援ネットワーク（Waste-Net）、災

害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）、地方公共団体等の関係者によって組織する四国地域ブロッ

ク協議会の取組みに参画し、人材育成や受援体制の確立に等に関して、ホームページ等において公開

する等、周知に努める。 

 

 

第４節  各種データの整備保全 
 

（略） 

 

第５節  公費解体に関する体制の整備 
 

発災後できるだけ早期の公費解体を行えるよう、家屋等の公費解体に関する相談体制の整備や、罹

災証明書の交付後速やかな申請の受付を可能とするための仕組みや体制の整備に関する検討を行う。

また、被災者の負担軽減の観点から、申請書類の簡素化等の検討を行う。 

 

 

第６節  保険・共済の活用 
 

（略） 

 

第７節  罹災証明書交付体制の整備 
 

市は、災害時に、罹災証明書の交付が遅滞なく行われるよう、住家被害の調査担当者の育成、他の

地方公共団体や民間団体との応援協定の締結、応援の受入態勢の構築等を計画的に進めるなど、罹災

証明書の交付に必要な業務の実施体制の整備充実に努める。 

また、災害時に速やかに被災者への罹災証明書の発行ができるよう、罹災証明書発行事務担当者へ

の「罹災証明発行事務マニュアル」の習熟を図るとともに、罹災証明書の迅速な交付のため、航空写

真の活用、地域一括での「全壊」判定、デジタル技術を活用したリモート判定等の積極的な活用を検
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風水害等予防－37 

する。 

 

 

 

 

 

第７節  復興事前準備の実施 
 

（略） 
 

討する。 

 

さらに市は、効率的な罹災証明書の交付のため、当該業務を支援するシステムの活用について推進

する。 

 

 

第８節  復興事前準備の実施 
 

（略） 
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風水害等応急－1 

 
 

 

第３部 災害応急対策計画 
 

 

 

 

第３部 災害応急対策計画 
 

 

 

 

第１章  応急措置の概要 
 

 （略） 

 

 

第１章  応急措置の概要 
 

 （略） 

 

 

 

第２章  応急活動体制 
 

 （略） 

 

 

第２章  応急活動体制 
 

 （略） 

 

 

 

第３章  情報活動 
 

 （略） 

 

第１節  情報連絡体制 
 

 （略） 

 

第２節  特別警報・警報・注意報・気象情報の種類 
 

１ 特別警報・警報・注意報 

松山地方気象台は、次の特別警報・警報・注意報・気象情報を発表する。発表区分は、市町単位

である。警報・注意報の発表状況を地域的に概観するために、災害特性や県の防災関係機関等の管

轄範囲などを考慮した地域でも発表する。 
なお、発表基準は、資料編「資料５－１ 気象等警報・注意報の種類及び発表基準」を参照のこ

と。 
（略） 

 

 

 

２ 気象情報 

気象の予報などについて、一般及び関係機関に対して発表する情報をいう場合と、気象庁が保有す

る情報を総称していう場合とがある。予報に関する気象情報は目的別に次のように分けられる。 

(1)～(7) （略） 

(8) 顕著な大雨に関する情報 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨

が同じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」というキーワードを使って発表する。 

 

 

第３章  情報活動 
 

 （略） 

 

第１節  情報連絡体制 
 

 （略） 

 

第２節  特別警報・警報・注意報・気象情報の種類 
 

１ 特別警報・警報・注意報 

松山地方気象台は、次の特別警報・警報・注意報・気象情報を発表する。発表区分は、市町単位で

ある。警報・注意報の発表状況を地域的に概観するために、災害特性や県の防災関係機関等の管轄範

囲などを考慮した地域でも発表する。 
なお、発表基準は、資料編「資料５－１ 気象等警報・注意報の種類及び発表基準」を参照のこ

と。 
また、警戒レベルは、資料編「資料６－２ 警戒レベルと住民等のとるべき行動について」を参照

のこと。 
（略） 

 

２ 気象情報 

気象の予報などについて、一般及び関係機関に対して発表する情報をいう場合と、気象庁が保有す

る情報を総称していう場合とがある。予報に関する気象情報は目的別に次のように分けられる。 

(1)～(7) （略） 

(8) 顕著な大雨に関する情報 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が

同じ場所で降り続いているときには、「線状降水帯」というキーワードを使って発表する。この情

報は警戒レベル相当情報を補足するものとなり、警戒レベル４相当以上の状況で発表する。 
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風水害等応急－2 

 

３ 火災気象通報 

消防法第 22 条の規定により、気象の状況が火災の予防上危険と認められた時に、気象台が県知事

に対して通報し、県を通じて市町長に伝達される。 

火災気象通報は、「乾燥注意報」及び「強風注意報」のどちらかもしくは同時に発表又は発表さ

れる見込みのときに通報する。 

 

４ 火災警報 

（略） 

 

５ 気象予警報等の住民、職員等への伝達 

(1)～(2) （略） 

(3) 市（本部総括班（本部総括担当・広報担当）、支所総括班（陸地部支所担当・島嶼部支所担

当）、応急対策班、消防班、消防団）は、必要に応じて、様々な環境下にある住民、職員等に対

して、関係事業者の協力を得つつ、緊急防災情報伝達システムを用いて、予警報等を伝達する。 

特に、特別警報が発表された際には、迅速かつ確実な伝達がなされるよう、特に留意する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 火災気象通報 

消防法第 22 条（昭和 23 年法律第 186 号）の規定により、気象の状況が火災の予防上危険と認めら

れた時に、気象台が県知事に対して通報し、県を通じて市町長に伝達される。 

火災気象通報は、「乾燥注意報」及び「強風注意報」のどちらかもしくは同時に発表又は発表され

る見込みのときに通報する。 

 

４ 火災警報 

（略） 

 

５ 気象予警報等の住民、職員等への伝達 

(1)～(2) （略） 

(3) 市（本部総括班（本部総括担当・広報担当）、支所総括班（陸地部支所担当・島嶼部支所担

当）、応急対策班、消防班、消防団）は、必要に応じて、様々な環境下にある住民、職員等に対し

て、関係事業者の協力を得つつ、緊急防災情報伝達システムを用いて、予警報等を伝達する。 

特に、特別警報が発表された際には、迅速かつ確実な伝達がなされるよう、特に留意する。 
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風水害等応急－3 

特別警報・警報・注意報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～７ （略） 

 

第３節  被害状況の収集、伝達 
 

１ 情報の収集・伝達系統 

（略） 

 

２ 災害発生直後の情報収集 

特別警報・警報・注意報の伝達系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６～７ （略） 

 

第３節  被害状況の収集、伝達 
 

１ 情報の収集・伝達系統 

（略） 

 

２ 災害発生直後の情報収集 

松 山 地 方 気 象 台 
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※印は警報のみ。 
 (注）二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の 
   措置が義務づけられている伝達経路。 
 

令和４年５月現在 

※ 
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※印は警報のみ。 
 (注）二重線の経路は、特別警報が発表された際に、通知もしくは周知の 
   措置が義務づけられている伝達経路。 
 

令和４年５月現在 

※ 
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風水害等応急－4 

(1) 所管施設の状況把握 

（略） 

(2) 支所からの報告 

（略） 

(3) 調査班による情報収集 

（略） 

(4) 消防団・自主防災組織等による情報収集 

（略） 

(5) 参集途上の状況の収集 

（略） 

(6) 発見者による通報 

（略） 

(7) 県への応援要請 

被害が甚大な場合や孤立地区の発生等により情報の収集及び状況調査が不可能な場合、調査に

専門的な技術を必要とする場合は、県又は関係機関に応援を要請する。 

 

 

 

３～４ （略） 

 

５ 第一次情報の報告 

総括部長は、災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、災害発生直後には、人

的被害の状況（行方不明者の数を含む。）、建築物の被害状況及び火災、津波、土砂災害の発生状

況、119 番通報の殺到状況等の情報を関係各班から収集するとともに、被害規模に関する概括的情報

を含め、把握できた情報から直ちに県へ連絡する。即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定

規模以上のもの（「直接即報基準」に該当する火災・災害等）を覚知した場合、第一報を県に対し

てだけでなく国（総務省消防庁）に対しても原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分か

る範囲で報告する。 

ただし、通信途絶等により県への連絡ができない場合は、国（総務省消防庁経由）へ直接連絡す

る。 

特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市は、住

民登録の有無に係わらず、市域（海上を含む。）内で行方不明となった者について、県警察等関係

機関の協力に基づき正確な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握した者が、他の市町

村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村（外国人のうち、旅行者

など住民登録の対象外の者は外務省）又は県に連絡する。 

なお、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については、県が一元的に集約、調整を行

うものとし、県が人的被害の数について広報を行う際には、適切に行われるよう県に協力する。 

さらに、市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）に

ついても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行う。また、県と連携し、安否不明者の氏

名等を公表し、その安否情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者の絞り込みに努め

る。 

 

 

 

６ （略） 

 

(1) 所管施設の状況把握 

（略） 

(2) 支所からの報告 

（略） 

(3) 調査班による情報収集 

（略） 

(4) 消防団・自主防災組織等による情報収集 

（略） 

(5) 参集途上の状況の収集 

（略） 

(6) 発見者による通報 

（略） 

(7) 無人航空機等による情報収集 

本部総括班（本部総括担当）は、天候状況を勘案しながら、必要に応じ、航空機、無人航空機、

高所監視カメラ等による目視、撮影等による情報収集を行う。 

(87) 県への応援要請 

（略） 

 

３～４ （略） 

 

５ 第一次情報の報告 

総括部長は、災害が発生するおそれがある場合は災害の危険性の予測を、災害発生直後には、人的

被害の状況（行方不明者の数を含む。）、建築物の被害状況及び火災、津波、土砂災害の発生状況、

119 番通報の殺到状況等の情報を関係各班から収集するとともに、被害規模に関する概括的情報を含

め、把握できた情報から直ちに県へ連絡する。即報基準に該当する火災・災害等のうち、一定規模以

上のもの（「直接即報基準」に該当する火災・災害等）を覚知した場合、第一報を県に対してだけで

なく国（総務省消防庁）に対しても原則として、覚知後 30 分以内で可能な限り早く、分かる範囲で

報告する。 

ただし、通信途絶等により県への連絡ができない場合は、国（総務省消防庁経由）へ直接連絡す

る。 

特に、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市は、住民

登録の有無に係わらず、市域（海上を含む。）内で行方不明となった者について、県警察等関係機関

の協力に基づき正確な情報の収集に努める。また、行方不明者として把握した者が、他の市町村に住

民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村（外国人のうち、旅行者など住民

登録の対象外の者は外務省）又は県に連絡する。 

なお、人的被害の数（死者・行方不明者数をいう。）については、県が一元的に集約、調整を行う

ものとし、県が人的被害の数について広報を行う際には、適切に行われるよう県に協力する。 

さらに、市は、要救助者の迅速な把握のため、安否不明者（行方不明者となる疑いのある者）につ

いても、関係機関の協力を得て、積極的に情報収集を行う。また、県と連携し、安否不明者の氏名等

を公表し、その安否情報を収集・精査することにより、速やかな安否不明者の絞り込みに努める。収

集・精査に時間を要する場合は、可能な限り速やかに公表できるよう県に対して段階的に提供する。 

なお、安否不明者の公表にあたっては、配偶者からの暴力（ＤＶ）やストーカー行為の被害者等で

ある可能性を考慮し、住民基本台帳の閲覧等制限がされていないことを事前に確認する。 

 

６ （略） 

 

 

第４章  広報活動 
 

第４章  広報活動 
 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等応急－5 

 

 （略） 

 

 

 （略） 

 

 

第５章  広域応援活動 
 

 （略） 

 

第１節  県に対する応援要請 
 

 （略） 

 

第２節  他市町、指定地方公共機関等への応援・協力要請 
 

１ 他の市町等に対する応援要請 

（略） 

 

２ 消防機関への応援要請 

(1) 応援要請の手続き 

本部長の決定に基づき他の消防機関の長に応援を要請するときは、総括部長は、次の事項を明

らかにして要請する。（要請は電話で行い、後日文書を提出する。） 

ア 災害の状況及び応援要請の理由 

イ 応援消防隊の派遣を必要とする期間 

ウ 応援要請を行う消防隊の種別と人員、車両、資機材等 

エ 進入経路及び結集場所 

オ 指揮体制及び無線運用体制 

(2) （略） 

(3) 緊急消防援助隊 

県内の応援協定による消防力では災害に対応できない場合は、消防組織法第 44 条の規定に基づ

き、県知事を通じて消防庁長官へ緊急消防援助隊の応援出動等の措置を要請する。 

県知事と連絡がとれない場合は、直接、消防庁長官へ派遣を要請する。 

なお、緊急消防援助隊の応援要請等については、「愛媛県緊急消防援助隊受援計画」及び「今

治市緊急消防援助隊等受援計画」の定めるところによる。 

 

(4) 応援隊の受入体制 

受援統括チームを設け、応援消防隊の迅速な受入体制を整える。 

受入れのための主要拠点（進出拠点）は、西部丘陵公園、大新田公園、市営スポーツパーク、

道の駅伯方Ｓ・Ｃパークとし、その他の活動拠点と併せて円滑な運営を図る。 

ア 応援消防隊の誘導方法 

イ 応援消防隊の人員、車両、資機材、指揮者等の確認 

ウ 応援消防隊に対する食事、宿泊施設等の手配 

 

３～７ （略） 

 

 

第３節  広域応援の受入れ 
 

 

第５章  広域応援活動 
 

 （略） 

 

第１節  県に対する応援要請 
 

 （略） 

 

第２節  他市町、指定地方公共機関等への応援・協力要請 
 

１ 他の市町等に対する応援要請 

（略） 

 

２ 消防機関への応援要請 

(1) 応援要請の手続き 

本部長の決定に基づき他の消防機関の長に応援を要請するときは、消防長総括部長は、次の事項

を明らかにして要請する。（要請は電話で行い、後日文書を提出する。） 

ア 災害の状況及び応援要請の理由 

イ 応援消防隊の派遣を必要とする期間 

ウ 応援要請を行う消防隊の種別と人員、車両、資機材等 

エ 進入経路及び結集場所 

オ 指揮体制及び無線運用体制 

(2) （略） 

(3) 緊急消防援助隊 

県内の応援協定による消防力では災害に対応できない場合は、消防組織法第 44 条の規定に基づ

き、県知事を通じて消防庁長官へ緊急消防援助隊の応援出動等の措置を要請する。 

県知事と連絡がとれない場合は、直接、消防庁長官へ派遣を要請する。 

なお、緊急消防援助隊の応援要請等については、「愛媛県緊急消防援助隊受援計画」、「愛媛県

緊急消防援助隊航空部隊及び航空指揮支援隊受援計画」及び「今治市緊急消防援助隊等受援計画」

の定めるところによる。 

(4) 応援隊の受入体制 

消防部は、消防庁舎内に指揮本部を設置し受援統括チームを設け、応援消防隊の迅速な受入体制

を整える。 

受入れのための主要拠点（進出拠点）は、西部丘陵公園、大新田公園、市営スポーツパーク、道

の駅伯方Ｓ・Ｃパークとし、その他の活動拠点と併せて円滑な運営を図る。 

ア 応援消防隊の誘導方法 

イ 応援消防隊の人員、車両、資機材、指揮者等の確認 

ウ 応援消防隊に対する食事、宿泊施設等の手配 

 

３～７ （略） 

 

第３節  広域応援の受入れ 
 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等応急－6 

広域応援部隊の受入れについては、「今治市災害時受援計画（令和４年４月修正）」に基づき実施

する。なお、各部で個別に広域応援を要請した場合は、各部で受入れを行う。 

応援職員の受入れにあたっては、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の

健康管理やマスク着用等を徹底する。さらに、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、

応援職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮する。 

 

（略） 

 

 

第４節  自衛隊の災害派遣要請 
 

 （略） 

 

６ 災害派遣部隊の活動範囲 

自衛隊が災害派遣時に実施しうる人命救助活動、生活救援活動等の一例は以下のとおりである。

実際の災害派遣時における活動内容は、災害の状況、他の救援機関等の活動状況等のほか、知事等

の要請内容、派遣された部隊等の人員、装備等によって異なる。 

 

自衛隊の災害派遣を要請できる範囲 

項 目 活  動  内  容 

被害状況の把握 車両、艦艇、航空機等状況に適した手段による偵察 

避難の援助 避難者の誘導、輸送等 

遭難者等の捜索救助 
行方不明者、傷病者等の捜索救助 

（通常、他の救援活動に優先して実施） 

水防活動 堤防、護岸の決壊に対する土のう作成、積込み及び運搬 

消火活動 
利用可能な消防車その他の防火用具による消防機関への協

力 

道路、水路等の交通

上の障害物の排除 

施設の損壊又は障害物がある場合の除去、道路、鉄道路線

上の崩土等の排除 

応急医療、救護及び

防疫支援 

被災者に対する応急医療、救護及び防疫支援（薬剤等は、

通常関係機関が提供するものを使用） 

通信支援 
緊急を要し、他に適当な手段がない場合、被災地と市対策

本部間のバックアップ通信の支援 

人員及び物資の緊急

輸送 

緊急を要し、他に適当な手段がない場合、救急患者、医師

その他救助活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送（航空

機による輸送は、特に緊急を要する場合に限る。） 

給食及び給水の支援 被災者に対する給食、給水及び入浴支援 

宿泊支援 被災者に対する宿泊支援 

救援物資の無償貸与

又は譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する

省令」（昭和 33 年総理府令第１号）に基づき、被災者に対し

生活必需品等を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。 

危険物等の保安及び

除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安

措置及び除去 

その他 
その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なもの

については、所要の措置をとる。 

広域応援部隊の受入れについては、「今治市災害時受援計画（令和４年４月修正）」に基づき実施す

る。なお、各部で個別に広域応援を要請した場合は、各部で受入れを行う。 

応援職員の受入れにあたっては、新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、応援職員の健

康管理やマスク着用等を徹底する。さらに、会議室のレイアウトの工夫やテレビ会議の活用など、応援

職員等の執務スペースの適切な空間の確保に配慮する。さらに、応援職員等が宿泊場所を確保すること

が困難な場合に、公共施設の空きスペース、仮設の拠点や車両を設置できる空き地などの確保に配慮す

る。 

（略） 

 

第４節  自衛隊の災害派遣要請 
 

（略） 

 

６ 災害派遣部隊の活動範囲 

自衛隊が災害派遣時に実施しうる人命救助活動、生活救援活動等の一例は以下のとおりである。実

際の災害派遣時における活動内容は、災害の状況、他の救援機関等の活動状況等のほか、知事等の要

請内容、派遣された部隊等の人員、装備等によって異なる。 

 

自衛隊の災害派遣を要請できる範囲 

項 目 活  動  内  容 

被害状況の把握 車両、艦艇、航空機等状況に適した手段による偵察 

避難の援助 避難者の誘導、輸送等 

遭難者等の捜索救助 
行方不明者、傷病者等の捜索救助 

（通常、他の救援活動に優先して実施） 

水防活動 堤防、護岸の決壊に対する土のう作成、積込み及び運搬 

消火活動 
利用可能な消防車その他の防火用具による消防機関への協

力 

道路、水路等の交通

上の障害物の排除 

施設の損壊又は障害物がある場合の除去、道路、鉄道路線

上の崩土等の排除 

応急医療、救護及び

防疫支援 

被災者に対する応急医療、救護及び防疫支援（薬剤等は、

通常関係機関が提供するものを使用） 

通信支援 
緊急を要し、他に適当な手段がない場合、被災地と市対策

本部間のバックアップ通信の支援 

人員及び物資の緊急

輸送 

緊急を要し、他に適当な手段がない場合、救急患者、医師

その他救助活動に必要な人員及び救援物資の緊急輸送（航空

機による輸送は、特に緊急を要する場合に限る。） 

給食及び給水の支援 被災者に対する給食、給水及び入浴支援 

宿泊支援 被災者に対する宿泊支援 

救援物資の無償貸与

又は譲与 

「防衛省所管に属する物品の無償貸付及び譲与等に関する

省令」（昭和 33 年総理府令第１号）に基づき、被災者に対し

生活必需品等を無償貸付し、又は救じゅつ品を譲与する。 

危険物等の保安及び

除去 

能力上可能なものについて火薬類、爆発物等危険物の保安

措置及び除去 

その他 
その他臨機の必要に対し、自衛隊の能力で対処可能なもの

については、所要の措置をとる。 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等応急－7 

 

 （略） 

 

第５節  海上保安庁に対する支援要請 
 

（略） 

 

 （略） 

 

第５節  海上保安庁に対する支援要請 
 

（略） 

 

 

第６章  避難活動 
 

 （略） 

 

第１節  高齢者等避難、避難指示等 
 

（略） 

 

１ 高齢者等避難及び避難指示等の実施責任者及び基準 

避難指示等の実施責任者及び発令基準は、次のとおりとする。 

なお、避難指示等の発令にあたっては、発令基準及び気象台等の関係機関等からの助言を踏まえ

て総合的に判断して発令するものとする。 

実施者 実施の基準 根拠法 

市長 

避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要す

る者が避難行動を開始しなければ人的被害の発生す

る可能性が高まったとき、高齢者等避難を発令す

る。 

災害対策基本

法第 56 条 

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

り、住民の生命及び身体を保護し、その他災害の拡

大を防止するため必要があるときは、必要と認める

地域の必要と認める住民等に対し避難の指示を発令

する。 

また、災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、避難のための立退きを行うこ

とによりかえって住民の生命又は身体に危険が及ぶ

おそれがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると

認める場合には、可能な範囲で緊急安全確保を発令

し、直ちに安全を確保するための措置を指示する。 

これらの場合、直ちに県地方局長（県本部支部

長）を通じて知事（県本部長）に報告する。 

災害対策基本

法第 60 条 

 

警察官又は海

上保安官 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、避難の指示、緊急安全確保措置の指示が必要と

認められる事態において、市長が指示できないと認

められるとき、又は市長から要請があったとき、当

該地域の住民等に対し避難の指示、緊急安全確保措

置の指示を行う。この場合、警察官又は海上保安官

は、直ちにこれらの指示をした旨を市長に通知す

る。 

災害対策基本

法第 61 条 

 

 

第６章  避難活動 
 

 （略） 

 

第１節  高齢者等避難、避難指示等 
 

（略） 

 

１ 高齢者等避難及び避難指示等の実施責任者及び基準 

避難指示等の実施責任者及び発令基準は、次のとおりとする。 

なお、避難指示等の発令にあたっては、発令基準及び気象台等の関係機関等からの助言を踏まえて

総合的に判断して発令するものとする。 

実施者 実施の基準 根拠法 

市長 

避難行動要支援者等、特に避難行動に時間を要す

る者が避難行動を開始しなければ人的被害の発生す

る可能性が高まったとき、高齢者等避難を発令す

る。 

災害対策基本

法第 56 条 

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあ

り、住民の生命及び身体を保護し、その他災害の拡

大を防止するため必要があるときは、必要と認める

地域の必要と認める住民等に対し避難の指示を発令

する。 

また、災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ている場合において、避難のための立退きを行うこ

とによりかえって住民の生命又は身体に危険が及ぶ

おそれがあり、かつ、事態に照らし緊急を要すると

認める場合には、可能な範囲で緊急安全確保を発令

し、直ちに安全を確保するための措置を指示する。 

これらの場合、直ちに県地方局長（県本部支部

長）を通じて知事（県本部長）に報告する。 

災害対策基本

法第 60 条 

 

警察官又は海

上保安官 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合

で、避難の指示、緊急安全確保措置の指示が必要と

認められる事態において、市長が指示できないと認

められるとき、又は市長から要請があったとき、当

該地域の住民等に対し避難の指示、緊急安全確保措

置の指示を行う。この場合、警察官又は海上保安官

は、直ちにこれらの指示をした旨を市長に通知す

る。 

災害対策基本

法第 61 条 

 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等応急－8 

警察官 

災害の発生により危険な状態が生じ、特に急を要

する場合においては、その危険を避けるための避難

の措置を行う。 

警察官職務執

行法第４条 

知事又はその

命を受けた職

員 

洪水又は高潮等により著しい危険が切迫している

と認められるときは、必要と認める地域の住民に対

し、避難のための立退きを指示する。 

地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める地域の住民に対し、避

難のための立退きを指示する。この場合、水防管理

者は、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知

する。 

水防法第 29 条 

地すべり等防

止法第 25 条 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊等の自衛官は、災害の

状況により特に急を要する場合で、警察官又は海上

保安官がその現場にいない場合に限り、危険が切迫

している住民等に対し、避難の措置を講ずる。 

自衛隊法第 94 条 

水防管理者 

（市長） 

洪水又は高潮等により著しい危険が切迫している

と認められるときは、必要と認める地域の住民に対

し、避難のための立退きを指示する。この場合、水

防管理者は、当該区域を管轄する警察署長にその旨

を通知する。 

水防法第 29 条 

県知事による

措置の代行 

災害の発生により市長がその事務の全部又は大部

分の事務を行うことができなくなったときは、市長

に代わって避難指示、緊急安全確保の発令を行う。

この場合、知事はその旨を公示する。 

災害対策基本

法第 60 条第６

項 

 

 

 （略） 

 

第２節  避難誘導及び避難の方法 
 

（略） 

 

第３節  各施設における避難対策 
 

 （略） 

 

警察官 

災害の発生により危険な状態が生じ、特に急を要

する場合においては、その危険を避けるための避難

の措置を行う。 

警察官職務執

行法第４条 

知事又はその

命を受けた職

員 

洪水又は高潮等により著しい危険が切迫している

と認められるときは、必要と認める地域の住民、滞

在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示

する。 

地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるときは、必要と認める地域の住民に対し、避

難のための立退きを指示する。この場合、水防管理

者は、当該区域を管轄する警察署長にその旨を通知

する。 

水防法第 29 条 

地すべり等防

止法第 25 条 

自衛官 

災害派遣を命じられた部隊等の自衛官は、災害の

状況により特に急を要する場合で、警察官又は海上

保安官がその現場にいない場合に限り、危険が切迫

している住民等に対し、避難の措置を講ずる。 

自衛隊法第 94 条 

水防管理者 

（市長） 

洪水又は高潮等により著しい危険が切迫している

と認められるときは、必要と認める地域の住民、滞

在者その他の者に対し、避難のための立退きを指示

する。この場合、水防管理者は、当該区域を管轄す

る警察署長にその旨を通知する。 

水防法第 29 条 

県知事による

措置の代行 

災害の発生により市長がその事務の全部又は大部

分の事務を行うことができなくなったときは、市長

に代わって避難指示、緊急安全確保の発令を行う。

この場合、知事はその旨を公示する。 

災害対策基本

法第 60 条第６

項 

 

 （略） 

 

第２節  避難誘導及び避難の方法 
 

（略） 

 

第３節  各施設における避難対策 
 

 （略） 

 

 

第７章  指定一般避難所運営 
 

 （略） 

 

第１節  指定一般避難所の開設 
 

１ 指定一般避難所の開設 

避難所班は、避難が必要になった場合、直ちに指定一般避難所を開設し、設置場所等を速やかに

被災者に周知するとともに、自主防災組織及び学校等避難施設管理者等の協力のもと被災者が避難

生活を確保するために必要な措置を講ずる。受入れにあたっては、指定緊急避難場所や指定一般避

 

第７章  指定一般避難所運営 
 

 （略） 

 

第１節  指定一般避難所の開設 
 

１ 指定一般避難所の開設 

避難所班は、避難が必要になった場合、直ちに指定一般避難所を開設し、設置場所等を速やかに被

災者に周知するとともに、自主防災組織及び学校等避難施設管理者等の協力のもと被災者が避難生活

を確保するために必要な措置を講ずる。受入れにあたっては、指定緊急避難場所や指定一般避難所に
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難所に避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れる。 

また、開設にあたっては、住民の自主避難にも配慮し、必要な指定一般避難所を、可能な限り当

初から開設するよう努め、指定一般避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政

法人等が所有する施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの指定一般避難所を開設す

るよう努める。 

ただし、指定一般避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶に

よる孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定一般避難所を設置・維持することの適否を検

討する。 

なお、避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供のほか、公営住宅

や民間賃貸住宅の空家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等を図るものとする。 

指定一般避難所の開設は、災害救助法適用時においても、県からの通知に基づき本部長が実施す

る。 

 

 

 

２～５ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  指定一般避難所の管理運営 
 

１ 運営上の留意点 

指定一般避難所の管理運営は、「避難所運営マニュアル」に基づき、避難者による自治を原則と

し、学校等施設管理者の協力を得て自主防災組織等が中心となり行う。指定一般避難所に派遣され

た市職員は、これら管理運営のための支援、市対策本部との連絡調整を行う。 

また、指定一般避難所の安全確保と秩序の維持のため、必要により警察官の配置を要請する。そ

の際、女性の参画促進に努める。 

 留意事項は以下のとおりである。 

 

 

 

 

(1)～(2) （略） 

(3) 指定一般避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努める。そのた

め、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握に努め、必要な対策を講ずる。また、指定一般

避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者の健康管理や指定一

般避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を講

ずるよう努める。 

 

避難したホームレスについて、住民票の有無等に関わらず適切に受け入れる。家庭動物と同行避難し

た被災者については、適切に受け入れるとともに、避難所等における家庭動物の受入状況を含む避難

状況等の把握に努める。 

また、開設にあたっては、住民の自主避難にも配慮し、必要な指定一般避難所を、可能な限り当初

から開設するよう努め、指定一般避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、国や独立行政法人

等が所有する施設、ホテル・旅館等の活用も含め、可能な限り多くの指定一般避難所を開設するよう

努める。 

ただし、指定一般避難所のライフラインの回復に時間を要すると見込まれる場合や道路の途絶によ

る孤立が続くと見込まれる場合は、当該地域に指定一般避難所を設置・維持することの適否を検討す

る。 

なお、避難者の健全な住生活の早期確保のために、応急仮設住宅の迅速な提供のほか、公営住宅や

民間賃貸住宅の空家等利用可能な既存住宅のあっせん及び活用等を図るものとする。 

指定一般避難所の開設は、災害救助法適用時においても、県からの通知に基づき本部長が実施す

る。 

 

２～５ （略） 

 

６ 在宅避難者等への支援体制の整備 

在宅避難者等の支援拠点が設置された場合、支所総括班及び物資供給班は、利用者数、食料等の必

要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の補充等の支援を行うものとし、被災者支援に係る情報を支

援のための拠点の利用者に対しても提供する。 

また、車中泊避難を行うためのスペースが設置された場合、支所総括班及び物資供給班は、車中泊

避難を行うためのスペースの避難者数、食料等の必要な物資数等を集約し、必要に応じ物資の補充等

の支援を行うものとし、被災者支援に係る情報を車中泊避難を行うためのスペースの避難者に対して

も提供するものとする。この際、車中泊避難の早期解消に向け、必要な支援の実施等に配慮するよう

努める。 

 

 

第２節  指定一般避難所の管理運営 
 

１ 運営上の留意点 

指定一般避難所の管理運営は、「避難所運営マニュアル」に基づき、避難者による自治を原則と

し、学校等施設管理者の協力を得て自主防災組織等が中心となり行う。この際、避難生活支援に関す

る知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるなど、地域全体で避難者を支えることが

できるよう留意する。また、男女共同参画の視点を反映することができるよう、指定一般避難所の運

営責任者（リーダーや副リーダー）には男女両方を配置するよう努める。 

指定一般避難所に派遣された市職員は、これら管理運営のための支援、市対策本部との連絡調整を

行う。 

また、指定一般避難所の安全確保と秩序の維持のため、必要により警察官の配置を要請する。そ

の際、女性の参画促進に努める。 

 留意事項は以下のとおりである。 

(1)～(2) （略） 

(3) 指定一般避難所における生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよう努める。そのため、

避難所開設当初からパーティションや段ボールベッド等の簡易ベッドを設置するよう努めるととも

に、食事供与の状況、トイレの設置状況等の把握や仮設トイレやマンホールトイレを早期に設置す

るとともに、簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等のより快適なトイレの設置に配慮する

ように努め、必要な対策を講ずる。なお、パーティションや段ボールベッド等の簡易ベッドが全員

分確保できない場合は、要配慮者等困っている人や女性のプライバシーの確保などを優先的に、か
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(4) （略） 

(5) 避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、

洗濯等の頻度、医師、薬剤師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対

策の必要性、慢性疾患用医薬品等の服用状況、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみ処理の

状況など、避難者の健康状態や指定一般避難所の衛生状態の把握に努め、必要な措置をとるよう

努める。 

 

(6) 指定一般避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、性別による役割の固定や偏り

がおきないよう配慮する。さらに男女のニーズの違い等男女双方及び性的マイノリティの視点等

に配慮する。特に、男女別のトイレ、更衣室、物干し場や授乳室の設置、生理用品等の女性によ

る配布、男女ペアでの巡回警備等による指定一般避難所における安全性の確保など、女性や子育

て家庭のニーズに配慮した指定一般避難所の運営に努める。 

 

(7)～(11) （略） 

(12) 市は、必要に応じ、指定一般避難所における家庭動物の受入れや飼養方法について、運営担当

（施設管理者など）との検討、調整を行い、指定一般避難所における家庭動物のための避難スペ

ースの確保等に努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援が受けられるよう、

連携に努める。 

(13) （略） 

 

２ 運営の手順 

（略） 

 

第３節  指定一般避難所の閉鎖 
 

（略） 

 

ら迅速かつ臨機応変に設置するものとする。 

また、指定一般避難所における新型コロナウイルス感染症を含む感染症対策のため、避難者の健

康管理や指定一般避難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必

要な措置を講ずるよう努める。 

(4) （略） 

(5) 避難の長期化等必要に応じて、プライバシーの確保状況、入浴施設設置の有無及び利用頻度、洗

濯等の頻度、医師、薬剤師、保健師、看護師、管理栄養士等による巡回の頻度、暑さ・寒さ対策の

必要性、慢性疾患用医薬品等の服用状況、食料の確保、配食等の状況、し尿及びごみ処理の状況な

ど、避難者の健康状態や指定一般避難所の衛生状態の把握に努め、栄養バランスのとれた適温の食

事や、入浴、洗濯等の生活に必要となる水の確保、福祉的な支援の実施など、必要な措置をとるよ

う努める。 

(6) 指定一般避難所の運営における女性の参画を推進するとともに、性別による役割の固定や偏りが

おきないよう配慮する。さらに男女のニーズの違い等男女双方及び性的マイノリティの視点等に配

慮する。特に、プライバシーの確保された間仕切りによる世帯ごとのエリアの設置、男女別のトイ

レ、多目的トイレ、更衣室、休養スペース、物干し場や授乳室、キッズスペースの設置、生理用品

等の女性による配布、男女ペアでの巡回警備等による指定一般避難所における安全性の確保など、

女性や子育て家庭のニーズに配慮した指定一般避難所の運営に努める。 

(7)～(11) （略） 

(12) 市は、必要に応じ、被災者支援等の観点から指定一般避難所における家庭動物の受入れや飼養

方法について、運営担当（施設管理者など）との検討、調整を行い、指定一般避難所における家庭

動物のための避難スペースの確保等に努めるとともに、獣医師会や動物取扱業者等から必要な支援

が受けられるよう、連携に努める。 

(13) （略） 

 

２ 運営の手順 

（略） 

 

第３節  指定一般避難所の閉鎖 
 

（略） 

 

 

第８章  緊急輸送活動 
 

 （略） 

 

第１節  緊急輸送の配慮事項 
 

（略） 

 

第２節  緊急輸送の対象 
 

（略） 

 

第３節  緊急輸送の段階別対応 
 

 

第８章  緊急輸送活動 
 

 （略） 

 

第１節  緊急輸送の配慮事項 
 

（略） 

 

第２節  緊急輸送の対象 
 

（略） 

 

第３節  緊急輸送の段階別対応 
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（略） 

 

第４節  緊急輸送体制の確立 
 

（略） 

 

第５節  輸送活動 
 

１ 緊急輸送ルートの指定 

知事は、道路被害状況の調査結果に基づいて、県警察及び道路管理者等と協議し、県指定の緊急

輸送道路から緊急輸送にあてる道路を選定する。 

応急対策班は、県が指定の緊急輸送道路及び市指定の緊急輸送道路の被害状況等を迅速に把握

し、市内における輸送可能なルートを選定する。 

(1) 県指定緊急輸送道路 

ア 一次緊急輸送道路 

イ 二次緊急輸送道路 

(2) 市指定緊急輸送道路 

 

２ 輸送拠点の確保 

市の備蓄物資及び市外から入ってくる緊急輸送物資等を効率的に市内各地へ輸送するための拠点

として、物資集積拠点及び物資輸送のための拠点ヘリコプター離着陸場を設置する。 

（略） 

 

（略） 

 

第４節  緊急輸送体制の確立 
 

（略） 

 

第５節  輸送活動 
 

１ 緊急輸送ルートの指定 

知事は、道路被害状況の調査結果に基づいて、県警察及び道路管理者等と協議し、県指定の緊急輸

送道路から緊急輸送にあてる道路を選定する。 

応急対策班は、県が指定の緊急輸送道路及び市指定の（仮称）緊急活動道路緊急輸送道路の被害状

況等を迅速に把握し、市内における輸送可能なルートを選定する。 

(1) 県指定緊急輸送道路 

ア 一次緊急輸送道路 

イ 二次緊急輸送道路 

(2) 市指定の（仮称）緊急活動道路緊急輸送道路 

 

２ 輸送拠点の確保 

市の備蓄物資及び市外から入ってくる緊急輸送物資等を効率的に市内各地へ輸送するための拠点と

して、物資集積拠点及び物資輸送のための拠点ヘリコプター離着陸場を設置する。 

また、輸送拠点の効率的な運営を図るため、速やかに、運営に必要な人員や資機材等を運送事業者

等と連携して確保するよう努める。 

 （略） 

 

 

第９章  交通確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  陸上交通の確保対策 
 

１～２ （略） 

 

３ 道路交通確保の措置 

(1) 道路交通確保の実施体制 

（略） 

(2) 道路施設の復旧 

道路管理者等は、早急に被害状況を把握し、関係機関の協力を得て、応急復旧等に必要な人

員、資機材等の確保に努め、道路施設の被害状況に応じた効果的な復旧を行う。 

なお、この場合、緊急輸送道路を優先して行うこととし、（一社）愛媛県建設業協会等の協力

者への要請においては、伝達系統の一元化及び優先順位の明確化に留意する。また、迅速な救急

救命や緊急支援物資などを支えるため、必要に応じて、応急復旧等の代行を国土交通省に要請す

る。 

(3) 交通安全施設の復旧 

（略） 

(4) 障害物等の除去及び集積 

 

第９章  交通確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  陸上交通の確保対策 
 

１～２ （略） 

 

３ 道路交通確保の措置 

(1) 道路交通確保の実施体制 

（略） 

(2) 道路施設の復旧 

道路管理者等は、早急に被害状況を把握し、関係機関の協力を得て、応急復旧等に必要な人

員、資機材等の確保に努め、道路施設の被害状況に応じた効果的な復旧を行う。 

なお、この場合、緊急輸送道路等を優先して行うこととし、（一社）愛媛県建設業協会等の協

力者への要請においては、伝達系統の一元化及び優先順位の明確化に留意する。また、迅速な救

急救命や緊急支援物資などを支えるため、必要に応じて、応急復旧等の代行を国土交通省に要請

する。 

(3) 交通安全施設の復旧 

（略） 

(4) 障害物等の除去及び集積 
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ア 路上における著しく大きな障害物等の除去については、必要に応じ、道路管理者、警察機

関、消防機関、自衛隊等は協力して所要の措置をとる。 

イ アにより除去した障害物は、市があらかじめ仮集積場として定めた空地、民間の土地所有者

に対する協力依頼等によって確保した空地、及び駐車場等に集積する。また、適当な集積場所

がない場合は、緊急輸送道路以外の道路の路端等に集積する。 

(5) 警察官等の措置命令 

（略） 

(6) 道路管理者等の命令措置 

（略） 

 

４～５ （略） 

 

第２節  海上交通の確保対策 
 

海上交通の確保については、県又は今治海上保安部等関係機関に要請して行う。 

また、油の流出による火災の鎮圧、水路の確保等海上交通の確保のため必要な措置の実施について､

必要と認めるときは、県を通じて海上自衛隊等に対し、応援を要請する。 

市は、管理する港湾や漁港について障害物の除去、応急処理等、輸送確保のための応急措置を講ず

る。 

 

ア 路上における著しく大きな障害物等の除去については、必要に応じ、道路管理者、警察機関、

消防機関、自衛隊等は協力して所要の措置をとる。 

イ アにより除去した障害物は、市があらかじめ仮集積場として定めた空地、民間の土地所有者に

対する協力依頼等によって確保した空地、及び駐車場等に集積する。また、適当な集積場所がな

い場合は、緊急輸送道路等以外の道路の路端等に集積する。 

(5) 警察官等の措置命令 

（略） 

(6) 道路管理者等の命令措置 

（略） 

 

４～５ （略） 

 

第２節  海上交通の確保対策 
 

海上交通の確保については、県又は今治海上保安部等関係機関に要請して行う。 

また、油の流出による火災の鎮圧、水路の確保等海上交通の確保のため必要な措置の実施について､

必要と認めるときは、県を通じて海上自衛隊等に対し、応援を要請する。 

市は、管理する港湾や漁港について障害物の除去、応急処理等、輸送確保のための応急措置を講ずる

ほか、軽石により船舶の航行が危険と認められる場合には、国に報告するとともに連携し、軽石除去に

よる航路啓開に努める。 

 

 

第１０章  災害拡大防止活動 
 

 （略） 

 

第１節  消防活動 
 

１ （略） 

 

２ 消防機関の活動 

(1) 消防本部の活動 

（略） 

(ｲ) 高層建築物等に対する救急救助活動については、消防法に定める防火管理者による自主救

護活動との連携を積極的に推進する。 

（略） 

(2) 消防団（各方面隊）の活動 

（略） 

オ 自主防災組織の指揮活動 

災害発生区域が広範囲にわたる場合には、市民、自主防災組織の消防班を指揮し、応急対策に

あたる。 

（略） 

 

３ 応援要請 

本部長が、消防活動にあたり広域的な応援を必要と認める場合は、総括部長は、「愛媛県消防広

域相互応援協定」及び「愛媛県消防団広域相互応援協定」等に基づき、他市町等に応援要請を行

う。 

 

第１０章  災害拡大防止活動 
 

 （略） 

 

第１節  消防活動 
 

１ （略） 

 

２ 消防機関の活動 

(1) 消防本部の活動 

（略） 

(ｲ) 高層建築物等に対する救急救助活動については、消防法（昭和 23 年法律第 186 号）に定め

る防火管理者(平成 19 年法律第 93 号に定める防災管理者)による自主救護活動との連携を積極

的に推進する。 

（略） 

(2) 消防団（各方面隊）の活動 

（略） 

オ 自主防災組織の指揮活動 

災害発生区域が広範囲にわたる場合には、市民、自主防災組織の消火消防班を指揮し、応急対

策にあたる。 

（略） 

 

３ 応援要請 

本部長が、消防活動にあたり広域的な応援を必要と認める場合は、消防長総括部長は、「愛媛県消

防広域相互応援協定」及び「愛媛県消防団広域相互応援協定」等に基づき、他市町等に応援要請を行
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 （略） 

 

 

 

 

 

第２節  水防活動 
 

１～２ （略） 

 

３ 水防活動 

(1)～(2) （略） 

(3) 水防活動 

ア～オ （略） 

カ 水防作業の安全確保 

水防作業時においては、「防災対応や避難誘導に係る行動ルール」に基づき安全性が高い場

所までの避難完了に要する時間、津波到達時間を考慮して、水防活動従事者が自身の危険性が

高いと判断したときは、自身の避難を優先する。 

(4)～(6) （略） 

 

４～７ （略） 

 

第３節  地下空間浸水災害対策 
 

（略） 

 

第４節  土砂災害応急対策 
 

 （略） 

 

第５節  人命救助活動 
 

 （略） 

 

第６節  医療救護活動 
 

１～５ （略） 

 

６ 後方医療機関の活動 

医療救護班は、今治市医師会及び消防班と協力して、市内の病院等の被災状況と収容可能ベッド

数を速やかに把握し、救護所から搬送される重傷病者を収容する後方医療機関を確保するととも

に、受入体制の確立を要請する。 

(1) 被災地域内の医療機関 

ア 病院建築物、医療設備の被災状況、医薬品等の確保状況等を調査し、診療機能の確認を行

う。必要に応じ、被害の応急修復を実施するとともに、ライフライン事業者等に応急復旧の要

請を行う。 

イ 被災により既存入院患者等の治療継続が困難であるときは、患者受入医療機関及び移送手段

う。 

県内の応援協定による消防力では災害に対応できない場合は、消防組織法第 44 条の規定に基づ

き、県知事を通じて消防庁長官へ緊急消防援助隊の応援出動等の措置を要請する。 

 （略） 

 

 

第２節  水防活動 
 

１～２ （略） 

 

３ 水防活動 

(1)～(2) （略） 

(3) 水防活動 

ア～オ （略） 

カ 水防作業の安全確保 

水防作業時においては、「防災対応や避難誘導に係る行動ルール」に基づき安全性が高い場所

までの避難完了に要する時間、津波到達予想時間を考慮して、水防活動従事者が自身の危険性が

高いと判断したときは、自身の避難を優先する。 

(4)～(6) （略） 

 

４～７ （略） 

 

第３節  地下空間浸水災害対策 
 

（略） 

 

第４節  土砂災害応急対策 
 

 （略） 

 

第５節  人命救助活動 
 

 （略） 

 

第６節  医療救護活動 
 

１～５ （略） 

 

６ 後方医療機関の活動 

医療救護班は、今治市医師会及び消防班と協力して、市内の病院等の被災状況と収容可能ベッド数

を速やかに把握し、救護所から搬送される重傷病者を収容する後方医療機関を確保するとともに、受

入体制の確立を要請する。 

(1) 被災地域内の医療機関 

ア 病院建築物、医療設備の被災状況、医薬品等の確保状況等を調査し、診療機能の確認を行う。

必要に応じ、被害の応急修復を実施するとともに、ライフライン事業者等に応急復旧の要請を行

う。 

イ 被災により既存入院患者等の治療継続が困難であるときは、患者受入医療機関及び移送手段の
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の確保に努めるとともに、必要に応じて県及び市に支援を要請する。 

ウ 市からの派遣要請を受けた場合、又は通信の遮断等の際は自らの判断により、参集可能なス

タッフによる救護班を編成し、市が設置する救護所へ派遣する。 

エ 自らの施設で診療を行う場合は、救護所や他の医療機関で対処できない患者を受け入れ、治

療にあたる。 

オ 広域災害・救急医療情報システムの積極的活用などにより、相互に密接な情報交換を図ると

ともに、災害医療コーディネータを通じて、支援・協力を求めるほか、被災状況に応じて、医

療従事者の派遣等を行うなど、相互に支援・協力を行う。 

 

 

 

(2) 救護病院等（県選定） 

救護班（救護所）の医療で対処できない重症者及び中等症者は救護病院等に収容し、次の活動

を行う。 

ア～カ （略） 

なお、救護病院等のうち災害医療コーディネータの設置病院は、災害医療コーディネータと一

体的に地域内の医療救護の調整を行い実施する。 

(3) 災害拠点病院（県立今治病院） 

ア 被災地等にＤＭＡＴを派遣するとともに、他県等から派遣されたＤＭＡＴの活動拠点とし

て、ＤＭＡＴの受入れ・派遣調整等を行う。 

 

イ～エ （略） 

 

７～10 （略） 

 

11 被災者の健康管理 

(1) 巡回医療 

（略） 

(2) 医療情報の提供 

（略） 

 

確保に努めるとともに、必要に応じて県及び市に支援を要請する。 

ウ 市からの派遣要請を受けた場合、又は通信の遮断等の際は自らの判断により、参集可能なスタ

ッフによる救護班を編成し、市が設置する救護所へ派遣する。 

エ 自らの施設で診療を行う場合は、救護所や他の医療機関で対処できない患者を受け入れ、治療

にあたる。 

オ 広域災害・救急医療情報システムの積極的活用などにより、相互に密接な情報交換を図るとと

もに、災害医療コーディネータを通じて、支援・協力を求めるほか、被災状況に応じて、医療従

事者の派遣等を行うなど、相互に支援・協力を行う。 

カ 状況に応じ、県知事との協定に基づき、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）・災害派遣精神医療

チーム（ＤＰＡＴ）・災害支援ナース・救護班を派遣するよう努める。 

(2) 救護病院等（県選定） 

救護所へ救護班を派遣し、必要に応じて保健医療活動チームの受入れ等を行う。救護班（救護

所）の医療で対処できない重症者及び中等症者は救護病院等に収容し、次の活動を行う。 

ア～カ （略） 

なお、救護病院等のうち災害医療コーディネータの設置病院は、災害医療コーディネータと一体

的に地域内の医療救護の調整を行い実施する。 

(3) 災害拠点病院（県立今治病院） 

ア 被災地等に救護班や災害派遣医療チーム等（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ、その他の災害対策に係る医

療活動を行うチームをいう。以下、同様。）ＤＭＡＴを派遣するとともに、他県等から派遣され

た救護班や災害派遣医療チーム等ＤＭＡＴの活動拠点として、ＤＭＡＴの受入れ・派遣調整等を

行う。 

イ～エ （略） 

 

７～10 （略） 

 

11 被災者の健康管理 

(1) 巡回医療 

（略） 

(2) 医療情報の提供 

（略） 

(3) 高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止 

指定避難所の高齢者、障害者等の生活機能の低下の防止等のため、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡ

Ｔ）や災害支援ナースの派遣を県に要請する。 

(4) 避難所等における衛生環境の維持 

指定避難所等における衛生環境を維持するため、必要に応じ、災害時感染制御支援チーム（ＤＩ

ＣＴ）等の派遣を県に迅速に要請する。 

 

 

第１１章  生活救援活動 
 

 

《基本的な考え方》 

  災害において、混乱状態を解消し、被災者の生活の安定、社会経済早期回復への支援のため食料や

生活必需品、生活用水、応急住宅等の確保等を積極的に行う。 

また、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の

調達に留意するとともに、要配慮者のニーズや男女のニーズの違いに配慮する。 

 

 

 

第１１章  生活救援活動 
 

 

《基本的な考え方》 

  災害において、混乱状態を解消し、被災者の生活の安定、社会経済早期回復への支援のため食料や生

活必需品、生活用水、応急住宅等の確保等を積極的に行う。 

また、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調

達に留意するとともに、要配慮者のニーズや男女のニーズの違い、食物アレルギーを有する者のニーズ

等に配慮する。 
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 （略） 

 

第１節  食料の供給 
 

物資供給班は、市の備蓄物資を迅速に供給するとともに、あらかじめ供給協定を締結した緊急物資

保有業者等から速やかに物資を調達し供給する。また、市において対処できない場合は、県、近隣市

町、その他関係機関の応援を得て実施する。 

その際には、必要な食料、飲料水等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行える

よう、県、市町及び関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資

調達・輸送調整等支援システム等を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 

緊急物資の配分にあたっては、事前に地域住民に対し広報を行うとともに、自主防災組織等の協力

を求め、公平の確保に努める。 

また、自宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広

域避難者に対しても物資が提供されるよう努める。 

 

１～４ （略） 

 

５ 食料の確保 

(1) 市における食料確保 

（略） 

(2) 県からの米穀調達（政府所有米穀の調達） 

米穀が不足する場合は、県に対し政府米穀の供給を要請する。その際県は、農林水産省農産局

長（以下「農産局長」という。）に連絡及び要請書を提出する。市が直接、農産局長に連絡・要

請した場合は、必ず県に連絡するとともに、要請書の写しを送付する。 

 

(3) 県への要請 

（略） 

 

６ （略） 

 

７ 炊出しの実施 

被災者、ボランティア団体等が自ら炊出しを実施する旨の申出があった場合、炊出しに必要な食

材、器具及び燃料等を供給する。これらの器具、燃料等を調達できないときは、次の事項を明示し

て県に調達のあっせんを要請する。 

ア 必要なプロパンガスの量 

イ 必要な器具及び必要な衛生用品（マスク、手指消毒用アルコールスプレー等）の種類並びに

個数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ （略） 

 （略） 

 

第１節  食料の供給 
 

物資供給班は、市の備蓄物資を迅速に供給するとともに、あらかじめ供給協定を締結した緊急物資保

有業者等から速やかに物資を調達し供給する。また、市において対処できない場合は、県、近隣市町、

その他関係機関の応援を得て実施する。 

その際には、必要な食料、飲料水等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよ

う、県、市町及び関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調

達・輸送調整等支援システム等を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 

緊急物資の配分にあたっては、事前に地域住民に対し広報を行うとともに、自主防災組織等の協力を

求め、公平の確保に努める。 

また、自宅での避難者、応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域

避難者に対しても物資が提供されるよう努める。 

 

１～４ （略） 

 

５ 食料の確保 

(1) 市における食料確保 

（略） 

(2) 県からの米穀調達（政府所有米穀の調達） 

災害救助法が適用された場合において、米穀が不足する場合は、県に対し政府米穀の供給を要請

する。その際県は、農林水産省農産局長（以下「農産局長」という。）に連絡及び要請書を提出す

る。市が直接、農産局長に連絡・要請した場合は、必ず県に連絡するとともに、要請書の写しを送

付する。 

(3) 県への要請 

（略） 

 

６ （略） 

 

７ 炊出しの実施 

(1) 実施方法 

被災者、ボランティア団体等が自ら炊出しを実施する旨の申出があった場合、炊出しに必要な食

材、器具及び燃料等を供給する。これらの器具、燃料等を調達できないときは、次の事項を明示し

て県に調達のあっせんを要請する。 

ア 必要なプロパンガスの量 

イ 必要な器具及び必要な衛生用品（マスク、手指消毒用アルコールスプレー等）の種類並びに個

数 

(2) 食品衛生 

炊出しに当たっては、常に食品の衛生に心がけ、特に次の点に留意する。 

ア 加熱していない食品は出さないこと。 

イ 下痢、発熱、手指に傷のある人は、調理、配膳を行わないこと。 

ウ 調理の前にはよく手を洗うこと。 

エ 調理中はこまめに消毒すること。 

オ 冷蔵品や冷凍品は、クーラーボックス（保冷剤入り）に保管すること。 

カ 調理後、おおむね２時間以内に食べることができるよう配食すること。 

 

８ （略） 
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第２節  生活必需品等の供給 
 

物資供給班は、市へ物品等の指名願を提出している物資保有業者等から速やかに物資を調達する。

市において処理不可能な場合は、県、近隣市町、その他関係機関の応援を得て実施する。その際に

は、被災者の生活の維持のため必要な生活必需品等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・

分配を行えるよう、県、市町及び関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送

に関し、物資調達・輸送調整等支援システム等を活用し情報共有を図り、相互に協力するよう努め

る。 

 

物資供給班は、市の備蓄物資、調達物資等を迅速に供給する。 

緊急物資の配分にあたっては、事前に地域住民に対し広報を行うとともに、自主防災組織等の協力

を求め、公平の維持に努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の

調達に留意するとともに、要配慮者のニーズや男女のニーズの違いに配慮する。また、夏季には冷房

器具、冬季には暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮する。併せて、自宅での避難者、

応急仮設住宅として供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者に対しても物資が

提供されるよう努める。 

 

市は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システム等を用い

て備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できる

よう、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を含

め、速やかな物資支援のための準備に努める。 

なお、定形物資のみ受入れし、定型物資でない義援物資は受入れを抑制する。 

 

 （略） 

 

第３節  飲料水の供給 
 

（略） 

 

第４節  応急仮設住宅の確保等 
 

応急対策班は、災害により住宅を失い又は破損等のため居住することができなくなり、自己の資力

では住宅を得ることができない者を受け入れるための応急仮設住宅の設置、及び自己の資力では応急

修理することができない者に対する住宅対策を実施する。 

実施にあたっては、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本と

し、相談体制の整備、修理業者の周知等の支援による応急修理の推進、公営住宅等の既存ストックの

一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に確保する。また、地域

に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設置し、被災者の応急

的な住まいを早期に確保する。 

なお、建設にあたっては「愛媛県応急仮設住宅建設ガイドライン」に従い、速やかに県と協議を行

うとともに、二次災害に十分配慮する。 

 

１～４ （略） 

 

５ 被災住宅の応急修理 

(1) 対象者 

 

第２節  生活必需品等の供給 
 

物資供給班は、市の備蓄物資を迅速に供給するとともに、あらかじめ供給協定を締結した緊急物資保

有業者等市へ物品等の指名願を提出している物資保有業者等から速やかに物資を調達し、供給する。ま

た、市において対処できない市において処理不可能な場合は、県、近隣市町、その他関係機関の応援を

得て実施する。その際には、被災者の生活の維持のため必要な生活必需品等を効率的に調達・確保し、

ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、県、市町及び関係機関は、その備蓄する物資・資機材の供給

や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調整等支援システム等を活用し情報共有を図り、相互に協

力するよう努める。 

物資供給班は、市の備蓄物資、調達物資等を迅速に供給する。 

緊急物資の配分にあたっては、事前に地域住民に対し広報を行うとともに、自主防災組織等の協力を

求め、公平の維持に努める。 

なお、被災地で求められる物資は、時間の経過とともに変化することを踏まえ、時宜を得た物資の調

達に留意するとともに、要配慮者のニーズや男女のニーズの違いに配慮する。また、指定避難所におけ

る感染症拡大防止に必要な物資や家庭動物の飼養に関する資材をはじめ、夏季には冷房器具、冬季には

暖房器具、燃料等も含めるなど被災地の実情を考慮する。併せて、自宅での避難者、応急仮設住宅とし

て供与される賃貸住宅への避難者、所在が把握できる広域避難者に対しても物資が提供されるよう努め

る。 

市は、大規模な災害発生のおそれがある場合、事前に物資調達・輸送調整等支援システム等を用いて

備蓄状況の確認を行うとともに、あらかじめ登録されている物資の輸送拠点を速やかに開設できるよ

う、物資の輸送拠点の管理者の連絡先や開設手続を関係者間で共有するなど、備蓄物資の提供を含め、

速やかな物資支援のための準備に努める。 

なお、定形物資のみ受入れし、定型物資でない義援物資は受入れを抑制する。 

 

 （略） 

 

第３節  飲料水の供給 
 

（略） 

 

第４節  応急仮設住宅の確保等 
 

応急対策班は、災害により住宅を失い又は破損等のため居住することができなくなり、自己の資力で

は住宅を得ることができない者を受け入れるための応急仮設住宅の設置、及び自己の資力では応急修理

することができない者に対する住宅対策を実施する。 

実施にあたっては、既存住宅ストックの活用を重視して応急的な住まいを確保することを基本とし、

相談体制の整備、修理業者の周知等の支援やブルーシートの展張等を含むによる応急修理の推進、公営

住宅等の既存ストックの一時提供及び賃貸型応急住宅の提供により、被災者の応急的な住まいを早期に

確保する。また、地域に十分な既存住宅ストックが存在しない場合には、建設型応急住宅を速やかに設

置し、被災者の応急的な住まいを早期に確保する。 

なお、建設にあたっては「愛媛県応急仮設住宅建設ガイドライン」に従い、速やかに県と協議を行う

とともに、二次災害に十分配慮する。 

 

１～４ （略） 

 

５ 被災住宅の応急修理 

(1) 対象者 
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（略） 

(2) 応急修理の給付内容 

（略） 

(3) 修理の実施 

ア～イ （略） 

ウ 修理の期間 

応急修理は、原則として災害発生の日から１か月以内に完了する。なお、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得たうえで期間を延長することができる。 

エ （略） 

 

 

 

 

 

６ 市営住宅の応急修理 

（略） 

 

７ 建築相談窓口の設置 

応急対策班は、建築相談窓口を設け、住宅の応急復旧の技術指導及び融資制度の利用等について

相談に応ずる。 

 

（略） 

(2) 応急修理の給付内容 

（略） 

(3) 修理の実施 

ア～イ （略） 

ウ 修理の期間 

応急修理は、原則として災害発生の日から３１か月以内に完了する。なお、内閣総理大臣に協

議し、その同意を得たうえで期間を延長することができる。 

エ （略） 

(4) 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理 

建築業関係団体の協力を得て、住宅が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる程度の損傷を受け、雨

水の浸入等を放置すれば住家の被害が拡大するおそれがある屋根、外壁、建具（玄関、窓やサッシ

等）等の必要な部分について応急修理を行う。 

 

６ 市営住宅の応急修理 

（略） 

 

７ 建築相談窓口の設置 

応急対策班は、建築相談窓口を設け、住宅の応急復旧の技術指導及び融資制度の利用等について相

談に応じずる。 

 

８ ふるさと回帰型の木造仮設住宅の建設 

応急対策班は、小規模な農村・漁村集落については、必要に応じて、集落内の空き地等に「ふるさ

と回帰型の木造仮設住宅」（供与期間終了後は、市所有住宅として管理し被災者に貸与、その後、被

災者が希望する場合には、適正な対価で譲渡するもの。）の建設を検討する。 

 

 

 

第１２章  環境、保健衛生対策 
 

 （略） 

 

第１節  し尿の処理 
 

し尿は、防疫上の観点から、できる限り早急に収集、処理する必要があり、市民環境班は、速やか

に収集、処理の体制を確立し、処理活動を行う。 

浸水によりトイレが使用できなくなった場合は、次のように対応することを基本とする。 

(1) 汲取式トイレの場合は、緊急的に汲取りを実施する。 

(2) 汲取りまでに時間を要する場合、あるいはトイレが被災により使用できない場合は、被災地に

仮設トイレを設置する。 

(3) 家屋が全・半壊していない被災者は、自宅のトイレで簡易トイレ等を活用してごみとして処理

する。その場合、既存のごみ集積所へ可燃ごみとして搬出するものとする。 

(4) (3)のごみを処理するため、市が委託している一般廃棄物収集運搬業者で対応しきれないとき

は、市から許可を受けている業者は協力するものとする。 

 

１ 応急対策活動 

（略） 

 

 

第１２章  環境、保健衛生対策 
 

 （略） 

 

第１節  し尿の処理 
 

し尿は、防疫上の観点から、できる限り早急に収集、処理する必要があり、市民環境班は、速やかに

収集、処理の体制を確立し、処理活動を行う。 

浸水によりトイレが使用できなくなった場合は、次のように対応することを基本とする。 

(1) 汲取式トイレの場合は、緊急的に汲取りを実施する。 

(2) 汲取りまでに時間を要する場合、あるいはトイレが被災により使用できない場合は、被災地に仮

設トイレを設置する。 

(3) 家屋が全・半壊していない被災者は、自宅のトイレで簡易トイレ等を活用してごみとして処理す

る。その場合、既存のごみ集積所へ可燃ごみとして搬出するものとする。 

(4) (3)のごみを処理するため、市が委託している一般廃棄物収集運搬業者で対応しきれないとき

は、市から許可を受けている業者は協力するものとする。 

 

１ 応急対策活動 

（略） 
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２ 仮設トイレ等の設置 

(1) 災害発生直後の対応 

（略） 

(2) 仮設トイレ（貯留式）の設置 

（略） 

(3) 簡易トイレの配布 

（略） 

(4) 要配慮者に対する配慮 

（略） 

 

 

 

 

３～４ （略） 

 

第２節  ごみの処理 
 

 （略） 

 

第３節  障害物の除去 
 

災害によって土石、竹木等の障害物が住家等に流入し、日常生活を営むのに支障をきたしている者

に対し、これを除去することにより、被災者の日常生活を確保する。 

道路、河川、港湾等の各種公共土木施設等に生じた障害物は、一般社団法人愛媛県建設業協会等の

協力を得ながら、障害物の除去に必要な人員、資機材等の確保に努めるとともに、その管理者等が障

害物の除去を行う。 

 

１ 住宅関係の障害物の除去 

（略） 

 

２ 道路上の障害物の除去 

 道路管理者は、管理する道路について、路上障害物の有無も含めて、早急に被災状況等の把握に

努める。また、道路上における著しく大きな障害物等の除去については、必要に応じて、道路管理

者、警察機関、消防機関、自衛隊等は協力して所要の措置をとる。なお、この場合、緊急輸送にあ

てる道路を優先して行う。 

除去した障害物は、市があらかじめ仮集積場として定めた空地、民地の土地所有者に対する協力

依頼等によって確保した空地、及び駐車場に集積する。また、適当な集積場がない場合は避難路及

び緊急輸送にあてる道路以外の道端等に集積する。 

 

 

３～５ （略） 

 

第４節  災害廃棄物の処理 
 

家屋等の建物、構築物等の被災により、又は家具、家電製品等浸水に伴い発生する多量の災害廃棄

物を、迅速かつ円滑に除去し、被災地の速やかな復興に努める。 

被災の状況によって市単独での処理が困難な場合は、県内市町の施設での処理に向けた調整を県に

要請する。また、県に災害廃棄物の処理を委託する場合は、県の指導のもと、県並びに協力機関等へ

２ 仮設トイレ等の設置 

(1) 災害発生直後の対応 

（略） 

(2) 仮設トイレ（貯留式）の設置 

（略） 

(3) 簡易トイレの配布 

（略） 

(4) 要配慮者に対する配慮 

（略） 

(5) より快適なトイレの設置 

指定避難所等の生活環境を確保するため、トイレカー、トイレトレーラー等について平時から登

録・データベース化する等の仕組みを検討し、より快適なトイレの設置に配慮するよう努める。 

 

３～４ （略） 

 

第２節  ごみの処理 
 

 （略） 

 

第３節  障害物の除去 
 

災害によって土石、竹木等の障害物が住家等に流入し、日常生活を営むのに支障をきたしている者に

対し、これを除去することにより、被災者の日常生活を確保する。 

道路、河川、港湾等の各種公共土木施設等に生じた障害物は、一般社団法人愛媛県建設業協会等の協

力を得ながら、障害物の除去に必要な人員、資機材等の確保に努めるとともに、その管理者等が障害物

の除去を行う。 

 

１ 住宅関係の障害物の除去 

（略） 

 

２ 道路上の障害物の除去 

 道路管理者は、管理する道路について、路上障害物（路面変状の補修や迂回路の整備を含み、ま

た、雪害における除雪を含む。）の有無も含めて、早急に被災状況等の把握に努める。また、道路上

における著しく大きな障害物等の除去については、必要に応じて、道路管理者、警察機関、消防機

関、自衛隊等は協力して所要の措置をとる。なお、この場合、緊急輸送にあてる道路を優先して行

う。 

除去した障害物は、市があらかじめ仮集積場として定めた空地、民地の土地所有者に対する協力依

頼等によって確保した空地、及び駐車場に集積する。また、適当な集積場がない場合は避難路及び緊

急輸送にあてる道路以外の道端等に集積する。 

 

３～５ （略） 

 

第４節  災害廃棄物の処理 
 

家屋等の建物、構築物等の被災により、又は家具、家電製品等浸水に伴い発生する多量の災害廃棄物

を、迅速かつ円滑に除去し、被災地の速やかな復興に努める。 

被災の状況によって市単独での処理が困難な場合は、県内市町の施設での処理に向けた調整を県に要

請する。また、県に災害廃棄物の処理を委託する場合は、県の指導のもと、県並びに協力機関等への情
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風水害等応急－19 

の情報提供を行う。 

被災家屋の撤去（必要に応じて解体）は、原則として所有者が実施する。ただし、倒壊のおそれが

あるなど二次災害の起因となる損害家屋等については、所有者と協議・調整のうえ、市が撤去（必要

に応じて解体）を実施する場合がある。 

また、災害廃棄物等の搬出に関しては、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等と連携する。 

 

１～２ （略） 

 

３ 損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） 

被災家屋の撤去（必要に応じて解体）は、原則として所有者が実施する。ただし、倒壊のおそれ

があるなど二次災害の起因となる損壊家屋等については、所有者と協議・調整のうえ、市が撤去

（必要に応じて解体）を実施する場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４～６ （略） 

 

第５節  防疫・保健活動 
 

１ 応急対策活動 

(1) 県（保健所）の指導・指示を受け、汚染場所・物件の消毒、ねずみ族、昆虫等の駆除、生活用

水の供給、臨時の予防接種の実施等、迅速かつ的確に必要な防疫活動を実施する。 

(2) 飲料水について消毒及び衛生指導を行う。 

(3) 塵芥、汚泥等を仮集積場及び分別所を経て埋立て又は焼却するとともに、し尿の処理に万全を

期す。 

(4) 防疫薬剤、資機材等が不足したときは、卸売業者等から調達するほか、県に対し調達を要請す

る。 

(5) 甚大な被害により防疫機能が著しく阻害され、市が行うべき防疫業務が実施できないとき又は

不十分であるときは、県に応援を要請する。 

(6) 県（保健所）と協力して指定避難所等において保健師等による巡回健康相談を実施し、市民の

健康状態を把握するとともに、感染症予防に係る指導と広報を行う。また、指定避難所の管理者

等を通じて、避難者に自治組織の編成を指導し、その協力を得て健康管理等の徹底を図る。 

(7) 感染症の発生状況及び防疫活動の状況を随時、県（保健所）に報告する。 

(8) 被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、市民環境部、医療救護部が連携して、

感染症対策として必要な措置を講ずるよう努める。 

報提供を行う。 

被災家屋の撤去（必要に応じて解体）は、原則として所有者が実施する。ただし、倒壊のおそれがあ

るなど二次災害の起因となる損害家屋等については、所有者と協議・調整のうえ、市が撤去（必要に応

じて解体）を実施する場合がある。 

また、災害廃棄物等の搬出に関しては、社会福祉協議会、ＮＰＯ・ボランティア等と連携する。 

 

１～２ （略） 

 

３ 公費解体による損壊家屋等の解体・撤去損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） 

被災家屋の撤去（必要に応じて解体）は、原則として所有者が実施する。ただし、倒壊のおそれが

あるなど二次災害の起因となる損壊家屋等については、所有者と協議・調整のうえ、市が撤去（必要

に応じて解体）を実施する場合がある。 

損壊家屋等の解体・撤去は、原則として所有者の責任によって行うこととする。ただし、二次災害

の危険がある場合や災害復興に当たって必要がある場合、市は、速やかに県、国と協議し、災害等廃

棄物処理事業費補助金を活用して、全壊家屋等（家屋だけでなく、倉庫や中小企業者の事業所等を含

む）の解体・撤去を実施することができる。 

当該災害が「特定非常災害」に指定された場合は、半壊家屋等まで補助対象が拡大されるため、補

助対象の適否を災害発生後の環境省の通知等を確認したうえで、解体・撤去を実施する。 

 

 

災害等廃棄物処理事業費補助金（国による特別措置）の対象 

区分 全壊 半壊 

解体・撤去 〇 △ 

運搬 〇 〇 

処理・処分 〇 〇 

※〇：適用、△：場合により適用 

 

４～６ （略） 

 

第５節  防疫・保健活動 
 

１ 応急対策活動 

(1) 県（保健所）の指導・指示を受け、汚染場所・物件の消毒、ねずみ族、昆虫等の駆除、生活用水

の供給、臨時の予防接種の実施等、迅速かつ的確に必要な防疫活動を実施する。 

(2) 飲料水について消毒及び衛生指導を行う。 

(3) 塵芥、汚泥等を仮集積場及び分別所を経て埋立て又は焼却するとともに、し尿の処理に万全を期

す。 

(4) 防疫薬剤、資機材等が不足したときは、卸売業者等から調達するほか、県に対し調達を要請す

る。 

(5) 甚大な被害により防疫機能が著しく阻害され、市が行うべき防疫業務が実施できないとき又は

不十分であるときは、県に応援を要請する。 

(6) 県（保健所）と協力して指定避難所等において保健師等による巡回健康相談を実施し、市民の健

康状態を把握するとともに、感染症予防に係る指導と広報を行う。また、指定避難所の管理者等を

通じて、避難者に自治組織の編成を指導し、その協力を得て健康管理等の徹底を図る。 

(7) 感染症の発生状況及び防疫活動の状況を随時、県（保健所）に報告する。 

(8) 被災地において感染症の発生、拡大がみられる場合は、市民環境部、医療救護部が連携して、感

染症対策として必要な措置を講ずるよう努める。また、自宅療養者等が指定避難所に避難する可能
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風水害等応急－20 

 

 

 

 

 

２～４ （略） 

 

第６節  行方不明者の捜索及び死体の措置 
 

１～２ （略） 

 

３ 捜索の実施 

捜索は、消防班が警察署、消防団（各方面隊）、海上保安部、自衛隊その他の関係機関及び地元

自主防災組織等の協力を得て、次のとおり実施する。 

(1) 消防班は、関係機関と連絡を密接にとりながら捜索活動を実施する。その情報を市民環境班へ

報告する。 

(2) 捜索活動中に死体を発見したときは、警察署又は海上保安部（海上で発見された者に限る。）

に連絡する。 

(3) 発見した死体は、現地の一定の場所に集め、所要の警戒員を配置し監視を行う。 

(4) 捜索の実施期間は災害発生の日から 10 日以内とする。 

 

 

 

 

４ （略） 

 

５ 死体の収容、安置 

市民環境班は、検案を終えた死体について、警察署、地元自主防災組織等の協力を得て、身元確

認と身元引受人の発見に努めるとともに、次のとおり収容、安置する。 

(1) 市内の寺院、公共施設等死体収容に適当な場所を選定して、死体安置所を開設する。なお、適

当な既存建物が確保できない場合は、天幕等を設置して代用する。 

 

 

(2) 市内葬儀業者に協力を要請し、納棺用品、仮葬祭用品等必要な器材を確保する。 

(3) 死体の検案書を引き継ぎ、死体処置台帳を作成する。 

(4) 棺に氏名及び番号を記載した名札を添付する。 

(5) 死体処置台帳に基づき、死体埋火葬許可証の発行を求める。 

(6) 遺族その他より死体引取の申出があったときは、死体処置台帳により整理のうえ引き渡す。 

(7) 死体を火葬する場合、市民環境班に連絡し、指定された火葬場へ搬送する。 

 

６～７ （略） 

 

第７節  災害時における動物の管理 
 

災害の発生に伴う動物の保護及び危害防止に対応するため、県・市・市民等による協力体制を確立

する。 

 

 

性を考慮し、医療救護班は、避難所班に対し、指定避難所の運営に必要な情報を共有するものとす

る。 

(9) 医療救護班は、指定避難所等における衛生環境を維持するため、必要に応じ、災害時感染制御支

援チーム（ＤＩＣＴ）等の派遣を迅速に要請する。 

 

２～４ （略） 

 

第６節  行方不明者の捜索及び死体の措置 
 

１～２ （略） 

 

３ 捜索の実施 

捜索は、消防班が警察署、消防団（各方面隊）、海上保安部、自衛隊その他の関係機関及び地元自

主防災組織等の協力を得て、次のとおり実施する。 

(1) 消防班は、関係機関と連絡を密接にとりながら捜索活動を実施する。その情報を市民環境班へ報

告する。 

(2) 捜索活動中に死体を発見したときは、警察署又は海上保安部（海上で発見された者に限る。）に

連絡する。 

(3) 発見した死体は、現地の一定の場所に集め、所要の警戒員を配置し監視を行う。 

(4) 捜索の実施期間は災害発生の日から 10 日以内とする。 

なお、本部総括班（本部総括担当）又は消防班は、要救助者の生命又は身体に対する重要な危険

が切迫し、携帯電話等の位置情報取得が不可欠であると認められる場合、携帯電話事業者に対し要

救助者の位置情報提供要請を行う。 

 

４ （略） 

 

５ 死体の収容、安置 

市民環境班は、検案を終えた死体について、警察署、地元自主防災組織等の協力を得て、身元確認

と身元引受人の発見に努めるとともに、次のとおり収容、安置する。 

(1) 市内の寺院、公共施設等死体収容に適当な場所を選定して、死体安置所を開設する。なお、適当

な既存建物が確保できない場合は、天幕等を設置して代用する。 

大規模な災害により多数の死体が発生した場合は、死体安置所の設置について、県本部、警察署

等との総合調整を行う。 
(2) 市内葬儀業者に協力を要請し、納棺用品、仮葬祭用品等必要な器材を確保する。 

(3) 死体の検案書を引き継ぎ、死体処置台帳を作成する。 

(4) 棺に氏名及び番号を記載した名札を添付する。 

(5) 死体処置台帳に基づき、死体埋火葬許可証の発行を求める。 

(6) 遺族その他より死体引取の申出があったときは、死体処置台帳により整理のうえ引き渡す。 

(7) 死体を火葬する場合、市民環境班に連絡し、指定された火葬場へ搬送する。 

 

６～７ （略） 

 

第７節  災害時における動物の管理 
 

災害の発生に伴う動物の保護及び危害防止に対応するため、県・市・市民等による協力体制を確立す

る。なお、市民環境班は、被災した飼養動物の保護収容、危険動物の逸走対策、飼い主等からの飼養動

物の一時預かり要望への対応、動物伝染病予防等衛生管理を含めた災害時における動物の管理等につい

て、獣医師会等と連携し必要な措置を講ずる。 
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風水害等応急－21 

 

 （略） 

 

 

 （略） 

 

 

第１３章  要配慮者に対する援助活動 
 

 （略） 

 

 

第１３章  要配慮者に対する援助活動 
 

 （略） 

 

 

 

第１４章  孤立地区に対する支援対策 
 

 （略） 

 

 

第１４章  孤立地区に対する支援対策 
 

 （略） 

 

 

 

第１５章  ボランティア活動対策 
 

 （略） 

 

１ 市災害ボランティアセンター（市災害救援ボランティア支援本部） 

(1) （略） 

(2) 市災害ボランティアセンター（市支援本部）の構成 

市災害ボランティアセンター（市支援本部）は、今治市社会福祉協議会、今治市、ＮＰＯ団

体、ボランティア関係団体、ボランティア・コーディネータ等で構成する。 

また、関係者が一堂に集う情報共有会議を開催し、市域における被災者ニーズの把握や、ＮＰ

Ｏ等の有するノウハウの提供、各団体の活動状況の情報共有等を図るとともに、災害ボランティ

ア活動の連携方策等の調整等を行う。 

 

(3)～(4) （略） 

 

２～５ （略） 

 

 

第１５章  ボランティア活動対策 
 

 （略） 

 

１ 市災害ボランティアセンター（市災害救援ボランティア支援本部） 

(1) （略） 

(2) 市災害ボランティアセンター（市支援本部）の構成 

市災害ボランティアセンター（市支援本部）は、今治市社会福祉協議会、今治市、ＮＰＯ団

体、ボランティア関係団体、ボランティア・コーディネータ、災害中間支援組織（ＮＰＯ・ボラ

ンティア等の活動支援や活動調整を行う組織）等で構成する。 

また、関係者が一堂に集う情報共有会議を開催し、市域における被災者ニーズの把握や、ＮＰＯ

等の有するノウハウの提供、各団体の活動状況の最新の情報共有等を図るとともに、災害ボランテ

ィア活動の連携方策等の調整等を行う。 

(3)～(4) （略） 

 

２～５ （略） 

 

 

 

第１６章  ライフラインの確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  水道施設 
 

（略） 

 

第２節  下水道施設 
 

（略） 

 

 

第１６章  ライフラインの確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  水道施設 
 

（略） 

 

第２節  下水道施設 
 

（略） 

 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等応急－22 

第３節  工業用水道施設 
 

（略） 

 

第４節  電力施設 
 

（略） 

 

第５節  ガス施設 
 

（略） 

 

第６節  ＬＰガス施設 
 

 （略） 

 

第７節  電信電話施設 
 

電気通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害や復旧の状況等を関係機

関に共有する。 

 

 

 

１～３ （略） 

 

４ ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社 

（略） 

 

 

第８節  災害廃棄物処理施設 
 

（略） 

 

第３節  工業用水道施設 
 

（略） 

 

第４節  電力施設 
 

（略） 

 

第５節  ガス施設 
 

（略） 

 

第６節  ＬＰガス施設 
 

 （略） 

 

第７節  電信電話施設 
 

電気通信事業者は、速やかに通信障害の状況やその原因、通信施設の被害、復旧の状況や見通し、代

替的に利用可能な通信手段等について、関係機関及び市民に対してわかりやすく情報提供（ホームペー

ジのトッ プページへの掲載、地図による障害エリアの表示等）するや復旧の状況等を関係機関に共有

する。 

 

１～３ （略） 

 

４ ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンク株式会社、楽天モバイル株式会社 

（略） 

 

 

第８節  災害廃棄物処理施設 
 

（略） 

 

 

第１７章  公共土木施設等の確保対策 
 

（略） 

 

第１節  道路施設 
 

応急対策部長は、管理する道路、橋りょう等道路施設が被害を受けた場合には、次のとおり応急復

旧等を行い、道路機能の確保に努める。 

 

１ 災害時の応急措置 

（略） 

 

第１７章  公共土木施設等の確保対策 
 

 （略） 

 

第１節  道路施設 
 

応急対策部長は、管理する道路、橋りょう等道路施設が被害を受けた場合には、次のとおり応急復旧

等を行い、道路機能の確保に努める。 

 

１ 災害時の応急措置 

（略） 
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２ 応急復旧対策 

災害により被害を受けた市道については、緊急輸送道路指定の道路を優先し、一般社団法人愛媛

県建設業協会今治支部等に協力を求め、次のような実施手順に従って応急復旧を行う｡ 

 

 

（略） 

 

第２節  河川管理施設 
 

（略） 

 

第３節  その他の公共土木施設等 
 

 （略） 

 

２ 応急復旧対策 

災害により被害を受けた市道については、緊急輸送道路等指定の道路を優先し、一般社団法人愛媛

県建設業協会今治支部等に協力を求め、次のような実施手順に従って応急復旧を行う｡ 

なお、道路管理者及び上下水道、電力、通信等のインフラ事業者は、道路と生活インフラの連携し

た復旧が行えるよう、関係機関との連携体制の整備・強化を図る。 

（略） 

 

第２節  河川管理施設 
 

（略） 

 

第３節  その他の公共土木施設等 
 

 （略） 

 

第１８章  応急教育活動 
 

 （略） 

 

 

第１８章  応急教育活動 
 

 （略） 

 

 

 

第１９章  社会秩序維持活動 
 

 （略） 

 

 

第１９章  社会秩序維持活動 
 

 （略） 

 

 

 

第２０章  各種災害の応急対策 
 

 （略） 

 

《対策の体系》 

第 20 章 各種災害の応急対策 

第１節 危険物等災害応急対策 

第２節 海上災害応急対策 

第３節 原子力災害応急対策 

第４節 突発重大事故等応急対策 

 

 

 

 

第１節  危険物等災害応急対策 
 

（略） 

 

 

 

第２０章  各種災害の応急対策 
 

 （略） 

 

《対策の体系》 

第 20 章 各種災害の応急対策 

第１節 危険物等災害応急対策 

第２節 海上災害応急対策 

第３節 原子力災害応急対策 

第４節 突発重大事故等応急対策 

第５節 大規模火災活動応急対策 

第６節 林野火災活動応急対策 

 

 

第１節  危険物等災害応急対策 
 

（略） 
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第２節  海上災害応急対策 
 

（略） 

 

第３節  原子力災害応急対策 
 

市は、速やかに職員の非常参集、情報の収集・連絡体制の確立等必要な措置をとるとともに、国、

県、原子力事業者等の関係機関と密接な連携を図る。 

 

１ 活動体制の確立 

（略） 

 

２ 情報の収集・連絡 

(1) 原子力災害情報等の収集・連絡 

市は、原子力災害対応に必要な措置をとるため、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の

状況、モニタリングの結果、緊急時迅速環境放射能影響予測ネットワークシステムによる放射能

影響予測等）、緊急時における留意事項、避難情報、安否情報、医療機関などの情報、県等が講

じている施策に関する情報、交通規制などの正確かつきめ細やかな情報を、県及び関係機関等を

通じて迅速に収集・連絡する。 

(2) （略） 

 

３ 住民等への的確な情報伝達活動 

（略） 

 

４ 広域避難者の受入れ 

市は、四国電力株式会社伊方原子力発電所において原子力災害が発生又は発生するおそれがある

場合、「原子力災害発生時等における避難者受入計画（伊方町編）（伊予市、八幡浜市編）」に基

づき、避難者の受入れを行う。 

(1) 連絡体制の確立 

市は、県から警戒事態（異常な事象の発生又はそのおそれがある段階）の連絡を受けた場合

は、県及び伊方町、伊予市、八幡浜市（以下「関係市町」という。）等との連絡体制を整える。 

 

 

(2) 受入体制の立上げ及び受入準備 

全面緊急事態（公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じ、迅速な防護措置

を実施する必要がある段階）に至った場合には、市は、県又は関係市町からの要請により、避難

者の受入体制を立ち上げるとともに、受入れのための指定避難所等の設営準備を開始する。 

 

(3)～(5) （略） 

 

第４節  突発重大事故等応急対策 
 

（略） 

 

 

（新規追加） 

第２節  海上災害応急対策 
 

（略） 

 

第３節  原子力災害応急対策 
 

市は、速やかに職員の非常参集、情報の収集・連絡体制の確立等必要な措置をとるとともに、国、

県、原子力事業者等の関係機関と密接な連携を図る。 

 

１ 活動体制の確立 

（略） 

 

２ 情報の収集・連絡 

(1) 原子力災害情報等の収集・連絡 

市は、原子力災害対応に必要な措置をとるため、原子力災害の状況（原子力事業所等の事故の状

況、モニタリングの結果、緊急時迅速環境放射能影響予測ネットワークシステムによる放射能影響

予測等）、緊急時における留意事項、避難情報、安否情報、医療機関などの情報、県等が講じてい

る施策に関する情報、交通規制などの正確かつきめ細やかな情報を、県及び関係機関等を通じて迅

速に収集・連絡する。 

(2) （略） 

 

３ 住民等への的確な情報伝達活動 

（略） 

 

４ 広域避難者の受入れ 

市は、四国電力株式会社伊方原子力発電所において原子力災害が発生又は発生するおそれがある場

合、「原子力災害発生時等における避難者受入計画（伊方町編）（伊予市、八幡浜市編）」に基づ

き、避難者の受入れを行う。 

(1) 連絡体制の確立 

市は、県から警戒事態（異常な事象の発生又はそのおそれがあるため、情報収集や緊急時モニタ

リングの準備、施設敷地緊急事態要避難者を対象とした避難等の予防的防護措置の準備を開始する

必要がある段階）の連絡を受けた場合は、県及び伊方町、伊予市、八幡浜市（以下「関係市町」と

いう。）等との連絡体制を整える。 

(2) 受入体制の立上げ及び受入準備 

全面緊急事態（公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、重篤な確定

的影響を回避し又は最小化するため、及び確定的リスクを低減するため、迅速な防護措置を実施す

る必要がある段階）に至った場合には、市は、県又は関係市町からの要請により、避難者の受入体

制を立ち上げるとともに、受入れのための指定避難所等の設営準備を開始する。 

(3)～(5) （略） 

 

第４節  突発重大事故等応急対策 
 

（略） 

 

第５節  大規模火災活動応急対策 
 

大規模な火災が発生し、又は大規模化が予測される場合、延焼拡大防止及び地域住民等の安全を確保
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するため、消火活動等の応急対策を行う。 

 

１  活動体制の確立 

市長は、災害の状況から判断して、市対策（警戒）本部の設置など適切な配備体制をとり、応急対

策活動に必要な班を配備する。 

 

２  県の活動 

(1) 大規模な火災が発生した場合は、市町等から情報収集するとともに、消防防災ヘリコプターによ

り偵察を行うなど情報を収集し、関係機関等に連絡する。 

(2) 地元市町が実施する消防、救急活動等について、必要に応じ指示等を行うとともに、当該市町か

らの要請により他の市町に応援を要請する。 

(3) 火災の規模、被害状況等から県内の消防力では対応が困難な場合には、消防庁に対し、緊急消防

援助隊の派遣、大規模特殊災害時における広域航空消防応援等を要請するとともに、市町からの要

請に応じて自衛隊の災害派遣要請を行う。 

(4) 島嶼部又は海岸等で火災が発生した場合には、必要に応じて海上保安部へ消火及び救助救急活動

の応援を要請する。 

 

３  市の活動 

(1) 大規模な火災が発生した場合は、火災の発生状況、人的被害の状況等を収集し、県及び関係機関

に通報する。なお、消防庁が定める「火災・災害等即報要領」に基づく直接即報基準に該当する火

災の場合は、直接消防庁にも連絡する。 

(2) 直ちに現場に出動し、消火用資機材を活用して消防活動・火災の拡大防止を行う。 

(3) 火災の規模が大きく本市で対応できないときは、「愛媛県消防広域相互応援協定」及び「愛媛県

消防団広域相互応援協定」に基づき、近隣市町等に応援を要請する。 

(4) 火災の規模、被害状況等から、自衛隊の災害派遣要請が必要と判断した場合は、速やかに県に対

して要請を行うとともに、自衛隊の集結地、自衛隊ヘリコプターの臨時場外離発着場の確保及び化

学消火薬剤等資機材の準備を行う。 

(5) 多数の負傷者が発生した場合は、今治市医師会に対して医療救護班（市医師会）の編成及び出動

を要請し、応急措置を施した後、適切な医療機関に搬送するとともに、被害状況の把握に努める。 

(6) 必要に応じて、警察、自主防災組織等の協力を得て、火災現場及びその周辺の住民等の避難誘導

を行う。 

 

４  県警察の活動 

(1) 大規模な火災が発生した場合は、必要に応じて、県警ヘリコプター等を活用して、火災状況や被

害状況等の情報を収集し、関係機関等に連絡する。 

(2) 必要に応じて、立ち入り禁止区域を設けるとともに、地域住民等の避難誘導等を行う。 

(3) 死傷者が発生した場合は、関係機関と連携し、救出救助活動を行うとともに、死体の収容、捜

索、措置活動等を行う。 

(4) 必要に応じて、火災現場及びその周辺の交通規制を行う。 

 

 

第６節  林野火災活動応急対策 
 

大規模な林野火災が発生した場合、広範囲の林野の焼失防止及び地域住民等の安全を確保するため、

消火活動等の応急対策を行う。 

 

１ 活動体制の確立 

市長は、災害の状況から判断して、市対策（警戒）本部の設置など適切な配備体制をとり、応急対
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策活動に必要な班を配備する。 

 

２  県の活動 

(1) 林野火災が発生した場合は、市町等からの情報提供に加え、速やかに消防防災ヘリコプターによ

り偵察を行うなど情報を収集し、関係機関等に連絡する。 

(2) 地元市町からの要請に応じて、消防防災ヘリコプターを出動させ、空中消火等を行うとともに、

当該市町からの要請により他の市町に応援を要請する。 

(3) 林野火災の規模、被害状況等から県内の消防力では対応が困難な場合には、消防庁に対し、緊急

消防援助隊の派遣、大規模特殊災害時における広域航空消防応援等を要請するとともに、市町から

の要請に応じて自衛隊の災害派遣要請を行う。 

(4) 島嶼部又は海岸等で火災が発生した場合には、必要に応じて海上保安部へ消火及び救助・救急活

動の応援を要請する。 

 

３  市の活動 

(1) 林野火災が発生した場合は、火災の発生状況、人的被害の状況、林野の被害状況等を収集し、県

及び関係機関に通報する。 

(2) 直ちに現場に出動し、消火用資機材を活用して消防活動を行う。 

(3) 火災現場の偵察又は空中消火活動の必要があると認められるときは、県に対して、速やかに消防

防災ヘリコプターの出動を要請するとともに、消防防災航空隊と連携をとり水利等の確保を行う。 

(4) 火災の規模が大きく本市で対応できないときは、「愛媛県消防広域相互応援協定」及び「愛媛県

消防団広域相互応援協定」に基づき、近隣市町等に応援を要請する。 

(5) 火災の規模、被害状況等から自衛隊の災害派遣要請が必要と判断した場合は、速やかに県に対し

て要請を行うとともに、自衛隊の集結地、自衛隊ヘリコプターの臨時場外離発着場の確保及び化学

消火薬剤等資機材の準備を行う。 

(6) 多数の負傷者が発生した場合は、今治市医師会に対して医療救護班（市医師会）の編成及び出動

を要請し、応急措置を施した後、適切な医療機関に搬送するとともに、被害状況の把握に努める。 

(7) 必要に応じて、警察、自主防災組織等の協力を得て、火災現場及びその周辺の住民等の避難誘導

を行う。 

 

４  県警察の活動 

(1) 林野火災が発生した場合は、必要に応じて、県警ヘリコプター等を活用して、火災状況や被害状

況等の情報を収集し、関係機関等に連絡する。 

(2) 必要に応じて、立ち入り禁止区域を設けるとともに、地域住民等の避難誘導等を行う。 

(3) 死傷者が発生した場合は、関係機関と連携し、救出救助活動を行うとともに、死体の収容、捜

索、措置活動等を行う。 

(4) 必要に応じて、火災現場及びその周辺の交通規制を行う。 

 

 

第２１章  災害救助法の適用 
 

 （略） 

 

 

第２１章  災害救助法の適用 
 

 （略） 
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風水害等復旧・復興－1 

 
 

 

第４部 災害復旧・復興計画 
 

 

 

 

第４部 災害復旧・復興計画 
 

 

 

 

第１章  公共施設の災害復旧 
 

 （略） 

 

１ 被災施設の復旧等 

被災した公共施設の災害復旧は、原形復旧を基本にしつつも、再度災害防止の観点から可能な限

り改良復旧を行うなどの事業計画を速やかに策定し、社会経済活動の早急な回復を図るため迅速に

実施する。その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進

するものとする。併せて、要配慮者の参画を促進する。特に、災害に伴う地盤の緩みにより土砂災

害の危険性が高まっている箇所について、二次的な土砂災害防止の観点から対策を講ずる。 

また、ライフライン、交通輸送等の関係機関については、復旧にあたり、復旧予定時期を明らか

にするよう努める。 

公共施設の復旧事業は、おおむね以下の法律等に基づき、迅速かつ円滑に行う。 

なお、市は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対し、

職員の派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合

においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用する。 

(1) 農林水産業等施設については、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法

律（昭和 25 年法律第 169 号）、土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）を活用し実施する。 

(2) 道路、海岸、河川、港湾、漁港、下水道施設、都市公園については、公共土木施設災害復旧事

業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）により実施する。 

(3) 砂防等施設については、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）、

砂防法（昭和 30 年法律第 29 号）、地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）により実施する。 

(4) 都市施設（街路、公園、排水路、墓園等）の復旧及び堆積土砂排除事業については、都市災害

復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針により実施する。 

(5) 公営住宅等については、公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号）により実施する。 

(6) 水道施設については、上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費の国庫補助金交付要

綱により実施する。 

(7) 公立学校施設については、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28 年法律第 247 号）によ

り実施する。 

(8) 特定大規模災害その他著しく異常かつ激甚な非常災害として政令で指定する災害が発生し、円

滑かつ迅速な復興が必要な場合は、大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55

号）に基づき、県又は国に対して災害復旧事業等に係る工事の代行を要請する。 

(9) 県が管理する道路と交通上密接な関連を有する市道について、工事の実施体制等の地域の実情

を勘案して、市に代わって県が災害復旧等に関する工事を行うことが適当であると認められると

きは、権限代行制度により、当該工事を行うよう県に要請する。 

(10)県警察は、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努める

とともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等への働きかけを行うなど、復旧・復興

事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。 

 

 

第１章  公共施設の災害復旧 
 

 （略） 

 

１ 被災施設の復旧等 

被災した公共施設の災害復旧は、原形復旧を基本にしつつも、再度災害防止の観点から可能な限

り改良復旧を行うなどの事業計画を速やかに策定し、社会経済活動の早急な回復を図るため迅速に

実施する。その際、男女共同参画の観点から、復旧・復興のあらゆる場・組織に女性の参画を促進

するものとする。併せて、要配慮者の参画を促進する。特に、災害に伴う地盤の緩みにより土砂災

害の危険性が高まっている箇所について、二次的な土砂災害防止の観点から対策を講ずる。 

また、ライフライン、交通輸送等の関係機関については、復旧にあたり、復旧予定時期を明らか

にするよう努める。 

公共施設の復旧事業は、おおむね以下の法律等に基づき、迅速かつ円滑に行う。 

なお、市は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対し、

職員の派遣その他の協力を求める。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の派遣を求める場合

においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度を活用する。 

(1) 農林水産業等施設については、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法

律（昭和 25 年法律第 169 号）、土地改良法（昭和 24 年法律第 195 号）を活用し実施する。 

(2) 道路、海岸、河川、港湾、漁港、上水道、下水道施設、都市公園施設については、公共土木施

設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）により実施する。 

(3) 砂防等施設については、公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97 号）、

砂防法（昭和 30 年法律第 29 号）、地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）、急傾斜地の崩

壊による災害の防止に関する法律（昭和 44 年法律第 57 号）により実施する。 

(4) 都市施設（街路、公園、排水路、墓園等）の復旧及び堆積土砂排除事業については、都市災害

復旧事業国庫補助に関する基本方針及び都市災害復旧事業事務取扱方針により実施する。 

(5) 公営住宅等については、公営住宅法（昭和 26 年法律第 193 号）により実施する。 

(6) 水道施設については、上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費の国庫補助金交付要

綱により実施する。 

(67) 公立学校施設については、公立学校施設災害復旧費国庫負担法（昭和 28 年法律第 247 号）に

より実施する。 

(78) 特定大規模災害その他著しく異常かつ激甚な非常災害として政令で指定する災害が発生し、円

滑かつ迅速な復興が必要な場合は、大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55

号）に基づき、県又は国に対して災害復旧事業等に係る工事の代行を要請する。 

(89) 県が管理する道路と交通上密接な関連を有する市道について、工事の実施体制等の地域の実情

を勘案して、市に代わって県が災害復旧等に関する工事を行うことが適当であると認められると

きは、権限代行制度により、当該工事を行うよう県に要請する。 

(910)県警察は、暴力団等の動向把握を徹底し、復旧・復興事業への参入・介入の実態把握に努める

とともに、関係行政機関、被災地方公共団体、業界団体等への働きかけを行うなど、復旧・復興

事業からの暴力団排除活動の徹底に努める。 

 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等復旧・復興－2 

２ 激甚災害の指定 

（略） 

 

３ 災害廃棄物の処理 

大規模な風水害等の被災地においては、損壊家屋を始めとする大量の災害廃棄物が発生すること

から、広域的な処分など迅速かつ環境負荷のできるだけ少ない処分方法を検討する。 

(1) 県及び市町は、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最

終処分地を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適正

な処理を行う。 

(2) 災害廃棄物処理にあたっては、適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努め

る。 

(3) 災害廃棄物処理にあたっては、復旧・復興計画を考慮に入れつつ計画的に行う。また、環境汚

染の未然防止又は住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講ずる。 

 

 

 

 

４～５ （略） 

 

２ 激甚災害の指定 

（略） 

 

３ 災害廃棄物の処理 

大規模な風水害等の被災地においては、損壊家屋を始めとする大量の災害廃棄物が発生すること

から、広域的な処分など迅速かつ環境負荷のできるだけ少ない処分方法を検討する。 

(1) 県及び市町は、災害廃棄物の広域処理を含めた処理処分方法を確立するとともに、仮置場、最

終処分地を確保し、計画的な収集、運搬及び処分を図ることにより、災害廃棄物の円滑かつ適正

な処理を行う。 

(2) ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て災害廃棄物等の処理を進める場合には、社会福祉協議

会、ＮＰＯ等と連携し、作業実施地区や作業内容を調整、分担するなどして、効率的に災害廃棄

物等の搬出を行う。 

(32) 災害廃棄物処理にあたっては、適切な分別を行うことにより、可能な限りリサイクルに努め

る。 

(43) 災害廃棄物処理にあたっては、復旧・復興計画を考慮に入れつつ計画的に行う。また、環境汚

染の未然防止又は住民、作業者の健康管理のため、適切な措置等を講ずる。 

 

４～５ （略） 

 

 

第２章  民生安定計画 
 

《基本的な考え方》 

被災者が新たな生活への意欲を持つことに重点を置きながら、市民生活の安定を図るための施策を

講ずるとともに、自力による生活再建を支援し、被災地の速やかな復興を図る。 

また、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、見守り・

相談の機会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を

知ることができる環境の整備に努める。 

 

 

 

（略） 

 

第１節  住宅の確保 
 

 （略） 

 

第２節  雇用機会の確保 
 

 （略） 

 

第３節  義援物資、義援金の受付及び配分 
 

（略） 

 

第４節  日本郵政グループの救援対策 

 

第２章  民生安定計画 
 

《基本的な考え方》 

被災者が新たな生活への意欲を持つことに重点を置きながら、市民生活の安定を図るための施策を

講ずるとともに、自力による生活再建を支援し、被災地の速やかな復興を図る。 

また、被災者が自らに適した支援制度を活用して生活再建に取り組むことができるよう、地域の実

情に応じた災害ケースマネジメント（一人ひとりの被災者の状況を把握した上で、関係者が連携し

て、被災者に対するきめ細やかな支援を継続的に実施する取組）を実施するほか、見守り・相談の機

会や被災者台帳等を活用したきめ細やかな支援を行うとともに、被災者が容易に支援制度を知ること

ができる環境の整備に努める。 

 

 （略） 

 

第１節  住宅の確保 
 

 （略） 

 

第２節  雇用機会の確保 
 

 （略） 

 

第３節  義援物資、義援金の受付及び配分 
 

（略） 

 

第４節  日本郵政グループの救援対策 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等復旧・復興－3 

 

（略） 

 

第５節  罹災証明書等の発行 
 

（略） 

 

第６節  被災者台帳の作成 
 

中長期にわたる各種被災者支援について、必要に応じて、個々の被災者の被害状況や各種支援の実

施状況、配慮すべき事項など一元的に集約した被災者台帳を作成し、総合的かつ効率的な被災者援護

に努める。 

 

 

（略） 

 

第７節  要配慮者の支援 
 

 （略） 

 

 

（略） 

 

第５節  罹災証明書等の発行 
 

（略） 

 

第６節  被災者台帳の作成 
 

中長期にわたる各種被災者支援について、必要に応じて、個々の被災者の被害状況や各種支援の実

施状況、配慮すべき事項など一元的に集約した被災者台帳を作成し、総合的かつ効率的な被災者援護

に努める。また、被災者支援業務の迅速化・効率化のため、被災者台帳の作成にデジタル技術を活用

するよう検討を行う。 

 

（略） 

 

第７節  要配慮者の支援 
 

 （略） 

 

 

第３章  経済秩序安定計画 
 

 （略） 

 

 

第３章  経済秩序安定計画 
 

 （略） 

 

 

 

第４章  復興対策 
 

 

《基本的な考え方》 

 多数の機関が関係し、高度かつ複雑な大規模事業となる被災地域の再建を速やかに実施するため、

必要に応じて復興計画を作成し、関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を進める。 

また、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の危険に瀕し、地域社会

が混乱に陥る可能性があることから、大規模災害時に人心の安定と社会秩序の維持を図ることを目的

に、関係機関の協力を得ながら被災者の生活支援の措置を講ずる。 

さらに、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被災者の心の健康の維持を含

め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十

分に配慮する。 

 

 

 （略） 

 

 

第１節  災害復興本部の設置 
 

（略） 

 

第４章  復興対策 
 

 

《基本的な考え方》 

 多数の機関が関係し、高度かつ複雑な大規模事業となる被災地域の再建を速やかに実施するため、

必要に応じて復興計画を作成し、関係機関の諸事業を調整しつつ計画的に復興を進める。 

また、多くの人が被災し、住居や家財の喪失、経済的困窮、あるいは生命の危険に瀕し、地域社会

が混乱に陥る可能性があることから、大規模災害時に人心の安定と社会秩序の維持を図ることを目的

に、関係機関の協力を得ながら被災者の生活支援の措置を講ずる。 

さらに、被災地の復興計画の作成に際しては、地域のコミュニティが被災者の心の健康の維持を含

め、被災地の物心両面にわたる復興に大きな役割を果たすことに鑑み、その維持・回復や再構築に十

分に配慮する。 

なお、復興対策にあたっては、男女共同参画の視点を反映するよう留意する。 

 

 

 （略） 

 

第１節  災害復興本部の設置 
 

（略） 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等復旧・復興－4 

 

第２節  復興計画の策定 
 

被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者等の意向等を勘案しつつ、必要に応じて被災地の復

興計画を策定する。 

 

１ 災害復興検討委員会の設置 

（略） 

 

２ 復興計画の策定 

（略） 

 

３ 大規模災害からの復興に関する法律の活用 

特定大規模災害が発生した場合は、大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55

号）を活用し、復興を推進する。 

(1) 県は、国が定める復興基本方針に即して、県復興方針を定める。 

(2) 市は、復興基本方針及び県復興方針に即して単独で又は県と共同で復興計画を作成し、同計画

に基づき市街地開発事業、土地改良事業等を実施することにより、特定大規模災害により土地利

用の状況が相当程度変化した地域等における円滑かつ迅速な復興を図る。 

(3) 県は、本市から要請があり、かつ、地域の実情を勘案して必要があると認めるときは、事務の

遂行に支障のない範囲内で、当該市に代わって必要な都市計画の決定等を行う。 

(4) 県は、復興計画の作成等のため必要がある場合は、関係行政機関もしくは関係地方行政機関に

対して職員の派遣を要請し、又は内閣総理大臣に対して職員の派遣のあっせんを求める。 

(5) 市は、復興計画の作成等のために必要がある場合は、関係地方行政機関に対して職員の派遣を

要請し、又は知事に対して職員の派遣のあっせんを求める。 

 

 

 

 

４ 防災まちづくりを目指した復興 

(1)～(5) （略） 

(6) 被災施設等の復旧事業、災害廃棄物の処理事業にあたり、あらかじめ定めた物資、資材の調達

計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、可能な限り迅速かつ円滑に実施するとと

もに、復興計画を考慮して、必要な場合には傾斜的、戦略的実施を行う。 

(7)～(9) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節  復興計画の策定 
 

被災の状況、地域の特性、関係公共施設管理者等の意向等を勘案しつつ、必要に応じて被災地の復

興計画を策定する。 

 

１ 災害復興検討委員会の設置 

（略） 

 

２ 復興計画の策定 

（略） 

 

３ 大規模災害からの復興に関する法律等の活用 

特定大規模災害が発生した場合は、大規模災害からの復興に関する法律（平成 25 年法律第 55

号）を活用し、復興を推進する。 

(1) 県は、国が定める復興基本方針に即して、県復興方針を定める。 

(2) 市は、復興基本方針及び県復興方針に即して単独で又は県と共同で復興計画を作成し、同計画

に基づき市街地開発事業、土地改良事業等を実施することにより、特定大規模災害によってより

土地利用の状況が相当程度変化した地域等における円滑かつ迅速な復興を図る。 

(3) 県は、本市から要請があり、かつ、地域の実情を勘案して必要があると認めるときは、事務の

遂行に支障のない範囲内で、当該市に代わって必要な都市計画の決定等を行う。 

(4) 県は、復興計画の作成等のため必要がある場合は、関係行政機関もしくは関係地方行政機関に

対して職員の派遣を要請し、又は内閣総理大臣に対して職員の派遣のあっせんを求める。 

(5) 市は、復興計画の作成等のために必要がある場合は、関係地方行政機関に対して職員の派遣を

要請し、又は知事に対して職員の派遣のあっせんを求める。 

(6) 県及び市は、災害復旧・復興対策の推進のため、必要に応じ、国、他の地方公共団体等に対

し、職員の派遣その他の協力を求めるものとする。特に、他の地方公共団体に対し、技術職員の

派遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度の活用も含めて検討する。 

 

４ 防災まちづくりを目指した復興 

(1)～(5) （略） 

(6) 被災施設等の復旧事業、災害廃棄物及び堆積土砂等の処理事業にあたり、あらかじめ定めた物

資、資材の調達計画及び人材の広域応援等に関する計画を活用しつつ、可能な限り迅速かつ円滑

に実施するとともに、復興計画を考慮して、必要な場合には傾斜的、戦略的実施を行う。 

(7)～(9) （略） 

(10)復興まちづくりにあたっては、地域住民の意向を丁寧に把握し、地域に寄り添った合意形成手

続きを進める。また、住まいと暮らし、生業について将来展望を持てる地域の姿を早期に示すこ

とに努める。 

(11)地区の整備をどのように行うべきかについては、地域住民の居住や事業の継続意向に加え、

「地域住民の経済的負担や事業終了までの期間の長さと、地区の課題解決との兼ね合い」も踏ま

え、きめ細やかに検討を行うよう努める。 

(12)集落は、水産業や農林業といった生業との関わりが深いという地域特性があり、集落の将来像

を描いていくためには、農林水産業等に関わりのある居住者全体で、生業に関わる施設との関係

も含めた議論を行うよう努める。 

(13)大規模な断水や停電等の発生に備え、災害用の井戸の整備、分散型電源（再生可能エネルギ

ー、蓄電池、コジェネレーション、電動車等）の活用、下水道等から浄化槽への転換など、災害

に強いまちづくりに取り組むことに努める。 

 



地域防災計画・水防計画（風水害等対策編）新旧対照表 
現  行  計  画 修   正   案 備考 

 

風水害等復旧・復興－5 

 

第３節  災害復興事業の実施 
 

（略） 

 

(2) その他の財源確保策 

復興を目的とした公営競技の開催等による復興財源の確保を検討する。 

 

 

第３節  災害復興事業の実施 
 

（略） 

 

(2) その他の財源確保策 

復興を目的とした公営競技の開催等により、る復興財源の確保を検討する。 
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